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general ruleである」（CW, III, 944／訳(5), 302）3と主張すると共に，「自由放任に対する




 第 2に，ミルの特徴の 1つとされる「人類サイズの功利主義」（馬渡 1997a, 402, 408; cf. 
馬渡 1997a, 349-50, 409-10）を検討するための素材を提供できるからである．日本の代表




                                                   
1 ミルは「対外政策 foreign policy」という言葉を，例えば著書『代議制統治論』（第 1版
1861年，第 3版 1865年; CW, XIX, 556, 564／訳 394, 411）において用いている． 
2 『原理』には，叢書版 Library Editionと民衆版 People’s Editionとがある．前者はミル
の生前に 7つの版を重ねた．各版の出版年はそれぞれ，1848年，49年，52年，57年，62
年，65年，71年である． 
3 本稿では，Mill, J. S. 1963-1991. Collected Works of John Stuart Mill, ed. by J. M. 
Robson. 33 vols. Toronto: University of Toronto PressをCWと表記し，その後にローマ数
字で巻を記す． 
4 川名（2015, 76）は，「日本の経済学史・経済思想史分野におけるミル研究」を「この 2
人が牽引してきた」と述べている． 
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不可欠である」（CW, III, 755／訳(4), 106）と述べている7．また第 2に，政策を行う主体
                                                   
5 杉原（1985, 87; 2003, 313）や馬渡（1997a, 402, 408）が引用しているように，『原理』
によれば，「全体としての人類の最大量の善 the greatest amount of good to mankind on 
the wholeが，国際行動の格言 the maximsにおいて目指される目標である」という（CW, 
III, 917／訳(5), 247）．なお Hollander（1985, 755）も，ミルにおいては「植民の影響が，
植民地そのもの…を越えて広がり，『人類の全体的な経済的利害』［CW, III, 963／訳(5), 339
――引用者］に関係していた」と述べている． 
6 馬渡（1990; 1997b）によれば，「ミルの目的論をなすのが…功利主義であった」（馬渡 
1997b, 132）といい，「ミルの場合は，功利ないし最大多数の最大幸福が究極の目的になり，
ここからいろいろ下位の目的がでて」（馬渡 1990, 49）くるという．そして著書『論理学体








る（CW, VIII, 944-45／訳(6), 199）． 
7 周知のように，『原理』においてミルは，いわゆる「停止状態 the stationary state」――
人々が経済成長を意図的に停止させる状態――を，人類の究極的な理想として提示した
（CW, III, 752-57／訳(4), 101-11; 小沢 2013, 80-81）．しかし他方で，『原理』の中でミル
















                                                                                                                                                     
いないような国民生活の状態 state of national existenceを望ましいものとは考えない経済
学者たちに，決して同調しないけれども，隣国が進歩し続けているときに，停止状態へと
早くに追い込まれることから独立国 an independent nationに生じる数多くの不利益を，私
は見逃すことができない」（CW, III, 883／訳(5), 181）と． 
8 『原理』の歳入論の考察に際して馬渡（1997a, 388）は，「どんな政府（国家）も，財政
収入である歳入という経済的基礎なしでは存続しえない」と述べている． 








the necessary functions」の 1つであるという．政府の必然的諸機能とは，「政府という観
念から不可分であるか，あるいはすべての政府によって習慣的にかつ異議なしに行われて
いるかのどちらかであるところの諸機能」である（CW, III, 800／訳(5), 14-15）． 





















においては，スミスの『国富論』の第 4 篇および第 5 篇に象徴されるように，属国――い
わゆる植民地――13が重要な主題の 1 つであった．それは，近代における植民地の建設が，












                                                   
12 経済学史においては，例えばスミス（Adam Smith, 1723-90）の著書『国富論』（第 1版
1776年，第 5版 1789年）における航海法の正当化（Smith [1776] 1976, 463-65／訳(2), 
316-20）が，経済的視点と政治的視点との関係を示すものとして有名であろう．すなわち，
「国防 defenceは富裕 opulenceよりもはるかに重要であるから，航海条例 the act of 
navigationは恐らく，イングランドのすべての商業上の規制の中で最も賢明なものである」
（Smith [1776] 1976, 464-65／訳(2), 320）と． 
13 属国 dependencyならびに植民地 colonyのミルにおける定義については，本稿第 2部序




論によって，新たな見解 ideas と見解の新たな応用 applications とが数多く生み出され
てきた．そしてこれらの思索の結果を，経済学の最も優れた思想家たちがかつて打ち立
てた諸原理と合わせて調和させるためにだけでも，経済学の全分野を見直す理由はある






由放任に対する数多くの例外」（CW, III, 947／訳(5), 307）の 1つとして位置付けられてい
たことが，そしてそれゆえ，ミルが考えていた政府介入が実際には，「自由放任が一般原則







                                                   
14 例えば馬渡（1997a）は，次のように述べている．すなわち，「この頃［＝ミルの生前―




（馬渡 1997a, 72），と．ただし，川名（2012, 1, 130）も参照されたい． 
15 ジェヴォンズ（William Stanley Jevons, 1835-82）による「石炭の時代」（Jevons 1865, 
viii）という表現に象徴されるように，あるいはティンダル（John Tyndall, 1820-93）が石
炭をブリテンの「活力源 life blood」（Buxton 1888, vol. 2, 26）と表現したように，ミルが
生きた時代においてブリテンの圧倒的な経済力をもたらしたものは石炭であった（cf. 若林 
1985, i-iii, 3）． 












 本稿は，第 1 部「独立国との関係」と，第 2 部「帝国内の属国との関係」とに二分され
る．19 世紀のブリテンについて言えば，独立国とはフランスやロシアなどであり，帝国内
の属国とはカナダ，オーストラリアやインドなどである． 
 第 1部はさらに，第 1編「軍事的側面」と第 2編「民事的側面」とに二分される．そし




いたものは，軍事費であった（cf. Mitchell 1962, 396-97; Mitchell 1988, 587-88／訳 587-88; 
















ついてミルはもっぱら歳入手段を検討した」（馬渡 1997a, 412）と述べている． 
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が本格的な減債に着手することを求めるようになった（第 1項）．そして 1860 年代の後半
にミルは，ブリテン国債の償還のために，石炭税を重視するようになった（第 2項）．ミル
による石炭税の支持と『原理』における主張とは整合しないように見えるが，両者は整合
していたと解釈され得る（第 3 項）．こうして浮かび上がってくるのは，1860 年代後半以
降のミルが，将来世代の利害に影響を及ぼすという点で「自由放任に対する数多くの例外」
（CW, III, 947／訳(5), 307）の 1つとして，ブリテン国債償還のための石炭税を重視する
ようになったということである． 
 貿易政策――本稿の 2本目の柱――を扱う第 2編では，前半（第 1章「自由貿易政策」）
において，自由貿易政策に関するミルの見解が考察される．ミルは，貿易の直接的な経済
的利益，間接的な経済的利益，および精神的利益という視点から，基本的には保護貿易政
策に反対した（第 1節）．こうしたミルの見解は，重商主義や，スミス（Adam Smith, 1723-90）
                                                   
19 19世紀後半におけるブリテン中央政府の歳入額は，年におおよそ 5,000万ポンドから
















 続く第 2部では，本稿の 3本目の柱――属国関係の政策――が取り上げられる．まず「序
章」の中で，ミルにおける「属国 dependencies」という概念を確認する．ミルによれば，































第 2 部の第 2 編「非文明的属国」では，③に関するミルの見解が考察される．まず第 1



















第 1部 独立国との関係 
 
第 1編 軍事的側面 
 


















                                                   















出項目は 3 割を占める軍事費（とくに海軍費）と 5 割を占める公債費にあった．…／…
長期的にミルの『原理』（初版 1848 年-7 版 1871 年）の時代の傾向をみると，…歳出構
造における軍事費の比率は低下していない．7つの海の制海権と「パックス・ブリタニカ」
は，突出した軍事費で維持されていた．（馬渡 1997a, 388-89; cf. 堂目 1999, 82-85）21 
 
 次にミルの財政論について言えば，一方で，ミルの歳入論に関する研究は数多く積み重
ねられてきたが（高木 1982; Hollander 1985; Ekelund and Walker 1996; 馬渡 1997a; 
1997b; 堂目 1999; Dome 1999; 2004; 大淵 2008），他方で，ミルの歳出論にはこれまでほ
とんど光が当てられてこなかった（cf. 小林 1992, 3）．例えば馬渡（1997a; 1997b）は，「市
民政府を経済的に維持するのが，財政の機能であった」と指摘した上で，ミルの「歳出論」
は「きわめて簡単」であり（馬渡 1997b, 148），「財政についてミルはもっぱら歳入手段を
検討した」（馬渡 1997a, 412）と述べている（cf. 井手 1953, 467; 福原 1960, 89）．そし
てミルの歳入論がほとんど論じられてこなかった主因は，すべての先行研究――ミルの歳
出論に相対的に重点を置いたもの（井出 1953, 469, 508-26; Musgrave 1959, 93; 小林 







                                                   
21 堂目（1999, 83-84）および Dome（2004, 6-7）には，ブリテン中央政府の歳出額と税収
額などのグラフが記載されている． 







第 1章 歳出――軍事費の管理を巡って 
 
第 1節 軍事力および軍事費に関するミルの見解 
第 1項 軍事力の必要性――ミルの正戦論 
    1．自己防衛のための軍事力 
当然のことではあるが，ミルは自己防衛のために軍事力が必要であると考えていた．こ
こでは，ミルの著書『経済学原理』（『原理』と略記する）24を取り上げよう25．『原理』にお




しいと考えられてきたところの諸機能」である（CW, III, 800／訳(5), 14-15; cf. CW, III, 913
／訳(5), 238; Senior [1848] 1987, 67-68; Schwartz 1972, 115-18）．政府の必然的諸機能の
1つとしてミルは，「暴力と詐欺とに対する身体および財産の保護」を挙げている（CW, III, 




soldiers，警察官 policemenおよび刑事裁判官 criminal judgesに相応しい仕事を
与える」（圏点引用者，CW, III, 802／訳(5), 19）と．あるいは，「兵士
．．
，警察官および裁判








追加された（圏点引用者，CW, III, 807-08／訳(5), 29-31）26． 
                                                   




入に関する小論 A Few Words on Non-Intervention」（初出 1859年，再録 1867年; 「不介
入論」と略記する; CW, XXI, 114, 118），およびミルの著書『代議制統治論』（第 1版 1861
年，第 3版 1865年; CW, XIX, 505／訳 293）も参照されたい．また晩年の書簡においてミ
ルは，ブリテンを含むすべての国が「大きな防衛的軍事力 the large defensive force」を現
在必要としていると述べている（Mill to Edwin Chadwick, 1871/01/02, CW, XVII, 1792）． 









ということを，この自由国の「正当な自己防衛の手段」として認めていた（CW, XXI, 122-23; 
cf. CW, XXI, 120-21）． 
第 2 に，ミルにおける自己防衛は，文明化した国の領土あるいは勢力範囲の拡大を含み
得るものであった．「不介入論」においてミルは，「文明化した諸国民 civilized nations」（CW, 









ば，これらの隣国は確かにこの政府にとってもはや脅威ではない…．（CW, XXI, 119）28 






び民事ならびに刑事裁判 the administration of civil and criminal justiceによるお互いに




章）の後半（CW, XIX, 567-77／訳 419-42; cf. CW, XIX, 550／訳 383）で論じられている．




の領地 distant and outlying possessionsに限られている」と（CW, III, 707／訳(4), 13; cf. 
 20 
 
そしてミルはこのような状況として，「インドの原住民国 the native States of Indiaとのブ







く遅れたものの 3つに分類した（CW, XIX, 562／訳 406-07）．そして『代議制統治論』に
よれば，③にとって最善の統治形態は，ある種の「専制政治 despotism」――「属国民の文
明の現状において，彼らが改善の高次の段階へ移行するのを最も促進する」ような専制政
治――であるという（CW, XIX, 567-77／訳 419-42; cf. CW, XXI, 118-24）30．他方で，「不
介入論」においてミルは，専制政治にとって軍事力が不可欠であることを強調している．
すなわち，「専制的な政府 a despotic governmentは，それの軍事力military powerによっ










                                                                                                                                                     





ルの勤務から得られた経験にも基づくものであったという（CW, I, 263-64／訳 226-27）． 
30 詳細については，本稿第 2部の序章および第 2編を参照されたい． 
 21 
 
    2．自己防衛以外のための軍事力 















381-83; cf. Leslie [1867] 1879, 133）32． 
第 2に，ミルは，文明化したある国における「長引く内戦 a protracted civil war」につ





パのうちで文明化が遅れ勤勉の度が劣っている地域」（CW, II, 187／訳(1), 349），「今な
お野蛮な国々，あるいはロシアやトルコのようなようやく文明化し始めた国々」（CW, III, 
588／訳(3), 265），「半ば野蛮なロシア semi-barbarous Russia」（CW, III, 707／訳(4), 12; 
cf. CW, II, 352-53／訳(2), 304; CW, III, 708, 857／訳(4), 14, (5), 130），と（cf. CW, II, 17, 
20／訳(1), 56, 60-61）．また，『代議制統治論』（CW, XIX, 416-17, 419／訳 105-07, 111）
も参照されたい． 
他方で，『原理』においてミルは，「フランス」，「ドイツ Germany」（cf. Mill to Charles 
Loring Brace, 1871/01/19, CW, XVII, 1798-99; CW, XIX, 546／訳 375），および「スイス」












トとの間」，そして「オランダとベルギーとの間」への「ヨーロッパ列強 the European Powers











な政治問題に関する自分の意見」（Mill to James Beal, 1865/04/17, CW, XVI, 1032）を述
べた 1865年の書簡34においても，以下のように述べられている． 




munitions of warのあらゆる供給の禁止」に言及している．そして Braceがこの禁止に賛
成していたのに対して，ミルは賛否両論あるとして判断を保留していると考えられる．ミ
ルが最も重視していた反対論は，もしこの禁止が実現されたとすれば，自由を求めて専制
的な外国政府と争っている国民――「外国のくびき a foreign yokeを振り捨てようと企てて
いる反乱の国民 insurgent nations」――などが不利な状況に置かれるであろうということ
であった（Mill to Charles Loring Brace, 1871/09/23, CW, XVII, 1838）． 
34 この書簡は，ブリテン下院議員選挙への初めての出馬に際してミルがしたためたもので
あった．本稿ではこの書簡を「所信表明」と略記する（cf. Elliot 1910, vol. 2, 22; 山下 1976, 
220-22; 2003, 414-15）．「所信表明」については，ミルの『自伝』（CW, I, 274／訳 244）も
参照されたい．なお，この「所信表明」は，1865年 4月 21日付の『デイリー・ニューズ
Daily News』（p. 4），『モーニング・アドバタイザーMorning Advertiser』（p. 3）および『タ
イムズ The Times』（p. 7）にそれぞれ掲載された（CW, XVI, 1031）． 
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 3．…ある独立国が直接的にかその国の生え抜きの暴君 native tyrantsに与えられた援助
によるかのいずれかで外国の力 a foreign powerによって服従させられている場合には，
私はどんな国民であれこの不当な干渉からその国を守るために正当に干渉できると思い
ます．…しかしながら，ある事柄が正当に為されるであろうからそれを為すのは常に当





なかったであろうと述べている（CW, XVI, 1033）． 
 
    3．軍事力の質 
 その上ミルは，軍事力の質にも留意していた．具体的には，ミルはブリテンの軍事力の
質が世界的に見て最も高いことを要求した．「陸軍法案 The Army Bill」と題する演説（1871
年）35においてミルは，次のように述べている．曰く，「疑いなく，この国［＝ブリテン―
―引用者］は，発明の才が考案し得るまさしく最善の武器 instruments of warを手にし，
この武器とそれを使用するように訓練された人々とを十分に確保するべきです」と．この




                                                   
35 1871年 3月 10日に行われたこの演説は，翌日付の『デイリー・テレグラフ Daily 
Telegraph』（p. 5）に掲載されたほか，同じく翌日付の『タイムズ』（p. 10），『デイリー・
ニューズ』（pp. 3, 4），『ペルメル・ガゼット Pall Mall Gazette』（pp. 2, 7），『モーニング・




しい兵器」を「毎年」もたらしている，と（CW, XXVIII, 222; Varouxakis 2013b, 173; cf. 
Leslie [1867] 1879, 132-33）．なお Cairnes（1871, 187-88; [1873] 2004, 235）は，具体的









れるよりも，多くの良心と道徳原理とを持つに至った強国」（CW, XIX, 565／訳 414-15; cf. 
CW, XIX, 551／訳 385）として，ブリテンを高く評価していた．そして「不介入論」にお
いてミルは，「我々は今，ヨーロッパの出来事のすべての傾向と今後の長きにわたるヨーロ
ッパの歴史の流れとがイングランドの行いと判断とによって決まるであろうという，1世代




第 2項 中央政府支出としての軍事費の位置付け 
前項ではミルにおける軍事力の必要性を確認したが，軍事力を保有するためには何らか
の支出が必要とされることは言を俟たないであろう（cf. Smith [1776] 1976, 687-88／訳(3), 
339-41）．現にミルも，例えば『代議制統治論』の中で，戦時および平時の軍事費に関する
「本国 the mother country」と「植民地 the colonies」――「入植者たち the colonists」―
―との適切な負担割合について論じている（CW, XIX, 566／訳 415-16）．あるいは『原理』
においても，軍事費に関するいくつかの記述が見られる（CW, II, 10-20／訳(1), 44-61）．
すなわち，例えば「被征服国は…自らの陸軍および海軍による保護の経費と煩労 the 




の税から支払われる」，と（CW, II, 38／訳(1), 88）．なお，『原理』の中でミルは，「古代ヨ
ーロッパの農業社会」においては，「税は存在しなかった」，そして「軍隊は市民 citizens




 さらにミルは，「地方当局 a local authority」（CW, III, 862／訳(5), 140）ではなく「中央
政府 the central government」（CW, III, 862／訳(5), 140）が支払うものとして軍事費を捉
えていた．一方で，『原理』においてミルは，中央政府の歳入と地方政府の歳入とを区別し
た．詳言すれば，『原理』の第 5篇においてミルは，「課税の理論 the theory of Taxation」
（CW, III, 804／訳(5), 24）37を展開した（CW, III, 805-79／訳(5), 25-174）．そしてその際
にミルは，「国税 the general taxes of the State」（CW, III, 862／訳(5), 139）を主として
取り上げたが，「地方税 local taxes」にも言及している（CW, III, 862-63／訳(5), 139-42; cf. 
CW, III, 803, 821-22, 867-68, 940-41, 950, 954-56／訳(5), 22, 59-62, 149-50, 294-96, 311, 




れ得るとすれば，とにかく一般政府 a general governmentを必要とする事柄は，戦争と協
定 treatiesとを除いて何もない」（CW, XIX, 541／訳 365）と．そして，「政府の経費 the 
expenses of governmentのうちで地方的なものにできる可能性がいくらかでもあるもの」
と「陸海軍費 the support of an army and navyのような，必然的に全般的であらざるを得
ない政府の経費」――どんな形であれ「国庫 the national treasury」へ納められるもの―
―とが対比されている（CW, XIX, 561／訳 404-05）． 
 以上より，ミルは軍事費を中央政府の歳出として位置付けていた． 
                                                   

















（CW, III, 862／訳(5), 140），と． 
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第 2節 ブリテン中央政府の財政に関するミルの現状把握 
第 1項 ブリテンの財政構造 
 ここからは，19 世紀のブリテンに焦点を絞ろう．ミルは生前のブリテン中央政府の財政
構造を，具体的にはどのように把握していたのであろうか？ 




年）においては「5,000 万ポンド以上」と，第 4 版（1857 年）においては「6,000 万ポン
ド以上」と，第 5版（1862年）においては「7,000万ポンド以上」と，第 6版（1865年）
および第 7版（1871年）においては「おおよそ 7,000万ポンド」39と，それぞれ述べられ
ている（CW, III, 865／訳(5), 145）40．そして歳入のこうした増加傾向の主因は，国富の増
加の結果として「ほとんどすべての税においてその税収が増加していること」であった（CW, 
III, 742／訳(4), 81）41． 
次に歳出について，『原理』によれば，当時のブリテン中央政府の歳出は，官庁の維持―
―民政費――，軍隊の維持――軍事費――，および国債の利払いの 3 つの用途に充てられ
                                                   
39 『原理』の第 6版における改訂――「以上 above」から「おおよそ about」へ――は，2
通りに解釈され得る．第 1の解釈は，ブリテンの歳入額の若干の減少が反映されたという
ものであり，第 2の解釈は，単なる誤植が訂正されたというものである． 
40 ブルースター（Sir David Brewster, 1781-1868）によれば，1865年度――「1866年 3
月 31日を末日とする年度」――におけるブリテンの「国家の所得 the national income」
は，「71,135,286ポンド」であったという（Brewster 1867a, 8; 1867b, 9）． 
なお，ブルースターは1867年に，『急進党The Radical Party; Its Principles, Objects, & 
Leaders - Cobden, Bright & Mill』と題するパンフレットの少なくとも第 1版（Brewster 
1867a），第 2版（Brewster 1867b），および民衆版（Brewster 1867c）を刊行した．そし
てこのパンフレットにおいてミルは，「急進党の指導者たち」（Brewster 1867a, 12; 1867b, 
12）の 1人として位置付けられている（cf. Varouxakis 2013a）．ところで，このパンフレ
ットの第 2版においてはいくつかの文章が削除されたが，民衆版は文章も頁数も第 2版と
同じである．それゆえ本稿は，このパンフレットの第 1版および第 2版から引用する． 
41 スミス（Adam Smith, 1723-90）によれば，1789年――『原理』の第 1版が刊行される
おおよそ 60年前――の時点では，ブリテンの（平時の）歳入額は年に 1,000万ポンド強で
あったという．すなわち，著書『国富論』（第 1版 1776年，第 5版 1789年）のすべての
諸版においてスミスは，「グレート・ブリテンの平時の歳入は，現在，年に 1,000万ポンド
以上である」と述べている（Smith [1776] 1976, 926／訳(4), 322; cf. Smith [1776] 1976, 
905, 937-38／訳(4), 282-83, 341-43）．ただし，スミスはブリテンについて，国富の増加の
結果として税収が増加してきたことも指摘している（Smith [1776] 1976, 929／訳(4), 327）． 
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ていたという．本項では，軍事費――「公共支出 the public expenditure のうちで…軍隊










5 億ポンド［＝毎年 2,000 万ポンド――引用者］以上の資本が，1793 年から 1815 年に
掛けて政府によって借りられて使われた．この額は，一部は商品の購入に，そして一部
は陸軍兵士，海軍兵士や様々な他の不生産的労働者階級の雇用に，費やされた．（CW, IV, 
13; cf. CW, II, 76-77／訳(1), 159-60; CW, IV, 14）45 
 
第 2に，ミルはクリミア戦争時（1853-56年）にブリテンの軍事費が増加したことを認識
していた．「麦芽税 The Malt Duty」と題する議会演説（1866年）においてミルは，クリ
ミア戦争時に多額のブリテン国債が発行されたことに言及している． 
 
 …なぜなら，将来世代もまた，彼ら自身の差し迫った必要性 exigencies に遭遇するでし
                                                   
42 歳出の第 3の用途である国債の利払いについて付言すれば，『原理』においてミルは，当
時のブリテン国債の利払いにはブリテン中央政府の歳出のおおよそ 5割が充てられていた
と述べている（CW, II, 9／訳(1), 42; CW, III, 865, 878／訳(5), 145, 172; cf. 馬渡 1997a, 
388; 堂目 1999, 82-84; Dome 2004, 6-7, 10-11）．詳細については，本稿第 1部第 1編第 2
章第 2節第 1項を参照されたい． 
43 『原理』においてミルは，対仏戦争を「破壊的な戦争 the destructive wars」（CW, II, 342
／訳(2), 287）と表現している． 
44 ミルによれば，「地租 land-tax」，「10分の 1税 tithe」，および「救貧税 poor-rate」を含
む対仏戦争時の税は，「所得税 the income-tax」を除いて，1822年の夏までそのままの税
率で存続したという（CW, IV, 13）． 
45 Blake（1823, 5）によれば，「先の戦争［＝対仏戦争――引用者］によってもたらされた
莫大な支出」は「程度と期間のいずれにおいてもおそらく比類のない規模である」という





実です．（CW, XXVIII, 70）47 
 
 他方で，平時の軍事費について，第 1に，ミルは 19世紀の第 3四半世紀においてブリテ
ンの軍事費が増加したことを指摘している．「海上権の抑圧によるイングランドの危険
England’s Danger through the Suppression of Her Maritime Power」と題する議会演説
（1867年; 「イングランドの危険」と略記する）48の中でミルは，「我が国の陸海軍費 naval 
and military expenditureの多大な負担」について，次のように述べている．すなわち，1856







412）49．この額は，当時のブリテンの歳入額――「おおよそ 7,000万ポンド」（CW, III, 865
                                                   
46 トゥック（Thomas Tooke, 1774-1858）とニューマーチ（William Newmarch, 1820-82）
の共著『物価史』の第 5巻（1857年）によれば，ブリテンにとってクリミア戦争――「対
ロシア戦争 the War with Russia」――は，「1854年 3月に始まり，1856年 2月に終わっ
た」，すなわちおおよそ 2年間に及んだという（Tooke and Newmarch 1857, 225／訳 216）． 
47 戦時の軍事費について，ブルースターも『急進党』の中で，ブリテンが諸々の戦争によ
って「他の国がこれまでに負ったことのないような莫大な国債」（Brewster 1867a, 9; 1867b, 
10）を発行してきたことに言及している． 
48 1867年 8月 5日に行われたこの議会演説は，翌日付の『タイムズ』（p. 7）に掲載され
たほか，ミルの手に成る 1868年の改訂稿が 1874年に 1ペニーで死後出版された（Mill 
1874）． 
49 ブルースターの『急進党』によれば，「我々の歳出もまた，最も莫大で法外な規模である」
（Brewster 1867a, 8; 1867b, 8）という．ブリテンの陸軍費についてブルースターは，ミル
と同様のことを指摘している．すなわち，「1832年以来，下院は，戦争のための交付金 grants 
for warをすべて除いて，陸軍 the armyにほぼ 4億ポンド［＝年に 1,100万ポンド以上―
―引用者］に上る歳出 suppliesを交付することを決定してきたと推定されている」
（Brewster 1867a, 10; 1867b, 11）と．さらにブルースターは，ブリテンの海軍費は陸軍費
を上回っていると述べている．曰く，「海軍本部委員会 the Board of Admiraltyの失政と愚
かさとによって，陸軍に費やされた額に達する以上の海軍のための経費 expenses for the 
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expediency」（CW, III, 804／訳(5), 22）に基づくものであったと考えられよう．例えば，『原




で，無駄な歳出 useless expenditureから奪回され得るものは何でも，有用な歳出 useful 
[expenditure]のために至急必要とされる．目的が教育であろうと，より能率的で利用し
やすい司法行政 administration of justiceであろうと，移民および植民であろうと…51，
これらの事柄のどれもがかなりの経費 considerable expenseを必要とする…．（CW, III, 
865-66／訳(5), 145-46; cf. CW, II, 18-19／訳(1), 58-59） 
 
 また，ブリテンの現行の歳出を削減することは，ミルの生前のブリテン社会にとっても
重要であったと考えられる．第 1に，ブリテンの「歳出削減 retrenchment」（Mill to James 
Beal, 1865/04/17, CW, XVI, 1034）は，ブリテン下院議員選挙への初めての出馬に際して
ミルが意見を求められたところの「一般的関心のある様々な政治問題」（CW, XVI, 1032）
の 1つであった（cf. Elliot 1910, vol. 2, 22）．第 2に，ブルースターの『急進党』によれば，
「急進党の主要な基本原理」の 1つは，「財政改革
．．．．
――国家の支出 the national expenditure
                                                                                                                                                     
navyに，我々は巻き込まれてきた」（Brewster 1867a, 10; 1867b, 11）と． 
50 『原理』の第 5版において，「非常に」という語句が削除された． 
51 『原理』の第 6版において，「移民および植民」が削除された．この点については，本
稿第 2部第 1編第 1章第 3節第 4項を参照されたい．また，「有用な歳出」のさらなる詳細
については，『原理』（CW, III, 866／訳(5), 146, 151）を参照されたい． 
 30 
の最も厳格な節約のための，公平で公正な課税制度 an equitable and just system of 
taxationの適応」であったという（圏点は原文イタリック，Brewster 1867a, 4; 1867b, 5; cf. 




第 3項 ブリテンの軍事費の削減可能性 


















の総額は大幅な削減の余地があるだろう」，と（CW, III, 865／訳(5), 150）．しかし第 2版
においても，ブリテンの軍事費の増加要因――「陸軍兵士および海軍兵士の境遇の改善」









『原理』の第 3 版では，当時のブリテンについて，第 1 に，軍事費の増加要因への言及
――「陸軍兵士および海軍兵士の境遇の改善」――が削除された．第 2に，「公共支出のう
ちで一般官庁および軍隊の維持に充てられる部分（すなわち，国債の利子を除くすべての
部分）」には「最大の歳出削減 the largest retrenchmentの余地が十分にある」と述べられ
た．そして第 3に，「現在の資金［＝現行の歳入――引用者］をもし適切な諸目的に充当す
るならば御釣りが来るであろう」という記述が追加された（CW, III, 865-66／訳(5), 145-46）． 








（第 5版から第 7版）へと．第 2に，「歳入の非常に
．．．
多くが，公共事業 public serviceとい























































ていたことであった（cf. Mill to Edwin Chadwick, 1866/12/29, CW, XVI, 1224-25; Mill to 
Charles Loring Brace, 1871/01/19, CW, XVII, 1799-800; CW, XXVIII, 225-26）52． 






および海軍を今よりずっと少ない経費で保持してもよい」（Mill to James Beal, 1865/04/17, 










「急進党の主要な基本原理」の 1 つであったという（圏点は原文イタリック，Brewster 
1867a, 4-5; 1867b, 5）．この基本原理について，ブルースターは『急進党』の中で以下のよ
うに述べている． 
                                                   
52 例えば「不介入論」においてミルは，「この国［＝ブリテン――引用者］が，その自由―
―これは，至る所で専制政治 despotismにとっての永続的な汚点…である――のために，
ヨーロッパ大陸の専制君主たちの連合 a coalition of Continental despotsによる攻撃で脅
かされていることがわかる」という状況が，「起こりそうな事柄 a contingency by no means 
unlikely to occur」であると述べている（CW, XXI, 123）． 
53 選挙権の拡大――最終的には，基礎学力を身に付け経済的に自立した，女性も含む成人
への選挙権の付与――をミルが主張していたことについては，多言を要しないであろう．
例えば「所信表明」の第 1条にも，ミルのこうした主張が簡潔に述べられている（Mill to 
James Beal, 1865/04/17, CW, XVI, 1032）． 





opinionに大きな影響を及ぼし始めて，乗り気でない内閣 an unwilling Administrationに





 将来において我々が出来る限りこの策［＝「外国の事柄への不介入」（Brewster 1867a, 9; 




放しで続いてきている――を削減すると思ってよい．（Brewster 1867a, 10; 1867b, 11） 
 




軍事費の削減に，反対していたと考えられる（cf. Varouxakis 2013a, 129-32）．さらに，よ
しんば外国の事柄への不介入という主張を全面的に受け入れた――ブリテンが自己防衛に
特化した――としても，ミルは，「ヨーロッパの巨大な軍事的専制政治」（Mill to James Beal, 







点は原文イタリック，Brewster 1867a, 4; 1867b, 5; cf. 本稿第 1部第 1編第 1章第 2節第 2
項），その上これは「最も決定的に重要」（Brewster 1867a, 7-8; 1867b, 8）なものであった
という．そして『急進党』においてブルースターは，「公平で公正な課税制度の適応」を，
「我々の現在の間接的な課税制度の廃止」（Brewster 1867a, 8; 1867b, 9）56と言い換えて
                                                   
55 『原理』によれば，「間接税[i]ndirect taxes」とは，「ある 1人の人が他人の犠牲におい
て補償を受けることを期待し意図してその人から要求される税」であり，「直接税[a] direct 
tax」とは，「この人がその税を支払うべきであると意図されあるいは望まれている，まさに
その人から要求される税」であるという（CW, III, 825／訳(5), 66）． 
56 『急進党』によれば，1865年度――「1866年 3月 31日を末日とする年度」――のブリ
テンにおいては，歳入のおおよそ 6割が間接税によるものであったという．すなわち，
「71,135,286ポンドのうちで 41,120,401ポンドの国家の所得は，関税および物品税






 直接的で公平な制度が急進的な改革者たち Radical reformers によってとても頑強に主
張されている非常に重要な理由は，国庫 the national exchequerの資金の支払いについ
て，その制度が公衆の心の中に引き起こすであろうより大きな関心である．貧しくて重




















                                                                                                                                                     
『原理』によれば，関税とは，「商品に対する税 taxes on commodities」のうちで「国内へ
の輸入に対して」賦課される税であり，物品税とは，商品に対する税のうちで「国内にお
ける生産に対して」賦課される税であるという（CW, III, 838／訳(5), 93）． 
 36 
も強力な金銭的誘惑の下で，首尾良く逃れられるということはないであろう，それ自体
で公正な何らかの税があるのを存じません．所得税 the income taxの回避は既に，国民
道徳 the national moralityにとっての不名誉です．（Mill to James Beal, 1865/04/17, CW, 




酒」，「煙草および嗅ぎ煙草」に対する「関税および物品税 the Customs and Excise Duties」









第 2項 捜索権の回復 
ミルの議会演説「イングランドの危険」（1867年 8月 5日）60によれば，1856年から 1867









れる（cf. CW, XXIV, 861）． 
59 ミルが提唱したブリテン中央政府の財源――『原理』における「課税の理論」（CW, III, 









軍 naval and military establishmentsを，案に違わず減らすことにではなく，法外に増や
すことに従事してきました」と．そしてこうした軍備拡張に伴って，本稿第 1部第 1編第 1
章第 2 節第 1 項で既に述べたように，ブリテンの軍事費はそれまでの額を「年におおよそ
2,000万ポンド」も上回るほどに増加した（CW, XXVIII, 220）． 
 「イングランドの危険」においては，ブリテンがこうした多額の軍事費を負担していた











はないと考えていた．その条件とは，「捜索権 the Right of Search」（CW, XXVIII, 225, 226）
を回復することである（CW, XXVIII, 221, 222-23）． 
 
我が国の自然のそして不可欠な兵器 natural and indispensable weapon［＝捜索権――
引用者］を回復することによって，我が国自身を予想される敵国と対等の地位に再び置
かない限り，我が国は，これらの莫大な編制とこれらの煩わしい経費とを永続して負わ
                                                                                                                                                     
とされる（CW, I, 275／訳 246）．この点について，アーカート（David Urquhart, 1805-77）
が主導した外務委員会 Foreign Affairs Committeesは，次のように述べている．すなわち，
「外務委員会が，パリ宣言 the Declaration of Parisの撤回を得ようとするその努力につい
て最も断固とした反対をいつも見出してきたのは，自由および進歩の政党 the party of 
liberty and progressからである．この反対は，ジョン・ステュアート・ミル氏の演説［＝
『イングランドの危険』――引用者］を前にして勢力を失っている」（Mill 1874, 1），と． 
Varouxakis（2013a; 2013b, 175-79）も参照されたい．なお，Varouxakis（2013a, 133; 2013b, 





した国々に面して脅されるでしょう．（CW, XXVIII, 221） 
 
捜索権とは，「中立国の船舶に積載された敵国の財を没収する権利」（CW, I, 275／訳 246; 
cf. The Times, 1867/08/06, p. 7）であり，「国際法 international law」（CW, XXVIII, 221）
あるいは「国々の法律および慣行 practice」（CW, XXVIII, 226）によって認められた権利
であった．ミルによれば，捜索権は，「海洋国家 a maritime nation の自然の兵器」（CW, 
XXVIII, 221）であり，「陸軍大国 the great military Powers に対する海軍国 the naval 
Powersの最も強力な防御兵器」（Mill to J. George Mawby, 1866/03/17, CW, XVI, 1153）61
であるという．そして「イングランドの危険」においては，捜索権は，「我が国の主要な防
衛手段」であり，「全ヨーロッパの連合兵力にとってさえ，かつてはイングランドとの戦争
を恐ろしい事柄にしたもの」であるとされた（CW, XXVIII, 221; cf. CW, XXVIII, 223）．
例えばナポレオン（Napoléon Bonaparte, 1769-1821）は，ブリテン――当時の最大の海軍
国62――による捜索権の行使を「海上の専制 tyranny of the seas」（CW, XXVIII, 225）と
呼んで非難し，「海上の自由 the liberty of the seas」（Mill to J. George Mawby, 1866/09/10, 
CW, XVI, 1199）の正当性を主張していた．それにもかかわらず，ブリテンはヨーロッパ大
陸諸国と共に，1856年のパリ宣言 the Declaration of Paris（cf. CW, XVI, 1153; Varouxakis 
2013b, 172）によって捜索権を放棄していた．「イングランドの危険」によれば，捜索権の
放棄は海軍国にとって不利であるといい，当時世界最強の海軍力を誇っていたブリテンは，




                                                   
61 「イングランドの危険」の中でミルは，本質において防衛的な海軍国と侵略的な陸軍国





であると共に「海軍国」でもあることを指摘している（CW, XXVIII, 225; cf. Mill to J. 





の商業の破壊」がもたらされる（CW, XXVIII, 225-26）． 







力を減少させることができる（CW, XXVIII, 223; CW, XXIX, 412-13）．そして上述のよう
に，当時のブリテンの海軍力は世界一であった63．ミルのこうした見解は，既述のようにミ
ルが，捜索権を「海洋国家の自然の兵器」（CW, XXVIII, 221）ないし「陸軍大国に対する











                                                   
63 「イングランドの危険」によれば，捜索権は，パリ宣言に参加した他の国々がブリテン
に劣るところの兵器であるという（CW, XXVIII, 221）． 
64 書簡においてもミルは，「私は，捜索権が多くの状況下で，イングランドにとってだけで
なくフランスにとって貴重であろうと確かに思います」（Mill to J. George Mawby, 
1866/09/10, CW, XVI, 1199）と述べている． 
65 「イングランドの危険」においてミルは，捜索権を「敵国に相当な被害を与えて敵国を
戦争でうんざりさせる…主要な手段」（CW, XXVIII, 223）とも表現している． 
 40 




財源が尽きるまで戦争は続くであろうという（cf. Cairnes 1871, 197; [1873] 2004, 252-53）．
他方で，「イングランド危険」においてミルは，もし各国が捜索権を保有すれば，「農家た
ち」，「製造業者たち」，および「商人たち」は増税以外の「戦争状態を防ぐことに対する金
銭的利害」も持つと主張した（CW, XXVIII, 224-25）66． 








明」におけるミルの主張との関係を確認しよう．本稿第 1部第 1編第 1章第 3節第 1項で
既に述べたように，1865 年 4 月 17 日付の「所信表明」においてミルは，ブリテンの軍事
費を削減するためのほとんど唯一の手段は選挙権の拡大であると考えていた（Mill to 
James Beal, 1865/04/17, CW, XVI, 1034）．そして結論を先取すれば，ミルが捜索権の回復
を支持するようになったのは 1865年 4月よりも後であり，それゆえブリテンの軍事費の削
減に関するミルの主張は矛盾しないと言える． 
まず，「イングランドの危険」までの流れを概観しよう（cf. Varouxakis 2013b, 175-77）．
「イングランドの危険」の前年（1866年）の 3月までにミルは，捜索権に関して「労働者






67 陸軍について言えば，Cairnes（1871, 169; [1873] 2004, 202-03）は，当時のブリテンの
紙面上の陸軍兵士 11万 5,000人のうちで，イングランドに配置されていたのは 8万 2,000
人であったと述べている． 
 41 
たち」から「多くの連絡」を受けていた（Mill to J. George Mawby, 1866/03/17, CW, XVI, 
1153）．そしてミルは，同月に始まった J. George Mawby68との文通も通じて，「イングラ
ンドの危険」において提示された見解を練り上げていった（Mill to J. George Mawby, 
1866/03/17, CW, XVI, 1153; 1866/07/06, CW, XVI, 1181-82; 1866/09/10, CW, XVI, 1199; 




でミルは，捜索権の放棄が擁護され得る可能性を捨て切れていなかった（Mill to J. George 










（1866/90/10, CW, XVI, 1199）． 
他方で，1867年 8月 5日の「イングランドの危険」においては，第 1に，捜索権の放棄





箇月後には，ブリテンの経済学者ケアンズ（John Elliot Cairnes, 1823-75）宛のミルの書
簡において，パリ宣言に関するブリテンの下院での議論は，緒に就いたばかりでありこれ
から何度も繰り返されるべきであることが述べられている（Mill to John Elliot Cairnes, 





（CW, XXIX, 412-13）． 
 42 
は，「国家的な大失敗 a national blunder」であるとされて完全に非難された（CW, XXVIII, 
221; cf. CW, XXVIII, 223）．第 2に，世界へ向けて公言すれば，パリ宣言――「適切な時期
に否認」されなかった「自国の代表者による非公認の行為」（Mill to J. George Mawby, 





きな利益をもたらす，と（CW, XXVIII, 225-26）． 
したがって，1866年 9月中旬から 1867年 8月上旬までのおおよそ 11箇月間に，ミルは
パリ宣言に反対して捜索権の回復を主張するという立場を固めたと言える． 










第 3項 常設陸軍の大幅な廃止――男性への軍事訓練の義務化 
 「陸軍法案」（1871年 3月 10日）においてミルは，ブリテンの現行の陸軍制度における
欠陥は，他国と比べて費用は多額であるが戦争遂行能力は不足していることであると主張







り込まれ得ることを述べている（CW, XXIX, 412）70． 
こうしたミルの見解は，1871年 2月――「陸軍法案」のおおよそ 1箇月前――に刊行さ
れたケアンズの論文（Cairnes 1871; [1873] 2004, 199-255）71に依拠したものであったと
考えられる．同年 1 月の時点でミルは，ケアンズがこの論文を執筆していることを把握し
ていたし（Mill to John Morley, 1871/01/06, CW, XVII, 1795），この論文の主張に全面的に
賛成していた（Mill to Edwin Chadwick, 1871/01/15,CW, XVII, 1796）．そしてこの論文に
おいてケアンズは，次のように述べている．第 1 に，陸軍の軍備について，当時のブリテ
ンの紙面上の陸軍兵士は計 11万 5,000人であり，その内訳はイングランドに 8万 2,000人
と植民地やインドなどに 3万 3,000人とである．そしてケアンズは，イングランドにいる 8
万 2,000 人のうちで敵国との戦闘に用いられ得るのは，多くても 4 万人であると考えた．
これに対して，普仏戦争時には，フランスは 25万人を，プロイセンは召集から 2週間で 50
万人を，それぞれ前線に送っていた．その上プロイセンは，50 万人を上回る規模の「予備
軍 a reserve」を保有していた．第 2に，陸軍費について，ポンドに換算すると，ブリテン
とフランスとの陸軍費はそれぞれ年に 1,400万ポンドであり，プロイセンのそれは年に 700
万ポンドである（Cairnes 1871, 169-71, 172-77; [1873] 2004, 202-07, 208-17; cf. Leslie 
[1867] 1879, 136-38, 142-43; Chadwick 1870a; 1870b）． 
それでは，ブリテンの陸軍制度の欠陥――多額の費用と不十分な戦争遂行能力――に対
して，ミルは「陸軍法案」の中でどのような処方箋を出したのであろうか？ それは，「専
門的な軍団 the scientific corps」と一部の属国において常設される陸軍とを除いて常設の陸
軍を廃止して72，「市民陸軍[a] citizen army」73を設立することであった74．一部の属国とは，
                                                   
70 当時は，「サドヴァ Sadowa」の戦い――普墺戦争――と「スダン Sédan」の戦い――普
仏戦争――とによって，プロイセンの陸軍の強さが示されていた（Cairnes 1871, 187-88; 
[1873] 2004, 234-36; cf. Chadwick [1867] 1887, 214; Leslie [1867] 1879, 128, 140-42）． 
71 Cairnes（[1873] 2004, 199-255）は，ケアンズ自身が 1873年に Cairnes（1871）を再
録したものである．再録するに当たってケアンズは，注釈（Cairnes [1873] 2004, v-vi）と
2つの脚注（Cairnes [1873] 2004, 208, 240）とを追加した． 


















べての男性――「健康で丈夫な男性住民の全員」（Mill to Edwin Chadwick, 1871/01/02, CW, 
XVII, 1792; cf. Mill to Edwin Chadwick, 1866/12/29, CW, XVI, 1224; Mill to Thomas 









の集団から成り立っていた」と述べている（CW, II, 15／訳(1), 52）． 
74 ただしミルは，どんな時代であっても市民陸軍が全面的に望ましいと考えていたわけで
はない．『原理』によれば，「現代 the modern […] world」（CW, III, 890／訳(5), 195）に
おいてとは異なり，「古代や中世 the ancient and mediæval world」（CW, III, 890／訳(5), 
195）においては戦争が頻繁に勃発していたという（CW, II, 352-53／訳(2), 304; CW, III, 










民の兵士たち citizen soldiersも専門家たち professionalsも，戦争が始まった後に，彼らの
実際の仕事を同様に学ばなければなりません」，と（圏点引用者，CW, XXIX, 413-14）． 
75 属国に関するミルの見解については，本稿第 2部を参照されたい． 




に異を唱えたが，Peter A. Taylor議員はミルの主張に同意した（CW, XXIX, 415; The Times, 
1871/03/11, p. 10; The Morning Post, 1871/03/11, p. 3）．また Varouxakis（2013a, 135-36; 
2013b, 169-70）によれば，ミルのこうした主張は，一方で，集会の参加者たちに衝撃を与
え，他方で，保守主義の新聞――『ペルメル・ガゼット』（1871/03/11）および『スタンダ
ード The Standard』（1871/03/13, p. 4）――を喜ばせたという．『ペルメル・ガゼット』
（1871/03/11）については，p. 7および p. 2を参照されたい． 
77 当時のスイスにおいては，19歳から 44歳までのすべての男性は毎年軍務に服すること
を要求されたが，兵役期間は平時にはとても短いものであったとされる（CW, XVII, 1805）．
そして Cairnes（1871, 192-94; [1873] 2004, 244-46）によれば，こうした短い兵役期間で
十分であることが，「議論の余地のない事実」と「専門的な権威」とによって示されている
という．あるいは Chadwick（1870a; 1870b）は，「スイスの兵卒 the Swiss rank and file」




さに反対していた（CW, XXIX, 413; cf. CW, XXIX, 414; Mill to Edwin Chadwick, 
1871/01/02, CW, XVII, 1792; Mill to Thomas Edward Cliffe Leslie, 1871/02/05, CW, XVII, 
1805-06; Mill to Auberon Edward William Molyneux Herbert, 1871/03/15, CW, XVII, 
1808; Leslie [1867] 1879, 135, 139-40, 142-47; Chadwick 1870a; 1870b; Cairnes 1871, 
173-74, 186-87, 192-94; [1873] 2004, 211-13, 233-34, 244-46）． 
ただし，「陸軍法案」のおおよそ 2箇月前のミルの書簡の中では，「歩兵隊 the infantry」
に関してのみではあるが，成人男性の軍事訓練の期間が，「陸軍法案」の中で提示された期
間と比べて，1年目についてはより長く，2年目以降についてはより短く，それぞれ提示さ
れていた．すなわち，「私は，それ以前の学校での教練 previous school drillがあれば，最
初の年における 6 箇月の訓練とその後のすべての年における数日の訓練とは，歩兵隊に十
二分であろうと信じております」と（Mill to Edwin Chadwick, 1871/01/02, CW, XVII, 







                                                                                                                                                     
器 all the new arms of precision」を使いこなすことができると述べている． 
スイスにおける兵役期間について具体的に見てみよう．Leslie（[1867] 1879, 144-45）に
よれば，平時の兵役期間は，圧倒的に長い 1年目でも，歩兵隊は 28日間，そして騎兵隊と
砲兵隊とは 42日間であり，2年目以降は年に 3日間程度であったという．他方で Cairnes
（1871, 189-90; [1873] 2004, 237-41）は，短期集中型の日程を提示している．すなわち，
定期的な大規模演習を別にして，平時には，歩兵隊，砲兵隊，騎兵隊といった配属に応じ
て，19歳のときに 4週間から 7週間，20歳のときに 4週間から 5週間，21歳から 27歳の
ときに年に 1週間から 2週間の訓練にそれぞれ従事する，と．ただし Leslieも Cairnesも
共に，各人の総兵役期間は 100日間から 170日間であると述べている．なお，Chadwick
（1870a; 1870b）は Cairnesに類似した兵役期間を提示している． 
78 『原理』の中でミルは，プロイセンにおける兵役義務が人口増加を抑制する役割を果た
していると述べている（CW, II, 346-48／訳(2), 294-97）． 
79 これに対して，Leslie（[1867] 1879, 144-45），Chadwick（1870a; 1870b），および Cairnes







る（CW, XXIX, 413），と（cf. Chadwick [1867] 1887, 204-09, 210-11; 1870a; 1870b; Leslie 




（[1867] 1879），Chadwick（1870a），および Cairnes（1871; [1873] 2004, 199-255）で
ある．ブリテンの陸軍制度改革に関してミルは，これら 3 つの論考に肯定的な立場を取っ
ていた．まず Leslie（[1867] 1879）は，アイルランドの経済学者クリフ・レズリ （ーThomas 




らされるべきであると思います」（Mill to Edwin Chadwick, 1868/01/09, CW, XVI, 1351）
と．さらにこの論文は，「陸軍法案」の直前にミルによって恐らく読み直されたと考えられ
る．なぜなら，1871年 2月――「陸軍法案」のおおよそ 1箇月前――の書簡においてミル
は，この論文を読み直すつもりであると記しているからである（Mill to Thomas Edward 
Cliffe Leslie, 1871/02/05, CW, XVII, 1805）．次に Chadwick（1870a）は，チャドウィッ
ク（Edwin Chadwick, 1800-90）が 1870年 12月 17日付の『エコーThe Echo』に投稿し
た論説であり，スイスの陸軍制度とプロイセンの陸軍制度とを比較して，ブリテンは前者
                                                   







のどんな悪い結果も伴わずに有能な予備軍 an efficient reserveという目的が達成されるで
あろうということにもまた，疑いはあり得ません」（Mill to Edwin Chadwick, 1866/12/29, 









私は，あなたが同じ仕事でこれからも活躍されることを願っております．（Mill to Edwin 
Chadwick, 1870/12/21, CW, XVII, 1788） 
 
最後に Cairnes（1871; [1873] 2004, 199-255）は，本項で既に述べたように，ミルがその
主張に全面的に賛成していたものであった．すなわち，「私自身はすべての点においてケア
ンズに賛成です」（Mill to Edwin Chadwick, 1871/01/15, CW, XVII, 1796）と． 
 第 1に，ブリテンの陸軍制度改革による軍事費の削減というミルの主張は，「所信表明」
におけるミルの主張とは矛盾しないと言える．一方で，本稿第 1部第 1編第 1章第 3節第 1
項で既に述べたように，1865 年 4 月 17 日付の「所信表明」においてミルは，ブリテンの
軍事費を削減するためのほとんど唯一の手段は選挙権の拡大であると考えていた（Mill to 








                                                   
81 Varouxakis（2013a, 135; 2013b, 165）によれば，ミルは，1860年代になって陸軍制度
改革の様々な提案にますます興味を持つようになり，「1860年代の後半までには…スイスの
市民軍の制度 the Swiss system of citizen militiaが最善の選択肢であると明らかに確信し
ていた」という．本稿は，Varouxakisによるこうした見解に基本的には与する．そしてそ
の上でより厳密に言えば，スイスの陸軍制度が最善の選択肢であるとミルが確信したのは，
Leslie（[1867] 1879）が刊行された 1867年 12月よりも後であったと考えられる． 
 48 
Edwin Chadwick, 1866/12/29, CW, XVI, 1225） 
 
2つ目は，ブリテンが市民陸軍を設立すべきであるというミルの考えは，1867年 2月には
既に公にされていたが（Varouxakis 2013b, 165-66, 169），この時点では市民陸軍の内実が










るかに遅れております．（Mill to Thomas Edward Cliffe Leslie, 1871/02/05, CW, XVII, 
1805-06; cf. Mill to James Anthony Froude, 1867/03/21, CW, XVI, 1258） 
 





壊的でないであろうところの条件――の中に置く」ことである，と（Cairnes 1871, 172; 
                                                   




armies of the mixed kind」――「徴兵 the Conscriptionによって召集された陸軍」――で
ある．これら 3つの分類の実例はそれぞれ，①ブリテンの陸軍，②プロイセンおよびスイ
スの陸軍，そして③フランス（cf. CW, XVIII, 307／訳 344）およびベルギーの陸軍であっ
た（Cairnes 1871, 172-77; [1873] 2004, 208-17）． 
 49 
[1873] 2004, 208）83．常設の陸軍の場合には，①「陸軍兵士の仕事は…社会の進歩と共に










公務員トレベリアン（Sir Charles Edward Trevelyan, 1807-86）も，「常備陸軍に反対する
財政上の主張は決定的である」と考えていた（Cairnes 1871, 180-81; [1873] 2004, 221-23; 
cf. Cairnes 1871, 184; [1873] 2004, 230）． 
第 3 に，ミルが提唱した短い軍事訓練期間とブリテンの軍事費の削減とにとって，学校
での長期にわたる軍事教練が不可欠であったと考えられる（Mill to Edwin Chadwick, 
1871/01/02, CW, XVII, 1792; CW, XXIX, 413）．Leslie（[1867] 1879, 142-45）と Cairnes
（1871, 189, 192-93; [1873] 2004, 237-38, 244）とによれば，成人男性の軍事訓練に必要な
期間がスイスの陸軍制度とプロイセンの陸軍制度との間で異なるのは，スイスの陸軍制度
                                                   
83 Cairnes（1871; [1873] 2004, 199-255）のもう 1つの目的は，市民陸軍の戦争抑止能力
――「戦争に陥りやすいという諸国民の気質との人民陸軍の関係」（Cairnes 1871, 197; 
[1873] 2004, 251-52）――を明らかにすることであった．市民陸軍の戦争抑止能力につい
ては，ミルの書簡の中で言及されているが（Mill to Edwin Chadwick, 1871/01/02, CW, 
XVII, 1792），「陸軍法案」――ブリテンの陸軍制度改革に関しては，この演説が「ミルの
見解の最も完全な説明」（Varouxakis 2013b, 169）であった――の中では触れられていない．
なお Varouxakisは，「ミルの生涯の最後の 10年間においてミルが常備軍 a standing army
に対して市民軍 a militiaを熱心に弁護したこと」（Varouxakis 2013a, 170）をほとんど完
全に無視してきたという点でこれまでのミル研究を批判して，主として市民陸軍の戦争抑
止能力に関するミルの見解を取り上げている（Varouxakis 2013a, 141; 2013b, 151-53, 
164-71, 182-83）． 
84 例えば 1860年におけるブリテン陸軍の脱走兵の数は，公式文書によれば 2万人から 3
万人にも上ったという（Cairnes 1871, 170-71; [1873] 2004, 206）． 
85 ②に関する歳出額は，ケアンズによれば，「常備陸軍の予算の非常に大きな項目」を成し
ていたといい（Cairnes 1871, 174; [1873] 2004, 212），ブリテンでは年に 33万 3,000ポン






（Chadwick 1870a; 1870b; Cairnes 1871, 189; [1873] 2004, 238）． 
 付言すれば，ブリテンの学校への軍事教練の導入を先駆的に提案したのは，チャドウィ
ックであった86．1866年 12月の時点で既にミルは，学校への軍事教練の導入が重要である
というチャドウィックの立場に明示的に同意していた（Mill to Edwin Chadwick, 
1866/12/29, CW, XVI 1224）．あるいは Leslie（[1867] 1879, 145-46）や Cairnes（1871, 
181-82, 183-84; [1873] 2004, 224-25, 227-30）も，学校での軍事教練の重要性に関するチ
ャドウィックの見解に賛成していた．そしてミルの書簡（Mill to Edwin Chadwick, 
1866/12/29, CW, XVI, 1224）からも窺えるように，チャドウィックが提案した軍事教練は，
「ほとんど費用が掛からない」（Leslie [1867] 1879, 146）ものであった（Chadwick [1867] 
1887, 203-04; 1870a; 1870b）．詳言すれば，チャドウィック自身は，ブリテンの「国税な
いし地方税からの補助を受けているすべての学校 all State-aided and rate-aided schools」
（Chadwick 1870a; 1870b; cf. Chadwick [1867] 1887, 202, 211）へ，「軍事教練 the military 
drill」と「海軍演習 naval exercises」とを導入することを主張した（cf. Chadwick [1867] 
1887, 201, 202, 205, 209-10）．そしてチャドウィックが概算した費用は，学校に通う 75万





性は大幅に増加する――に充てるのが最善であろうと述べている（Chadwick [1867] 1887, 
209-11）87． 
                                                   
86 1871年 2月のミルの書簡においては，チャドウィックが提案した学校での軍事教練はス
イスの陸軍制度の一部を成すということが述べられている（Mill to Thomas Edward Cliffe 
Leslie, 1871/02/05, CW, XVII, 1805-06）． 
87 チャドウィックによる提案は，それまでの経験を踏まえたものでもあった．チャドウィ
ックによれば，学校での軍事教練は，スイスにおいては 1848年に始められたといい，ブリ







設陸軍の必要性を認めていた．Leslie（[1867] 1879, 134, 142-46）は，大国や領土が遠く
離れている国――ブリテンはどちらにも該当する――では（自発的入隊に基づく）常設の
陸軍が一部で必要とされるために，ブリテンが小国スイスの陸軍制度を完全に模倣するこ
とはできないと考えていた．Cairnes（1871, 190-91; [1873] 2004, 241）は，「植民地本土
the colonies proper」は独力で自己防衛すると想定した上で，「インド」と「外国にある我
が国の駐屯地 our military stations abroad」89とにおける駐屯軍についてはスイスの陸軍
制度を範に取っていない．さらに Cairnes（1871, 197; [1873] 2004, 253）は，ブリテン国
内についても常設の陸軍を全廃することは考えていなかった．すなわち，自身が提唱する
陸軍制度が設立された国においては，「陸軍は今や，国民の微小な一部 infinitesimal fraction
にとってのみ専門職 professionとして存在する」，と（cf. Cairnes 1871, 192; [1873] 2004, 
243-44）90．そして本項で既に述べたように，ミルはブリテンの国内についても国外につい
ても，常設の陸軍の存在を認めていた（Mill to Edwin Chadwick, 1871/01/02, CW, XVII, 
1792; CW, XXIX, 413）． 
第 5に，Cairnes（1871; [1873] 2004）の明示的な記述からも推察されるように，「陸軍
法案」においてミルは，海軍制度を取り上げられていないと考えられる．すなわち，Cairnes
                                                                                                                                                     
English experienceという証拠に基づいて」，学校での軍事教練が「ニュージーランド州」，
「カナダ」，および「オランダ」へと広がってきたと述べている（Chadwick 1870a; 1870b; 
cf. Chadwick [1867] 1887, 201-03, 206）． 
88 Cairnes（1871, 189; [1873] 2004, 237）によれば，「スイスにおいては，どんな種類の常
設の陸軍 permanent armyも平時には維持されておらず，すべての軍隊 entire forceは予








できる，と（Cairnes 1871, 191-92; [1873] 2004, 241-44; cf. Cairnes 1871, 196; [1873] 2004, 
250-51）．なお，Cairnes（1871, 188; [1873] 2004, 236-37）によれば，ブリテンは，「国家
の構造 civil constitution」と「外交政策 foreign policy」とにおいて，プロイセンよりもス
イスと類似性を持つ――スイスは領土が狭いけれども――という． 
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（1871, 169; [1873] 2004, 202）は，「本稿の主題とは無関係なので，私は海軍の問題を考
慮しない」と述べている．ミル（CW, XXIX, 412-13）も Cairnes（1871, 177-78; [1873] 2004, 
217-19）も共に，ブリテンの自己防衛のためには海軍のみでは不十分であり陸軍が必要と
されるという認識の下で，陸軍制度に焦点を絞っている91． 




1976, 694-98, 701-705, 706／訳(3), 350-55, 360-67, 369-70）を否定的に，同章第 3節第 2
項――教育費論――における記述（Smith [1776] 1976, 786-88／訳(4), 56-59）を肯定的に，
それぞれ取り上げている（Leslie [1867] 1879, 136, 138-39, 140, 145-46; cf. Leslie [1867] 









性」から許容された（CW, III, 850, 916-17／訳(5), 118, 245-46; cf. CW, XXVIII, 224）．詳
細については，本稿第 1部第 2編第 2章第 1節を参照されたい． 
なお「陸軍法案」によれば，「船乗り a sailor」は，「陸軍兵士」とは異なり，常にその職
業に従事しているという．すなわち，「陸軍兵士は，彼らの職業への活動的な従事にすべて





業している（Smith [1776] 1976, 698／訳(3), 355-56）． 
そして周知のように，スミスは常備軍を擁護した．曰く，「しかしながら民兵は，どのよ
うなやり方で規律を教えられ訓練されたとしても，よく規律を教えられよく訓練された常
備軍より常に大きく劣っているに違いない」と（Smith [1776] 1976, 699-700／訳(3), 358; cf. 




がわかるであろう」，と（Smith [1776] 1976, 701／訳(3), 360-61; cf. Smith [1776] 1976, 704
／訳(3), 367）． 
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ており（Mill to Edwin Chadwick, 1868/01/09, CW, XVI, 1351），「陸軍法案」の直前にも
この論文を恐らく読み直したと考えられるからである（Mill to Thomas Edward Cliffe 





して位置付けられていた．換言すれば，「健康で丈夫な男性住民の全員」（Mill to Edwin 
Chadwick, 1871/01/02, CW, XVII, 1792）を潜在的な陸軍兵士として強制的に訓練して，平
時に常設されるブリテン陸軍の大部分を廃止するということは，ミルにとって，陸軍制度
改革に関する次のような主張を実現するための手段であった．すなわち，「能力[e]fficiency
は 1つのことですし，節約 economyは 1つのことです．…私たちは，両方を得ようと試み
















ちが彼らの武勇 valourを忘れることは決してないように思われる」（Smith [1776] 1976, 
705／訳(3), 368），と．他方で，「陸軍法案」においてミルは，こうした場合には常備陸軍
兵士の資質を評価していなかった（CW, XXIX, 413-14）． 
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第 2章 歳入――軍事的歳出の工面を巡って 
 
第 1節 ミルにおけるブリテン中央政府の財源 
第 1項 平時の財源――軍事費および国債費の調達 
 周知のように，『原理』においてミルは，スミス（Adam Smith, 1723-90）の著書『国富





おける「課税の 4つの基本原則」（CW, III, 805／訳(5), 25）が規定された．例えば①につ
いては，「人々が所有するものにではなく，使い得るものに比例して，彼らは課税されるべ
きである」（CW, III, 819／訳(5), 50）とされた（cf. 馬渡 1997a, 390-93）． 
 こうした 4 つの基本原則に基づく中央政府の財源について，当時のブリテンの場合を考
えてみよう94．まず本項では，平時について考察する． 
 『原理』においてミルは，平時の理想的な税制として，5つの税目から成る制度を考えて
いた．第 1に，1,000万ポンドまでの「家屋税 a house tax」――「一定の価値に満たない
家屋」と「専ら業務用として占有されている建物または建物の諸部分」とは免税される95―
―（CW, III, 825, 833-38, 867-68／訳(5), 66-67, 82-93, 148-50; cf. CW, XXIV, 864），第 2
に，次の 3つの部分から成る「地租 a land-tax」，すなわち，①現行のものと，②「所有地
の移転に対するすべての税」――「土地の譲渡への印紙税 stamp duties on the conveyance 
of land」――からの変更分のものと，③「自然的諸原因による地代の増加」――「所有者
たちの側における努力あるいは犠牲によることなしに」増加した地代部分――に対する新
設のもの（CW, III, 819-22, 826, 857-60, 868／訳(5), 55-62, 68-69, 130-35, 150; cf. CW, II, 
228-32／訳(2), 71-79），第 3に，「遺言による遺産 legacies」や「相続財産 inheritances」
                                                   
94 『原理』においてミルは，「完成の基準」が「完全に達成されることはあり得ない」け
れども，「あらゆる実践的議論における第 1の目的は，完成 perfectionとは何であるかを
知ることであるべきだ」と述べている（CW, III, 819／訳(5), 29）． 
95 『原理』の第 1版および第 2版においては，「専ら業務用として占有されている建物また
は建物の諸部分」が家屋税を免除されるべきであるという点は明示されていなかった（CW, 
III, 836／訳(5), 91-92）． 
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に対する，資産額について累進的な税（CW, III, 811-12, 822-24, 868, 876-77／訳(5), 36-37, 
62-65, 150, 168-69; cf. CW, II, 218-26／訳(2), 51-67; CW, III, 755／訳(4), 107），第 4に，
「民営の会社による最も自由な競争の下で徴収されるであろうもの」を大きく上回らない
ような「郵税 the postage tax」――「書簡の送達に対して」賦課される税――（CW, III, 
860-61／訳(5), 135-37; cf. CW, II, 132-33／訳(1), 254-55; CW, III, 938-39／訳(5), 291-92），
第 5に，「奢侈品 luxuries」への支出に対する非「差別税 discriminating duties」，換言す
れば，「商品が生産され得るあるいは市場へもたらされ得るあらゆる様式に対して公平に賦
課される」税のうちで，「生活必需品 the necessaries of life」ではないもの（cf. CW, III, 809
／訳(5), 32-34）への支出に対して賦課されるもの（CW, III, 847-56, 863, 868-70／訳(5), 
112-29, 141-42, 150-55）である． 
 これら 5 つのうちの第 5 の税目――奢侈品への支出に対する非差別税――について，ミ
ルは『原理』の中で，7つの「実際的原則」を提示した（CW, III, 870-71／訳(5), 155-58）．




ではなく「直接税 direct taxes」を採用すべきである97．③「真の奢侈品 real luxuries」―
                                                   
96 『原理』によれば，この種の奢侈品に対する税は，「それによって誰も損失を被ること
がない公共収入 public revenueの創造」であり，「奢侈禁止法 sumptuary lawの唯一の有
用な種類」として作用するという（CW, III, 869-70／訳(5), 152-55）．この点について，『原
理』（CW, III, 869-70／訳(5), 154-55）では，レイ（John Rae, 1796-1872）の著書『経済
学新原理 Statement of Some New Principles on the Subject of Political Economy』（1834
年）の記述（Rae 1834, 369-71）が引用されている．『原理』においてミルは，マルサス
（Thomas Robert Malthus, 1766-1834）の著書『人口論 An Essay on the Principle of 
Population』（第 1版 1798年，第 6版 1826年）と共に，レイの『経済学新原理』を高く
評価した．すなわち，「人口の主題については，マルサス氏の有名な論文がこの貴重な貢献
を為してきたのであるが，今我々が研究している点については，それほど有名ではないけ













III, 830-31／訳(5), 78）．④前記の 3つの実際的原則と一致する限りでは，課税の対象とな
る品目を少なくすべきである．⑤真の奢侈品の中では，「アルコール飲料 stimulants」に優
先的に課税すべきである99．⑥「他の考慮事項」が許す限りでは，課税の対象を「輸入品」
に限定すべきである（cf. CW, III, 853, 863, 867／訳(5), 124-25, 141-42, 147-48; CW, IV, 
249／訳 234-35）．⑦税率は，「通常の防止手段」では無効にされないほど強力な「脱税へ
の誘因」を与えない水準に保たれるべきである（cf. CW, III, 939／訳(5), 291）． 
 こうした 7 つの実際的原則に基づいてミルは，奢侈品への支出に対する非差別税につい
て，具体的には次のようなものを提唱ないし示唆した．第 1 に，ブリテンにおける現行の
「小さな査定税 the minor assessed taxesの大部分」――ただし，「乗馬と馬車とに対する
税 taxes on horses and carriages」に関しては，税率を所有数および価格について累進的な
ものにする――（CW, III, 825, 833, 838, 870／訳(5), 66-67, 82, 93, 155-56），第 2に，「茶」，
「コーヒー」，「砂糖」，「煙草」，「発酵飲料 fermented drinks」――「ワイン」，「ビール」，
「蒸留酒 spirits」――に対する「物品税および関税 the excise and custom duties」（CW, III, 
870-72／訳(5) 156-59）100，第 3に，「［輸入される――引用者］生糸に対する高率の関税 a 
high custom-duty on [imported] raw silk」（CW, III, 871, 872／訳(5), 157-58, 159），第 4
に，「より上質の綿糸あるいは亜麻糸 the finer qualities of cotton or linen yarn」に対する
物品税および関税（CW, III, 872／訳(5), 159）である． 
 関税について付言すれば，ミルが提唱したのは，基本的には，外国製品の輸入を阻止し
ない率の関税を賦課することであった．換言すれば，ミルは原則として，「保護関税 a 
                                                   
98 『原理』の他の箇所（CW, III, 810／訳(5), 35）におけるミルの言葉を用いれば，虚栄心
との関連が最も強く実質的享楽との関連が最も少ないような部類の奢侈品は「費用に依存
する空想的な威厳」を，真の奢侈品は「真の安楽 comfortや贅沢 indulgence」を，それぞ
れもたらすとされた（cf. CW, III, 755／訳(4), 106）． 
99 同様の主張は，ミルの著書『自由論』（第1版1859年，第4版1869年; CW, XVIII, 297-98
／訳 330-31）にも見られる． 
100 『原理』によれば，物品税とは，「商品に対する税 taxes on commodities」のうちで「国
内における生産に対して」賦課される税であり，関税とは，商品に対する税のうちで「国
内への輸入に対して」賦課される税であるという（CW, III, 838／訳(5), 93）．なお，本稿
第 1部第 1編第 1章第 3節第 1項で既に述べたように，茶，コーヒー，砂糖といった商品
に対する間接税を認めたという点で，ミルはブルースターの言う「急進党」とは見解を異
にした（cf. Mill to James Beal, 1865/04/17, CW, XVI, 1032; Brewster 1867a, 8; 1867b, 9）． 
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protecting duty」の賦課ではなく，「非保護関税[a] non-protecting duty」ないし「財政関











を埋め合わせるのに足りるほど高くない関税」であるとされた（CW, III, 853-56, 918／訳
(5), 124-29, 248; CW, IV, 248-51／訳 234-38; cf. CW, III, 847-50／訳(5), 112-18; CW, IV, 
231／訳 206-07）．なお，『原理』においてミルは，非保護関税を「財政関税」とも表現し







／訳(5), 125-26; CW, IV, 249／訳 235） 
 
                                                   
101 その理由は，関税を賦課された製品の輸入量が一般的に減少することであった（CW, 




the Equation of International Demandと呼んだものの撹乱と再調整とを引き起こす傾向
がある」（CW, III, 850／訳(5), 119），と．「国際的需要の方程式」については，『原理』（CW, 












国がそれ自身の税を支払う」（CW, III, 855／訳(5), 128; CW, IV, 250／訳 237）――ことに
なる．『試論集』および『原理』においては，「ある国がその商品に対して他の国々によっ
て賦課された財政関税によって損失者になることを免れ得る唯一の方法は、彼らの商品に
対して対応する財政関税 corresponding revenue dutiesを賦課することである」（CW, III, 
856／訳(5), 129; CW, IV, 251／訳 237）102とされた． 
 









『原理』の言葉を用いれば，「所得税 an income tax」とは，「支出 expenditure」ではな
                                                   
102 『試論集』においては，「財政関税 revenue duties」という 2つの言葉はいずれも「関
税 duties」であった．なお，The Making of the Modern World（Gale: Cengage Learning）
などを用いて確認した限りでは，CW, III, 856の 13-14行目の“corresponding revenues 
duties”（下線引用者）は誤植であり，正しくは“corresponding revenue duties”である（cf. 





あるという（CW, III, 825, 830／訳(5), 66-67, 77）． 
 『原理』の第 3版以降の諸版においてミルは，「所得税を正義に反しないものとするため






る105．第 1の条件は，ベンサム（Jeremy Bentham, 1748-1832）によって推奨されたもの
であり，言わば基礎控除の実施を意味する．また第 2の条件から明らかなように，『原理』
においてミルは，「比例税 a proportional tax」を支持し，「累進財産税 a graduated property 
tax; l’impôt progressif」――「所得額に連れて率が高くなる所得税」――に反対した（CW, 
III, 808-19, 830-31／訳(5), 32-55, 77-78）． 





最も欠点の少ないものであろう」（CW, III, 831／訳(5), 78）と． 
                                                   
103 『原理』によれば，現存する「支出に対する直接税 a direct tax on expenditure」は，
具体的には「家屋の居住者」に賦課される「家屋税」や「乗馬と馬車とに対する税」など
であり，より厳密に言えば「支出の特定の種類 particular kinds of expenditure」に対する
直接税であるという（CW, III, 825, 832-33／訳(5), 66-67, 81-82; cf. CW, III, 838, 870／訳
(5), 93, 155-56）． 
104 『原理』によれば，「貯蓄は一般的に言ってすべて投資される」（CW, III, 815／訳(5), 46）
という．あるいは『原理』には，「今日では守銭奴たちmisersは，自分たちの所有する財
産を退蔵しないで，それを生産的事業に投資している」という趣旨の記述（CW, III, 836／
訳(5), 88）も見られる（cf. CW, III, 879／訳(5), 173-74）．CW, V, 476, 493も参照された
い． 
105 『原理』の第 1版および第 2版においてミルは，形式的には 4つの条件を挙げていた．











所得を確かめることは不可能だということである」という（CW, III, 831-33, 867／訳(5), 
78-82, 148-49; cf. CW, III, 835-36, 868／訳(5), 88, 150; Mill to James Beal, 1865/04/17, 
CW, XVI, 1032）106．そして『原理』においてミルは，以下のように結論した． 
 












入の必要性がすべての反対理由108を覆すところの国家的大非常事態 great national 
emergencies のための臨時の財源として取っておかれるべきである――109に同意するよ
う仕向けるであろう．（CW, III, 832／訳(5), 81） 
 
                                                   
106 『原理』の第 1版および第 2版においては，「公衆道徳の現在の低い状態においては」
という記述は見られなかった． 
107 『原理』の第 1版および第 2版においては，「随伴させ得ない」ではなく「決して随伴
させ得ない」であった． 
108 『原理』の第 1版および第 2版においては，「すべての反対理由」ではなく「すべての
些細な反対理由」であった． 













 所得は，その年額にではなくその資本化された価値 capitalized valueに比例して，所得
税を賦課されるべきである．例えば，もし 100ポンドの永久年金 a perpetual annuityの
価値が 3,000ポンドであり，同じ額の終身年金 a life annuityはわずかその半分の購買年
数にしか値しないため 1,500ポンドでしか売れ得ないであろうとすれば，永久的所得 the 
perpetual incomeが支払う所得税の税率は，有期的所得 the terminable incomeが支払





 もしこの税が，何らかの国家的非常事態に対処するために，ただ 1 回だけ課されること
になっているとすれば，財政改革者たちのこの学派が主張する支払い原則は，とても適
切なものであろう．すべての支払人たちから等しい犠牲を要求するという原理に則って，
何らかのものを所有するすべての人…が，彼の財産の現在価値 the present valueに比例
した支払いを求められるであろう．（CW, III, 814／訳(5), 43） 
                                                   
110 『原理』の第 1版および第 2版においては，ここまでの記述は「所得税の実行可能な形
態のいずれとも不可分である不平等と不公正」であった（CW, III, 868／訳(5), 150, 151）． 
111 『原理』の他の箇所においてミルは，「課税の総額が非常に大きい場合には，その一部
は，非難の余地のある性質の税に頼らなければならないということが不可避である」（CW, 

























あるいはどこまで得策なことであるか」（CW, III, 873／訳(5), 161）という問題についての
議論である112．なお，『原理』の言葉を用いれば，長期国債とは，「次第次第にそして非常
に長い期間を掛けて償還されるか，あるいは全く償還されない公債」（CW, III, 873／訳(5), 
161）である． 
                                                   
112 『原理』によれば，この問題は，とりわけチャーマーズ（Thomas Chalmers, 1780-1847）
によって論じられてきた「議論紛々たる問題」であるという．そして『原理』においては，










だけである」とされた（CW, III, 873-74／訳(5), 162-64; cf. CW, II, 75-78／訳(1), 155-60）． 
そして『原理』においてミルは，利子率が上がる場合には，長期国債の発行が「その国
自身の労働階級の雇用あるいは賃金を侵害する」（CW, III, 874／訳(5), 163）と考えた．そ
の理由は，生産的用途から国債へと転用される資本は「流動資本 Circulating Capital」（CW, 
II, 91／訳(1), 183-84）の一部に限られるとミルが想定していたからであった．流動資本の
一部とは，流動資本のうちで「労働の直接的購入に支出される部分」である（CW, II, 337











時の大きな犠牲」との間の選択であると考えた（CW, III, 875／訳(5), 165-66）．無期限に
伸ばされた小さな犠牲とは，「負債 a debtの利子を支払うために，課税によって歳入をあげ
る過程に伴う不都合」である（CW, III, 748／訳(4), 94; cf. CW, II, 77／訳(1), 157-58; CW, 
                                                   
113 ここでミルは，資本のうちで「固定資本 Fixed Capital」と流動資本の一部とに言及し
ているが，流動資本の他の一部――「原料materialsから成り立つところの資本部分」――
には言及していないと考えられる（CW, II, 91-92／訳(1), 183-85）． 
 64 
III, 876, 879, 939／訳(5), 167-68, 173, 291-92）． 
『原理』によれば，利子率が上がらない場合は次の 2 つに限られるという．すなわち，
政府が国債を通して借りるものが，①「外国資本」――「世界の全般的蓄積の流出分 the 
overflowings」――である場合（cf. CW, III, 882-83／訳(5), 180），ないし②国債が発行さ
れなければ全く蓄積されなかったであろう資本，あるいは蓄積されたとしても浪費された
か対外投資に充てられたであろう資本である場合であった（CW, III, 874／訳(5), 162-63）．
大まかに言って，①の場合は経済的な後進国に，②の場合は経済的な先進国――したがっ
て当時のブリテン――に，それぞれ対応していた（CW, II, 78／訳(1), 158-59; cf. CW, III, 
747-48, 823, 876／訳(4), 91-94, (5), 64, 167; 本稿第 2部第 1編第 1章第 2節第 1項）．す
























                                                   
114 『原理』の第 5版において，この引用箇所には細かな改訂が施された． 
 65 
III, 748／訳(4), 92-93）．付言すれば，『原理』の第 2版以降の諸版においてミルは，「移民
emigration や植民」および「教育」などが，ブリテン中央政府の歳出額のおおよそ半分―
―2,000万ポンドから4,000万ポンド――のうちで削減できる部分によって賄われ得ること

























るとされた（CW, III, 875-76／訳(5), 166）． 
他方で，『原理』においてミルは，長期国債の発行によって国内の利子率が上がる場合に
は，長期国債の発行は「現在の文明状態において財政的諸方策の目録の中に依然として含





                                                   
115 『原理』の第 6版において，「移民や植民」が削除された．また第 1版および第 2版に
おいては，「教育」ではなく「普通教育 popular education」であった． 
116 『原理』の第 6版および第 7版における次のような記述も参照されたい．すなわち，「1





はない」（CW, III, 808／訳(5), 30），と． 
 66 
れた小さな犠牲」（CW, III, 875／訳(5), 166）と「一時の大きな犠牲」（CW, III, 875／訳(5), 
166）とを共に要求するものであるが，後者は，一時の大きな犠牲のみを要求するものであ







産的支出」（CW, II, 75／訳(1), 155）のために，あるいは「戦争やあらゆる困難な期間の経
費」（CW, III, 873／訳(5), 161）を賄うために，国債が発行される場合である117． 





















ブリテン国内の利子率は平時と比べて非常に高くなった（cf. 本稿第 1部第 1編第 1章第 2
節第 1項）119――は，実践上の妥協策として正当化され得た，と． 








118 『原理』においてミルは，対仏戦争を「破壊的な戦争 the destructive wars」（CW, II, 342
／訳(2), 287）と表現している． 
119 『原理』においてミルは，「公債がフランス戦争 the French war中に非常に著しい程度
において利子率を高めた」（CW, III, 874／訳(5), 163）と述べている．なお，『原理』の第 1
版から第 3版においては，「フランス戦争」ではなく，「先の戦争 the late war」（第 1版お
よび第 2版）あるいは「先年の戦争 the last war」（第 3版）であった．これらの改訂につ
いては後述する． 
対仏戦争時とその後の具体的な利子率について，Blake（1823, 64-65）は次のように述
べている．すなわち，「フランス革命戦争 the French revolutionary war中は，市場利子率
は 7，8，9%に，そして 10%にさえ上昇した…．戦争の終結以来，貨幣の利子は再び下落し，
イングランド銀行 the Bankは 4%で割引している」，と．そして Blake（1823）を批判し
た書評「戦費War Expenditure」（1824年）においてミルは，利子率に関する Blakeのこ
うした認識には同意した．曰く，「ブレイク氏は，利子率が普通は戦時には高く平時には低
かったと主張する．…利子率に関する限りでは，我々は事実を認める」（CW, IV, 18），と． 
 67 




の責任を負うべきである」（第 4版以降の諸版）へと（CW, III, 874／訳(5), 164）．「先に記
したすべての害悪」とは，国債の利子負担と労働階級の雇用・賃金の侵害とである．ある
いは，急激な技術進歩はこうした国債発行を「少しも擁護できるものにはしなかった」（第
1版から第 3版）から，「原理に反したままにした」（第 4版以降の諸版）へと（CW, III, 875
















しには不可能であるということであった．（CW, III, 875／訳(5), 165, 167） 
 






ようになった（cf. CW, III, 806, 876, 939／訳(5), 26-27, 167, 291-92）．そしてこうした明






う（CW, III, 875／訳(5), 165, 167）． 
 『原理』の第 4版（1857年）――クリミア戦争（1853-56年）の後で最初に刊行された
版――におけるこうした一連の改訂は，クリミア戦争の経験を踏まえたものであったと考
えられる．第 1 に，このように考えると，改訂の時期を最も自然に説明できる．第 2 に，
本稿第 1部第 1編第 1章第 2節第 1項で既に述べたように，ミルはクリミア戦争時に多額
のブリテン国債の発行という現実に直面していた（CW, XXVIII, 70）．第 3に，第 4版にお
いてミルは，国債発行論――第 5 篇第 7 章第 1 節――の中でも，明らかにクリミア戦争を
踏まえた別の改訂を施している．例えば，1793 年から 1815 年までの対仏戦争を指す表現
が，「先年の戦争 the last war」（第 1版から第 3版）から「先年の大戦 the last great war」
（第 4版以降の諸版）へと，あるいは「先の戦争 the late war」（第 1版および第 2版）な
いし「先年の戦争」（第 3版）から「フランス戦争 the French war」（第 4版以降の諸版）
へと，それぞれ変更された（CW, III, 874／訳(5), 163-64; cf. CW, II, 76／訳(1), 155）．な
ぜなら，第 4版以降の諸版が出版された時点では，「先年の戦争」といった表現が，対仏戦
争ではなくクリミア戦争を意味したからであろう120． 
                                                   
120 『原理』の第 4版における改訂について付言すれば，ミルは第 4篇――「経済学の動力
学 the Dynamics of political economy」（CW, III, 705／訳(4), 10）――の中で，文明化し
た国同士の戦争が現在ではほとんど消滅したという記述に制限を加えた．すなわち，「戦争
とそれが引き起こす破壊とは，今日では，ほとんどすべての国において，その国が未開人





（圏点引用者，CW, III, 707／訳(4), 13; cf. CW, II, 352-53／訳(2), 304; CW, III, 737, 754, 

















超える著書の中の脚注の 1 つにおいて，「1866 年にミルは，ブリテンに埋蔵されている石
炭を使い果たす前に国債を完済することを提案した」と述べている（Hollander 1985, 451; 







                                                                                                                                                     
という． 




―（Dome 2004, 11, 195, 208; cf. Mitchell 1988, 601-02, 831-32／訳 601-02, 831-32; 馬渡 
1997a, 388-89, 399），国債の利子は滞りなく支払われ得たこと（Dome 2004, 12），それ
ゆえ「リカードウ［David Ricardo, 1772-1823――引用者］と比べて，ミルは公債の完済を
急を要するものだとは考えていなかった」こと（Dome 2004, 193-95; cf. 205-08）を提示し
た．そして Domeによれば，「ミルが明確に推奨した唯一の措置は，相続税 inheritance 






















 次に第 2 項では，ブリテンの安価な石炭の早期の枯渇とブリテンの現在世代が負う国債
償還の義務とを主張したミルが，ブリテン国債の償還のために，1トンに就き 6ペンスの石
炭税を重視するようになったことが示される．ミルによれば，石炭税の賦課によって，ブ
                                                   
122 ミルにおいては，経済的な政策が功利主義に基づいて提唱されていた（cf. 馬渡 1997a, 
iii-ix; 1998, 23; 2001, 44, 46）．そしてミルの功利主義は，人類（より厳密に言えば人類を
含む動物一般）の長期的な利益――「進歩する存在としての人間の恒久的な利害 permanent 





















て位置付けられていたが（cf. 本節，第 2項），『原理』においてミルは，「自由放任 laisser-faire
が一般原則 general ruleである」（CW, III, 944／訳(5), 302）として，基本的には自由主義
経済を主張していた．この点に対して本節は，ブリテンの現在世代による石炭の消費や国
債の償還は将来世代の利害にも影響を及ぼす事柄であるために，ミルが支持した石炭税の
賦課は，『原理』で論じられた「自由放任に対する数多くの例外 exceptions」（CW, III, 947




ジェヴォンズ（William Stanley Jevons, 1835-82）による「石炭の時代」（Jevons 1865, 
viii）という表現に象徴されるように，あるいはティンダル（John Tyndall, 1820-93）が石







第 1項 ブリテン国債の償還に関するミルの見解 
 72 
『原理』においてミルは，当時のブリテン国債の利払いにはブリテン中央政府123の歳出
のおおよそ 5 割が充てられていたと述べている124．『原理』によれば，19 世紀の第 3 四半
世紀におけるブリテン中央政府の歳入は，年におおよそ 5,000 万ポンドから 7,000 万ポン
ドであったという（CW, III, 865／訳(5), 145; cf. 本稿第 1部第 1編第 1章第 2節第 1項）．
また同様に『原理』によれば，ブリテン中央政府の歳出は，官庁の維持――民政費――，
軍隊の維持――軍事費――125，および国債の利払いの 3 つの用途に充てられていたという
（CW, III, 865／訳(5), 145）．そして『原理』の中でミルは，第 3の用途である国債の利払
いについて次のように述べている．すなわち，おおよそ「5,000 万ポンド」（第 1 版から第
3版），「6,000万ポンド」（第 4版），ないし「7,000万ポンド」（第 5版から第 7版）のうち
の「3,000万ポンド近くは，自らの財産126が国家によって借りられて使われてきた人々に対
し，最も拘束力のある契約の下に抵当に入れられている」127，と（CW, III, 865／訳(5), 145; 
cf. CW, II, 9／訳(1), 42; CW, III, 878／訳(5), 172）128． 
                                                   
123 本項は中央政府の財政に焦点を絞るが，ミルは財政に関しても「中央政府 central 
government」と「地方当局 local authority」とを区別していた（CW, III, 862-63／訳(5), 
139-42; cf. CW, III, 803, 940-41／訳(5), 22, 294-96; CW, XVIII, 306-10／訳 342-48; CW, 
XIX, 534-45／訳 350-73）．詳細については，本稿第 1部第 1編第 1章第 1節第 2項およ
び小沢（2014b, 10）を参照されたい． 




125 19世紀のブリテンの軍事費に関するミルの見解については，本稿第 1部第 1編第 1章
を参照されたい． 
126 『原理』の第 1版および第 2版においては，「財産」ではなく「資本」であった． 
127 ミルは，対仏戦争時（1793-1815年）のブリテンの軍事費の増加とそれに伴う国債の発
行（CW, I, 101／訳 91; CW, II, 76-77／訳(1), 160; CW, IV, 13, 14, 20; cf. Blake 1823, 5; 
CW, IV, 5），ならびにクリミア戦争時（1853-56年）のブリテンの軍事費の増加とそれに伴
う国債の発行（CW, XXVIII, 70）を認識していた（cf. 本稿第 1部第 1編第 1章第 2節第 1
項）．またブルースター（Sir David Brewster, 1781-1868）も，ブリテンが諸々の戦争に
よって「他の国がこれまでに負ったことのないような莫大な国債」（Brewster 1867a, 9; 
1867b, 10）を発行してきたことに言及している． 
128 『原理』においてミルは，ブリテン国債の「通常の利子率」が当時は「3%よりもやや
高い」ものであったと述べている（CW, III, 739／訳(4), 74）．またリーズの「店主
Storekeeper」Charles Hayesは，ミル宛の書簡（1868年 2月 12日付）において，ブリテ
ン国債の利子率を「3%」と想定しており，ブリテン国債の残高を「780,000,000」ポンドと
記している（Hayes 1868）．なお，統計（Mitchell 1988, 601-02／訳 601-02）によれば，








富という点で必ず「国家的な損失 national loss」を伴うということであった（CW, III, 876
／訳(5), 167-68; cf. CW, II, 77／訳(1), 157-58; CW, III, 748, 806, 870, 871, 879, 939／訳




うになるだろうということである」（CW, III, 878／訳(5), 172）と． 
『原理』においてミルは，国債償還の主な方法として，「剰余歳入 surplus revenue」に
よる漸進的な償還を主張した（CW, III, 876-78／訳(5), 168-72; cf. CW, II, 78／訳(1), 158; 
CW, III, 879／訳(5), 174）．しかしミルは，剰余歳入によって常に国債を償還すべきである
とは考えなかった．そして当時のブリテンについて，『原理』のすべての諸版の中でミルは，
                                                   
129 『原理』の中でミルが主として取り上げたのは，「永続的性質を持った国債 national debt 
of a permanent character」，あるいは「次第次第にそして非常に長い期間を掛けて償還さ
れるか，あるいは全く償還されない公債 loans」であった．これらは，「遅くとも 1年ある
いは 2年のうちに現行の税の収入の中から償還されることになっている大蔵省証券
exchequer bills」とは区別されていた（CW, III, 873／訳(5), 161; cf. 本稿第 1部第 1編第
2章第 1節第 2項の 2および 3）．本節は以下，『原理』において主として取り上げられた
長期・永久国債を，単に国債と表記する． 
130 『原理』におけるミルの認識に則れば，当時のブリテン――経済的な先進国――の国債




である」と（CW, III, 876／訳(5), 167; cf. CW, II, 8-9／訳(1), 41-42）． 
131 ミルは，公債に関する債務不履行には強く反対していた．すなわち，「この債務［＝公
債――引用者］の取り消しは，…政府または納税者の利益のために，社会の一部の成員か
ら富を不当に取り去ることであろう」と（CW, II, 9／訳(1), 42; cf. Dome 2004, 193-94）．
しかしながら，アメリカの一部の州においてはこのような債務不履行が当時実在しており
（CW, III, 813, 865／訳(5), 39, 145），当時のブリテンにおいても国債の債務不履行の提
案は無視できないほどの支持を得ていた（CW, III, 812／訳(5), 37）． 







surplus of an apparently permanent characterを政府が有するときには，この選択された
税を廃止することが良い政策であると考えられる」と（CW, III, 878-79／訳(5), 172-73）134．
ただし「麦芽税 The Malt Duty」（1866年 4月 17日）と題する議会演説の中でミルは，ブ
リテンにおいては，ほとんどの悪税――「存在するのに全く適さない税」――が廃止され
たこと135，また残りの悪税も多額の歳入をもたらしていないため比較的容易に廃止できる









る石炭を使い果たす前に国債を完済するという義務を主張した演説」（CW, I, 277／訳 248; 
cf. Hollander 1985, 451）であるという． 
                                                   
133 「常設の制度の一部を成すのに適さない」税とは，ミルにおける「課税の 4つの基本原
則」（CW, III, 805-08／訳(5), 25-32; cf. Smith [1776] 1976, 825-27／訳(4), 133-36）に反す
る税であると考えられる（cf. 本稿第 1部第 1編第 2章第 1節第 1項）． 
134 当時の大蔵大臣グラッドストン（William Ewart Gladstone, 1809-98）も，1866年 3
月 16日付のジェヴォンズ宛の書簡の中で，ブリテンにおいて当座は「減税」が「財政の主
要な要素および目標」であることを述べている．グラッドストンは，後述するがミルと同
様に，ジェヴォンズの著書『石炭問題 The Coal Question: An Inquiry concerning the 
Progress of the Nation, and the Probable Exhaustion of Our Coal-mines』（第 1版 1865
年，第 2版 1866年，第 3版 1906年）を肯定的に捉えていた．なお，グラッドストンは上
記の書簡の末尾に，自分の書簡が公表されても構わない旨を記している（Gladstone to 
Jevons, 1866/3/16, Black 1977, 88; cf. Morley 1903, vol. 2, 57-58）． 
135 ブリテンの税制改革の中でミルがここでとりわけ考慮していたものは，グラッドストン
による 1850年代から 1860年代前半に掛けての物品税および関税の改革であったと考えら
れる（cf. CW, I, 103／訳 91-92; CW, I, 102; 山下訳註 2003, 155, 180; CW, XIX, 565／訳
414; 土生 1971, 74-90）．こうした物品税および関税の改革の詳細については，本稿第 1部









／訳 246; cf. CW, I, 289／訳 268）．さらに『自伝』においてミルは，「麦芽税」は「私の議
会内での地位をさらに高めることになった」（CW, I, 277／訳 248）と述べている．そして
『急進党』においてブルースターも，ミルの「麦芽税」がブルースターの言う「急進党の
主要な基本原則」（Brewster 1867a, 4; 1867b, 5）には反することを認めつつも（cf. 本稿第
1部第 1編第 1章第 3節第 1項），「麦芽税」を肯定的に捉えている．すなわち，「国債に関
係する問題に関する彼の演説［＝「麦芽税」――引用者］もまた，偉大な思想家［＝ミル
――同］が国家的に極めて重要な諸問題をどのようにして党利という段階の上に引き上げ
得るかを明らかにした」（Brewster 1867a, 15; 1867b, 15）と． 
 「麦芽税」の中でミルは，「将来世代は私たち自身よりも国債を完済する能力が大きいで








で十分でした」という（CW, XXVIII, 70; cf. 本稿第 1部第 1編第 1章第 2節第 1項）．な
お，将来における国債発行の必要性は，『原理』のすべての諸版でも指摘されていた．曰く，
「将来は，手当てをなすべきそれ自身の需要を持つであろう」（CW, III, 875-76／訳(5), 
                                                   
136 トゥック（Thomas Tooke, 1774-1858）とニューマーチ（William Newmarch, 1820-82）
の共著『物価史』の第 5巻（1857年）によれば，ブリテンにとってクリミア戦争――「対
ロシア戦争 the War with Russia」――は，「1854年 3月に始まり，1856年 2月に終わっ
た」，すなわちおおよそ 2年間に及んだという（Tooke and Newmarch 1857, 225／訳 216）． 
 76 
166）と． 



























らずある」，と（圏点引用者，CW, II, 149／訳(1), 280-81）．また当時のブリテンの人口
に関する統計については，Mitchell（1988, 9-10, 12／訳 9-10, 12）を参照されたい．例え










然的利点 natural advantages」――「優れた生産性をもたらす諸原因」の 1つ――の一例
である，と（CW, II, 101-02／訳(1), 200-03）． 
 77 









りでしょうか？」と（CW, XXVIII, 71）139． 
上述の第 2の理由に関してミルは，「麦芽税」の中で，前年に刊行されたジェヴォンズの




できなくなるくらいまで上昇するであろう，と（CW, XXVIII, 70-71; cf. Jevons 1865, 
viii-xvii）142．なお『石炭問題』は，「麦芽税」の数週間後にしたためられたミルの書簡に
おいても高く評価されていた．すなわち，「『石炭問題』に関するジェヴォンズ氏の研究の
価値が過分に見積もられることはほとんどあり得ません」と（Mill to the trustees of Owens 
College, 1866/5/4, CW, XXXII, 164-65; cf. Black 1977, 119-20）． 
                                                   




ところの――の負担を軽減することであると考えております」（Gladstone to Jevons, 
1866/3/16, Black 1977, 87-88）と述べている． 
140 Buxton（1888, vol. 2, 24）によれば，ブリテンの石炭の枯渇という問題に関して，悲観
的な陣営の「主要な権威」はジェヴォンズであり，楽観的な陣営のそれは地質学者ハル
（Edward Hull, 1829-1917）であったという． 
141 ミルにおける「世代」という言葉の使用例については，本稿第 1部第 2編第 2章第 3節
第 1項（cf. 小沢 2014a, 67-68）も参照されたい． 
142 ここに見られるように，『石炭問題』において焦点とされたのは，「石炭の完全な枯渇
absolute exhaustion」（Gladstone to Jevons, 1866/3/16, Black 1977, 87）ではなく「経済

























 しかしもし私たちが，それが何であれ 500万ポンドないし 600万ポンドの歳入をもたら
す税を，その額をある他のやり方で費やして満足するためだけに廃止するつもりならば，
それは，私にはそう見えるように，罪となる職務怠慢 criminal dereliction of dutyでし
ょう．（そうだそうだ．）私たちが，我が国の財源を増やすことか我が国の歳出の削減144か
                                                   














考えていたのであろうか？ Dome（2004, 194-95, 207）も指摘するように，『原理』にお
いてミルは，とりわけ「相続税 succession duties」145――資本に対する税――による国債
の償還を一般的に推奨した（CW, III, 879／訳(5), 173; cf. CW, II, 65-66／訳(1), 136-37; 
CW, III, 822-24, 878／訳(5), 62-65, 171-72）146．あるいは「麦芽税」の上述の引用箇所に
見られるように，ブリテン中央政府の歳入の増加などによってもし可能になったとすれば，
ミルは麦芽税――より一般的に言えば「今日関税および物品税の収入のほとんど全部を上














らくはそれだけで十分であろう」（第 7版）と述べている（CW, III, 865-66／訳(5), 145-46）．
なお，19世紀ブリテンの軍事費の削減に関するミルの見解については，小沢（2014b, 13-32）
を参照されたい． 
145 『原理』の第 1版から第 3版においては，「相続税」ではなく「遺言による遺産 legacies
や相続財産 inheritancesに対する税」であった． 
146 「相続財産」に関するブリテンの現状は，ミルの理想から大きく離れていた．詳細につ













達することはあり得ません．（Mill to Charles Hayes, 1868/2/15, CW, XVI, 1361-62） 
 
ミルのこの書簡は，ミル宛の Charles Hayesの書簡（1868年 2月 12日付）への返信であ




ブリテン産の石炭に対して賦課される，1 トンに就き 6 ペンスのものであった．Hayes の
言葉を用いれば，「連合王国において地表へともたらされるすべての石炭に対する 1トンに




リテンにおいて，石炭の年間生産量は 1億 740万トンであり（Mitchell 1988, 248／訳 248），
鉄鋼業での石炭の年間消費量は 2,650万トンであった（Mitchell 1988, 258／訳 258）．した
がって，ミルが指摘する税の消費抑制効果を考慮して，鉄鋼業での石炭の消費量が石炭税
                                                   
147 『原理』の言葉を用いれば，この石炭税は，「商品に対する税」（CW, III, 838／訳(5), 93）
のうちで，「従価税 ad valorem duty」（CW, III, 839／訳(5), 95）ではなく，「商品の一定









っている」（CW, III, 850／訳(5), 119）と．あるいは，「ある商品に対する税の賦課はほと
んど常に多少とも需要を減少させるのであって，需要を増加させることは全くまたはほと
んどあり得ない」（CW, III, 854／訳(5), 125; CW, IV, 249／訳 235）と（cf. CW, III, 840, 864, 
870, 871, 927-28／訳(5), 97, 143, 155, 157, 267; CW, XVIII, 297-98／訳 330-31）． 














                                                   
148 『原理』において「アルコール飲料」は，「消費が一般的である奢侈品 luxuries of general 





は区別されていた（CW, III, 870-71／訳(5), 155-57; cf. CW, III, 868-69／訳(5), 152-55; 小








XVIII, 298／訳 331; cf. CW, III, 871／訳(5), 157; Mill to James Beal, 1865/4/17, CW, 
XVI, 1032-33）149 
 
 第 4 に，イングランド，フランスおよびベルギーの製鉄業を視察したプリムソルは，そ














 第 5 に，実際の税制に目を転ずると，ブリテンにおいては，ミルの時代までにいくつか
                                                   
149 この文脈でミルは，アルコール飲料に対する課税を初めとする大多数の「実践的問題
practical questions」については，「多くの区別が必要とされる」と述べている（CW, XVIII, 
297-98／訳 330）． 
150 Plimsoll（1868d）によれば，フランスの「サンテチエンヌ（ロワール）St. Etienne 
(Loire)」などにおいては，コークスに加えて「石墨 graphite」なども石炭から生産されて
おり，コークスを除いても石炭 1トンに就き 2シリング 1ペニーに相当する額の利潤が得
られていたという． 
 83 
の石炭税が存在していたが，上述の Hayes 宛の書簡がしたためられた 1868 年の時点では
石炭に対する国税は存在しなかった．ブリテンの国税について言えば，「石炭の輸出に対す
る時折禁止的であるほどに高率な税」と「イングランドのある地方から他の地方へと運ば
れる海上輸送の石炭 sea-borne coal に対する税」とが存在した．そして前者は紆余曲折を
経て 1850年に全廃され，後者は 1824年の減税を経て 1831年に廃止された（Buxton 1888, 





第 3項 ミルにおける石炭税構想の整合性 
しかしながら，前項で見てきたミルによる石炭税の支持は，『原理』におけるミルの主張












の平等 equality of sacrifice」（CW, III, 807／訳(5), 28）152をできる限り実現するために，
                                                   
151 ブリテンの地方税について付言すれば，『原理』の中でミルは，「ロンドン市の石炭税
coal duty of the City of London」（CW, III, 863／訳(5), 141）に言及している． 






そして「正義 justice」（CW, III, 830／訳(5), 77）に反しないために，「生命と健康と肉体的
苦痛からの解放とのために必要とされる所得額」（CW, III, 809-10／訳(5), 34）に課税して












である．後者の場合には，必需品に対する税は…利潤に対する特別な税 peculiar tax on 
profits に相当するが，こうした特別な税は，これ以外のすべての部分的な課税と同じよ
うに不当なこと unjustであり，また国富 national wealthの増加にとって特に有害なこ
とである．（CW, III, 841／訳(5), 99） 
 
 間接課税 indirect taxationの諸形態の中には，きっぱりと排斥されなければならないも






害でもあるところの利潤に対する特別な税として作用する．（CW, III, 868／訳(5), 
                                                                                                                                                     
他の基準と同じように，完全には実現され得ない．けれども，あらゆる実践的議論
practical discussionにおける最初の目的 first objectは，完成とは何かを知ることであるべ









るいは Pool（1993）によれば，19世紀のとりわけ 11月から 1月に掛けては，「ロンドンの
普通の日の朝 8 時頃には，何千もの石炭の火から立ち上る煙で空が真っ黒になったと言わ
れるが，これは恐らく朝起きて食堂 dining roomsや寝室 bedroomsを暖めたり，朝食を作
ったりするために使われた火であろう」（Pool 1993, 30／訳 38）という．また Poolは，「ガ
ス」154や「19世紀に燃料や暖房のために使われたほとんどすべての他の製品」は「石炭か










                                                   
153 これら 2つの引用箇所に加えて，『原理』の他の箇所（CW, III, 826-28, 829-30, 863, 867, 
870, 883, 918／訳(5), 69-73, 76-77, 141-42, 147-48, 156, 180-81, 248）も参照されたい． 
154 Pool（1993, 200）によれば，「19世紀のイングランド，特にロンドンから誰もが連想す
るのはガス灯 gas lightである」という．ガスに関するミルの議論については，例えば『原





えられる．なぜなら，「所得税 income tax」だけを見れば，年収 50ポンドから 100ポン




低品質だが安価であったと考えられる（cf. Jevons 1865, 64）．例えば 1860年のニューカッ
スル・アポン・タインにおいては，家庭用の石炭は 1 トン当たり 9 シリング，製造業用の








 労働者階級 working classesに関する限りでは，この石炭税 this coal taxによる彼らへの
圧力は述べるに値しないでしょう．私は個人的な知識から，次のことを確信しておりま
す．労働者と家族 working man and familyが使用する石炭の量は，1年に就き 4トンを
超えません．そしてこの量に対する税は 2 シリングでしょうし，これは 1週に就き 2分




1週間に 0.5ハンドレッドウェイトの石炭を消費していたという（Burnett 1989, 55; 角山・
河北編 [1982] 2001, 91-92）．季節によって石炭の消費量は異なるであろうために厳密では
ないが，単純に計算すれば，こうした家族は 1年に就きおおよそ 1.3トン（26ハンドレッ
                                                                                                                                                     
cf. CW, III, 808-09, 829-30, 837, 870-71, 872／訳(5), 32-34, 76-77, 90, 155-57, 158-59; 馬
渡 1997a, 389-90, 393-94）． 
156 やや時代をさかのぼるが，家庭用の石炭1ハンドレッドウェイト当たりのマンチェスタ
ーにおける小売価格は，1836年と 1841年とにそれぞれ 7ペンスであったとされる（Neild 






した家族が支払う石炭税の額は，1 週に就き 0.15 ペンスであったと考えられる．さらに言
えば，この額は週給の 0.1%に満たなかったであろう．第 2に，統計によれば，一方で，1869
年のブリテンにおいて，家庭での石炭の年間消費量は 1,950 万トン――総消費量 9,640 万
トンのうちのおおよそ 2割――であり（Mitchell 1988, 258／訳 258），年央推計人口は 3,097
万 8,000人であったという（Mitchell 1988, 12／訳 12）．したがって同年のブリテンにおい
ては，国民 1人当たりの家庭用石炭の消費量は，1年に就きおおよそ 0.6トンであったと言
える．この場合，夫婦と子ども 3 人という上記の家族を想定すれば，この家族において，
家庭用石炭の消費量は 1年に就きおおよそ 3 トンになり，石炭税の額は 1週に就きおおよ
そ 0.35 ペンスになる．他方で家庭から製鉄業者に目を転ずると，同様に 1869 年のブリテ
ンにおいて，鉄鋼業での石炭の年間消費量は 2,650万トン――総消費量のうちのおおよそ 3
割――であった（Mitchell 1988, 258／訳 258）．製鉄業者の数が不明であるために製鉄業者
1人当たりの業務用石炭の消費量を計算することはできないが，2,650万トンという年間消
費量は，上記の家庭での年間消費量（1,950万トン）のおおよそ 1.4倍であった158． 
次に②について言えば，第 1に，『原理』の第 6版においてミルは，低い税率を理由の 1
つとして，穀物――生活必需品の 1 つ――に対する当時の輸入関税を認めていた．すなわ
ち，「普通の食糧品（人間用であると家畜用であるとを問わない）に対するすべての税」は
「良い課税制度の一部となるのに本質的に相応しくない」ものである（CW, III, 871／訳(5), 
                                                   
157 付言すれば，19世紀のブリテンにおいては，1家族当たり 1日に就き 1トンというのは























負担と感じられていないところの，1クオーターに就き 1シリングの穀物関税 shilling per 
quarter duty on cornを除く」（CW, III, 871／訳(5), 159-60），と（cf. CW, III, 918／訳(5), 
248）159． 
ところで統計によれば，ブリテンにおける小麦 1クオーター当たりの平均価格は，『原理』
の第 6版が刊行される前年の 1864年には 40シリング 2ペンス，1862年――第 5版が刊行
された年――から 1864年に掛けての 3年間の平均でおおよそ 46シリング 9ペンスであっ
たという（Mitchell 1988, 756／訳 756）．それゆえ，上記の「穀物関税」の税率――1クオ
ーターに就き 1シリング――は，価格に換算すると 2%台であったと言える．他方で，家庭
用の 1 等級石炭 1 トン当たりのロンドン160における平均価格は，ミルが石炭税を支持する
前年の 1867年には 20シリング，1858年から 1867年に掛けての 10年間の平均で 19シリ










の「輸入穀物登録税」が廃止された（土生 1971, 90; cf. 102-03）．それゆえ第 7版における







と（CW, III, 882-83／訳(5), 180-81; cf. CW, III, 746／訳(4), 89-90）． 
160 ミルは，ブリテンではロンドンに居を構えていた（cf. CW, I, 249-51／訳 218）． 
161 ロンドンにおいて石炭は，炭鉱に比較的近い都市に比して輸送費などの分だけ高価であ
った（cf. Jevons 1865, 60）． 
162 例えば『原理』の第 2版における加筆（CW, III, 800, 913／訳(5), 14-15, 238）も参照
されたい（cf. Senior [1848] 1987, 67-68; Schwartz 1972, 115-18）． 
 89 
ただし書きの削除は，現実の変化を反映したものであろう． 
 第 2に，『原理』においてミルは，低い税率を理由の 1つとして，ブリテンに実在した「郵









全体でただ 1 つの事業体とただ 1 組の施設があるだけであることから生じる経費節約の
公正な結果である．…したがって郵便局は，今日，我が国がそこから歳入を挙げている
諸源泉のうちで最善のものの 1つである．（CW, III, 860／訳(5), 136; cf. CW, II, 132-33











る――を阻害するのである．（CW, III, 860-61／訳(5), 136-37） 
 
第 3に，『原理』の第 1版および第 2版においてミルは，低い税率を理由の 1つとして，
ブリテンに実在した「広告税 tax on advertisements」（CW, III, 861／訳(5), 137）の当座
                                                   













事柄にはなっていない165．（CW, III, 861／訳(5), 137, 138） 
 
第 4 に，『原理』においてミルは，「初等教育 elementary education; elementary 








なことではあり得ない．（CW, III, 948-49／訳(5), 309） 
 
                                                   
164 『原理』の第 7版において，「広告税も，同じ反対理由を免れないものである」から「広
告税も，同じ反対理由を免れなかったものである」へと改訂された．この改訂から，ブリ
テンの広告税は 1865年から 1871年の間に廃止されたことが窺える． 
165 『原理』の第 3版において，「我が国では…緊急な事柄にはなっていない」が削除され
た． 
166 「動物虐待に対する法律 laws against cruelty to animals」に関する『原理』の記述も
参照されたい．すなわち，「この主題に関するイングランドの現行法の主な欠陥は，罪が
最大である場合にすらも，最高刑がわずかなものに，往々にしてほとんど有名無実に，過
ぎないことである」（CW, III, 952／訳(5), 316-17）と． 
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―引用者］を補うことが義務となる，と考える．（CW, III, 950／訳(5), 311）167 
 
2．自由放任に対する例外 
 『原理』の第 5篇第 11章においてミルは，利害の比較に基づいて，政府が果たすべき役
割とそうではない役割とを理論的に区別しようと試みている．ミルによれば，『原理』の第
5篇は「政府の干渉の原理および結果 principles and effects of government interference
に関するわれわれの考察」（CW, III, 804／訳(5), 23）であるという．そして同篇の第 1章
においてミルは，「政府の権威は人事 human affairs のどの分野にまで及ぶべきであるか」
（CW, III, 799／訳(5), 13; cf. CW, XIX, 383／訳 35-36）という問題を取り上げて，以下の
ように述べている． 
 
この問題の一般的諸原理について，私は，それが原理の問題 question of principle168であ
る限りにおいて，この篇の後の方の章［＝第 11章――引用者］で――すなわち，最初に，
政府に属すると普遍的に承認されている諸機能の遂行に当たっての政府の行動から生み
出される諸結果を考察した後［＝第 2 章から第 9 章の後――同］に――169，それを確定
するという試みをしてみようと思う．（CW, III, 799-800／訳(5), 14） 
 
さらに同じく第 5篇第 1章においてミルは，「利害得失という根拠 case of expediencyが有
                                                   
167 ここでの論点に大きくは影響しないが，『原理』のこの箇所は第 2版および第 4版にお
いて改訂された． 
168 「原理の問題」という表現，および「原理の問題」と「細目 detailの問題」ないし「事
実 factの問題」との対比については，『原理』の他の箇所（CW, III, 936, 949, 957／訳(5), 286, 
310, 327）やミルの『自由論』（CW, XVIII, 292／訳 323）も参照されたい（cf. CW, III, 948, 
953／訳(5), 308, 317）． 
169 『原理』の第 5篇第 10章においては，続く第 11章のための準備作業がなされている．
具体的には，「多かれ少なかれ経済的に有害であった政府の諸行為に対して，時折その根
拠となってきた，種々様々な誤った学説」（CW, III, 913／訳(5), 239）ないし「過去の時代





ど不可能である」（CW, III, 804／訳(5), 22; cf. CW, III, 800, 801, 803, 804, 807／訳(5), 




は有益であろう．（CW, III, 804／訳(5), 23; cf. CW, III, 944-45, 946-47／訳(5), 302, 
305-06） 
 
ミルの言葉を用いれば，『原理』第 5篇第 11章は，「政府の干渉の利点 advantagesである
ものとその弊害 evils ないし不都合な点 inconveniences であるものとを，この主題の考察
が許す限り最も一般的な見地において検討することによって」（CW, III, 937／訳(5), 287），
「政府が直接干渉すべきである事柄とすべきでない事柄との間の境界線」（CW, III, 880／
訳(5), 175）を提示するものであった． 
 なお，『原理』第 5篇第 11章のこうした位置付けは，ミルの著書『代議制統治論』（第 1
版 1861年，第 3版 1865年）において再び述べられている． 
 
 政府の行動の適切な限度という，代議政体 representative government に特有なもので
は決してない大問題を詳細に論じることは，本書の限られた企図にとって適当でないで
あろう．私は別の場所で，その行動の範囲を決めるべき諸原理に関して最も不可欠だと
思われたことを述べておいた．（CW, XIX, 534／訳 350-51） 
 
ミルによれば，「別の場所」とは，「『自由論』の結びの章，またもっと詳しくは『経済学原
理』の最終章」（CW, XIX, 534／訳 352）であるという．これらの章はそれぞれ，ミルの『自
由論』の第 5章と『原理』の第 5篇第 11章とである170． 
 さて，『原理』第 5篇第 11章の前半においてミルは，「政府の干渉の…弊害ないし不都合
                                                   
170 『原理』の最終章について，CW, XIXの編者は第 5篇第 11章を参照するよう指示して
いるのに対して，『代議制統治論』の訳者は第 5篇全体を参照するよう指示している（CW, 
XIX, 534／訳 352）．後者の指示は，誤植（ないしは誤解）であるように思われる． 
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な点」を 5つ挙げている（CW, III, 937-44／訳(5), 289-302）．そしてこれら 5つの「政府
の介入に対する反対理由」（CW, III, 937／訳(5), 289）に基づいて，ミルは「自由放任が一
般原則である」（CW, III, 944／訳(5), 302）と主張した．それゆえ『原理』においてミルは，
政府による産業の効率化に原則として反対していたと考えられる． 
 














由放任に対する数多くの例外」（CW, III, 947／訳(5), 307）の 1つとして正当化され得ると
いうことである．この点について，以下で詳しく見てゆこう． 
 『原理』第 5篇第 11章の後半においてミルは，「われわれの仕事の第 2部」（CW, III, 946
／訳(5), 305）へと移行し，「政府の干渉の利点」に重心を置いて，政府が干渉すべき場合と
して「自由放任に対する数多くの例外」（CW, III, 947／訳(5), 307; cf. CW, III, 951／訳(5), 
314）を示している（CW, III, 946-71／訳(5), 305-55）171．上述のように，同章の前半にお




集積が残り，分業の原理 principle of division of labourだけからでも，中央権力と地方権
力とにそれらを分配しなければならないほどである」と（CW, XIX, 534／訳 351; cf. CW, III, 
940-41／訳(5), 294-96）． 
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いては，「政府の介入に対する反対理由」――「不干渉原理 non-interference principle の
諸理由」（CW, III, 948／訳(5), 308）――が 5つ挙げられた．他方で後半においては，それ
らのうちの 4 つ目が主として取り上げられ，この 4 つ目の反対理由が妥当しないいくつか




ある」（CW, III, 941／訳(5), 296; cf. CW, III, 847, 970／訳(5), 113, 352）ということであ
った．そしてその根拠は，「人民自身の事業や人民自身の利害は，政府が理解し配慮するよ
りも，あるいは理解し配慮すると期待され得るよりも，人民自身の方がより良く理解しよ













                                                   
172 4つ目の反対理由――文明社会における大多数の事柄はそれに最も関心のある個人によ
ってより良くなされる――は，ミルにおいては経済学に最も関係する見解であり，それゆ
え『原理』の第 5篇第 11章における「われわれの仕事の第 2部」で中心的に論じられたと
考えられる．例えば『原理』においてミルは，「諸個人は彼ら自身の利害についての最善の
裁判官 judgesであるという，経済学の偉大な原理 the great principle of political economy
であると言われていたもの」（CW, III, 959／訳(5), 330）という表現を用いている．なお，
この点については，ミルの『代議制統治論』（CW, XIX, 479／訳 238-39）ならびに『自由
論』（CW, XVIII, 305／訳 341）も参照されたい． 








生み出す結果が，これらの個人を越えて，国民や後世の人々の利害 interests of the nation 
or of posterity――これらの利害に対しては，社会のみがその集団的能力をもって手当を
することができ，またしなければならない――174にまで無限に及ぶという場合である．


















                                                   
174 この文脈においてミルは，社会の長期的な利害を考慮するという点での個人に比した
政府の卓越性を，「思慮深い立法者たちの先見と達識 the foresight and enlarged views of 
philosophical legislators」（CW, III, 963／訳(5), 338）と表現している．こうした政府の卓


































第 2編 民事的側面 
 


















どい反逆と見なされていた」（Vincent 1966, 150）と177． 
第 2 に，『原理』の保護関税論は，ミルの突飛な議論とただ見なされていただけでなく，
                                                   






一人立ちして保護を撤廃できなければならない」というものである（例えば Kemp 1960; 木







I, 243-45／訳 205-06）も他の人々（例えば Schumpeter 1954, 527-34／訳(3) 1109-23; De 
Marchi 1974, 119; Reeves 2007, 25-26, 207）も共に認めるように，『原理』は刊行当時に
おいて絶大な影響力を持った著作であった．そして本稿からも明らかになるであろうよう
に，『原理』の保護関税論も，例に洩れず当時の政策論争――アメリカとオーストラリアと
における保護関税を巡る論争――に多大な影響を及ぼしていた（cf. The Times, 1903/06/15, 
p. 14）．あるいは，ミルの没後 20年以上が経過して「ミル氏は経済学 economicsおよび他
の分野における彼の権威の幾分かを失ってきた」とされてもなお，『原理』の保護関税論は







                                                   
178 この記事の詳細については，本稿第 1部第 2編第 2章第 3節第 1項を参照されたい． 
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第 1章 自由貿易政策 
 









③精神的利益という順序で重要性が大きくなってゆくと考えた180（CW, III, 590-91, 593-94, 





                                                   




理』の他の箇所（CW, III, 886／訳(5), 186-87），ならびにミルの著書『代議制統治論』（第
1版 1861年，第 3版 1865年; CW, XIX, 409-10／訳 91-92）も参照されたい．また『原理』
によれば，「財産は，ただある目的のための手段であって，それ自身は目的ではない」（CW, 

























                                                                                                                                                     
てほとんど今日見られる姿で，『経済学のいくつかの未解決問題についての小論集』［＝『経
済学試論集』――引用者］という題でその後出版された 5本の小論を書いた」（CW, I, 189
／訳 160）という． 
なお，『自伝』によれば，『試論集』の第 1論文（国際価値論）および第 4論文（利潤・
利子論）は，ミルがグロート（George Grote, 1794-1871）など十数人と 1820年代の中頃
に開いていた朝の読書会の成果であったという．すなわち，「これらの綿密で精力的な議








I, 123-25／訳 108-10）．J. ミル（James Mill, 1773-1836）の『経済学綱要』（第 1版 1821





ならないか』（CW, XIX, 479／訳 238）――引用者］が諸個人自身によってのみ正しく判断
され得るということ，選択の完全な自由の下では，真に多様な適性がある場合にはどこで
も, 大多数の人々は自分たちに概して最適な事柄に従事し，例外的な行動をするのは例外
者だけであろうということを，証明するのに役立つのである」（CW, XIX, 479／訳 238-39）
と．なお，『原理』によれば，経済学は「一般的政治学 the general science of politics」の
「限られた部門 the limited department」であるという（CW, III, 888-89／訳(5), 192）． 
184 『原理』によれば，関税とは，「商品に対する税 taxes on commodities」のうちで「国




された（CW, III, 853-56／訳(5), 124-29; CW, IV, 248-51／訳 234-38; cf. 本稿第 1部第 1
編第 2章第 1節第 1項）． 
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185 資本の国際的な不完全移動については，『原理』の生産論（第 1篇）におけるミルの記
述（CW, II, 192-93／訳(1), 357-59）も参照されたい． 
186 労働と資本との国際的な不完全移動という点について，ミルはリカードウ（David 
Ricardo, 1772-1823）の『経済学および課税の原理』（第1版1817年，第3版1821年; Ricardo, 















り文明化した国々the more civilized countriesの間では，以前よりも，風習や制度は非常
に大きく類似しており，感情は非常に少なく隔たっているので，人口も資本も共に，今
ではこれまでよりもはるかに小さい誘惑によってこれらの国々の 1つからもう 1つへと













らである．（CW, III, 588-89／訳(3), 265） 
 
                                                   
187 『原理』の第 3版において，「あるいは労働は少ないであろう」が追加された． 











することに従事する」（CW, III, 591／訳(3), 270）ということは，「自国に他のものを供給
する最も安価な方法」（CW, III, 592／訳(3), 273）であり，「消費者にとっての価格の節約」
（CW, III, 593／訳(3), 273）をもたらす，と．あるいは，労働と資本とが節約されるとい
うことは同一量の労働および資本からより多くの生産物が得られるということであるが，
「このように作られるところの，2国を合わせた生産物への追加が，貿易の利点を構成する」
（CW, III, 591／訳(3), 270），と．約言すれば，「商業の直接的利益は，世界の生産力の増
加した効率に存する」（CW, III, 590／訳(3), 269）189． 






生産費 the absolute cost 
of productionにおける差ではなくて，比較
．．













世界の生産諸力 the productive forcesのより効率的な使用に存する」，と（圏点は原文イタ
リック，CW, III, 589-91／訳(3), 266-70; cf. CW, III, 587／訳(3), 262; CW, IV, 233／訳
212; Mill 1821, 85-86; Mill 1824, 115-16; Mill [1826] 1844, 120-21）． 
















労働および資本との差の浪費を強要することである．（CW, III, 914／訳(5), 240） 
 









                                                                                                                                                     
ウだけでなくトレンズ（Robert Torrens, 1780-1864）の貢献も認めたものであった（CW, III, 
589／訳(3), 266, 269）．とりわけ第 5版における脚注の追加は，ミルが 1857年のトレンズ
の主張（Torrens 1858, xii-xiv）を受け入れたことに起因すると考えられる．トレンズによ
れば，「私は，『エコノミスト論駁 The Economists Refuted』［1808年――引用者］を出版
して，交易 tradeから得られる利点の本質と程度とを初めて――と私は信じている――明ら
かにした．…外国交易 foreign tradeから生じる利益は，国際的な分業 international 






に生産する国は，より広範囲にわたる分業 division of labourを導入することができ，機
械 machineryをより使用することができ，また生産過程における発明や改良を為す可能





きたように，市場の範囲によって制限される」という（CW, II, 129-30／訳(1), 249-50）．
すなわち，「分業」と「労働の巧妙かつ経済的な分配」とは，「市場の範囲」と「大量生産
の可能性」とに大きく依存する，と（CW, II, 182／訳(1), 342; cf. CW, II, 131／訳(1), 252）
190． 
 そして第 2 に，文明化の遅れた国へ生産増加の新たな誘因を導入することによる，同国
の生産の増加傾向である． 
 







                                                   
190 分業が優れた生産性をもたらすという点については，スミス（Adam Smith, 1723-90）
の著書『国富論』（第 1版 1776年，第 5版 1789年）の第 1篇第 1章（Smith [1776] 1976, 
13-24／訳(1), 23-36），ならびにウェィクフィールド（Edward Gibbon Wakefield, 
1796-1862）による同章の注解（Wakefield 1843, 21-52）を，分業が市場の範囲に制限され
るという点については，『国富論』の第 1篇第 3章（Smith [1776] 1976, 31-36／訳(1), 43-50）
を，それぞれ参照されたい． 






























                                                   
192 『原理』の草稿から第 2版においては，「国民」ではなく「種族」であった． 



















からの商業的冒険家たちは一般に，野蛮人たちを最初に教化した人々the first civilizers 














鑑識である」とされた（CW, II, 105／訳(1), 206; cf. 小沢 2013, 79-80, 82）． 
 108 
よって，人類の考えと慣習と性格との絶え間ない進歩に対する偉大な永久的保証 security
であるということが，誇張なしに言われるであろう．（CW, III, 594／訳(3), 276-77）195 
 



















スミスの時代以来，重商主義 the Mercantile Systemの名をもって呼ばれている一連の諸学
説」（CW, II, 4／訳(1), 33）に言及している．そして『原理』によれば，重商主義は，貨幣
のみが富であるという考えに基づいて，国富を増加させるために，貿易黒字を助長するた






                                                   
195 『原理』の第 3版において，この引用箇所にいくつかの改訂が施された．なお，貿易の
精神的利益については，『原理』の他の箇所（CW, II, 208-09／訳(2), 31-33; CW, III, 934-35, 





の国の真の財産 the real resourcesに対して極めて厄介な方法をもってすら）ひいきにさ
れ奨励された．なぜなら，輸出品は貨幣で支払われる約定であるため，戻り荷 the returns










者］であった．（CW, III, 913-14／訳(5), 239-41） 
 
また『原理』の「緒論 Preliminary Remarks」においては，「富は専ら貨幣から…成り立つ」
という上記の想定は，「貨幣は富と同義であるという学説」（CW, II, 4／訳(1), 34）とも表
現されており，「重商主義の基礎であるところの想定 the assumption」（CW, II, 6／訳(1), 
36）であるとされていた．このように，『原理』によれば，「重商主義は，貨幣と他のすべ
ての種類の有価財産 valuable possessionとを截然と区別」（CW, II, 6／訳(1), 36）したと
いう． 
 重商主義におけるこうした富の定義に対してミルは，『原理』の「緒論」の中で，重商主



















している」という（CW, II, 3／訳(1), 31; cf. CW, II, 8／訳(1), 40）．そして『原理』の「緒
論」の中でミルは，これらのうちの「富の本質」について論じている（cf. CW, II, 10, 20-21

























内に貨幣をもたらすこと」（CW, III, 914／訳(5), 241）であったと述べている．そして『原





を得ることができなかった．（CW, II, 4／訳(1), 33-34） 
 
本稿第 1部第 2編第 1章第 1節第 3項で既に述べたように，『原理』においてミルは，「以
前は，愛国者は…彼自身の国以外のすべての国々が弱く，貧しく，下手に統治されていれ









                                                                                                                                                     
ある」と述べている．あるいは，同じく「緒論」によれば，貨幣が存在する国としない国
との違いは，確かに大きいけれども――この記述は第 6版において追加された――，「た
だ便宜の違いのみ，すなわち…時間と労力との節約であろう」という（CW, II, 7／訳(1), 
38-39）．また『原理』の第 3篇の中でミルは，次のように主張している．すなわち，「す
べての交易 tradeは実際は物々交換 barterであって，貨幣はお互いと引き換えにものを交
換するための単なる道具 a mere instrumentである…．これまでのところで我々は，貨幣
が使用されようとなかろうと交換の法則 the laws of interchangeはすべて本質的に同じで
あって，貨幣は，これらの一般的な法則を決して左右するのではなく，いつもこれに従う，
ということを知った」（CW, III, 595／訳(3), 278-79），と． 

















あるいは商人の利得には存しない」（CW, III, 591／訳(3), 271）と． 
 









ある．（CW, III, 593／訳(3), 274） 
                                                                                                                                                     
について流布していた，そして今もなおある程度まで流布している他の理論」（CW, III, 
591／訳(3), 271），あるいは「商業がある国のために為すことについての通念 the common 

















貿易差額の古臭い理論 the ancient theory of the balance of trade［＝重商主義――引用
者］と，今でも実務家 practical menと称されている人々の大多数の連想とによれば，商
業から得られる唯一の利益は輸出品に存し，輸入品はどちらかと言えば害悪であるとい
う．（CW, IV, 253／訳 240） 
 
この見解［＝余剰のはけ口説――引用者］は，商業問題に関する意見の創始者や先導者




とは，それだけ利益から控除されるという――の残存する遺物 a surviving relic of the 















第 3節 ブリテンにおける保護貿易政策の廃止 
『自伝』においてミルは，ブリテンの保護貿易政策は，1846年にピール（Sir Robert Peel, 




ハスキソン［William Huskisson, 1770-1830――引用者］はカニング［George Canning, 
1770-1827――同］の支持の下に，保護貿易制度 the protective systemの漸進的廃止に
乗り出し，こうした廃止は，彼らの同僚の 1人［＝ピール――同］によって 1846年に事
実上の完了を見た．もっとも最後の痕跡は，1860年にグラッドストン氏によってようや
く一掃されたが．（CW, I, 103／訳 91-92; cf. CW, I, 102; 山下訳註 2003, 155, 180; 土生 
1971, 74-90） 
 
グラッドストンによる税制改革とは，具体的には，1850 年代から 1860 年に掛けての関
税改革198であったと考えられる199．一方で，『原理』の第 1版から第 4版においてミルは，
                                                   
198 グラッドストンによる 1853年および 1860年の間接税改革については，土生（1971, 
83-87）を参照されたい． 
199 『原理』においてミルは，1853年および 1863年のグラッドストンによる「所得税 the 
income tax」の改革にも，どちらかと言えば肯定的に言及している（CW, III, 808-09, 815

















れること自体は認めていた（CW, III, 871-72／訳(5), 158; cf. CW, III, 878／訳(5), 172; 本
稿第 1部第 1編第 1章第 3節第 1項）． 
付言すれば，『代議制統治論』の中でミルは，ブリテン以外の大国においては保護貿易政
策が残存していたことに言及している．すなわち，「人類の大きな社会のうちでイングラン
                                                                                                                                                     
「印紙税 stamp-duties」――における財産額と税率との逆進性が部分的に解消されたこと
（CW, III, 857, 859-60／訳(5), 130-31, 134-35），第 2に，「新聞紙税[a] tax on 
newspapers」が廃止されたこと（CW, III, 763, 861／訳(4), 123, (5), 137-38）である．あ
るいはミルは，所得税の税率が 1ポンドに就き 4ペンスから 9ペンスの間で変更されてき
たことにも細かく言及している（CW, III, 813／訳(5), 42, 53; cf. CW, III, 816／訳(5), 46; 
馬渡 1997a, 389-90）．さらに『原理』の各版異同からは，「火災保険」に対する税におけ
る一部の税率が引き下げられたこと（CW, III, 860／訳(5), 135）や，「広告税[t]he tax on 
advertisements」が廃止されたこと（CW, III, 861／訳(5), 137, 138）が窺える． 
200 『原理』の第 4版において，「現在我が国に存在する」は「現在我が国に存在するか最
近まで存在していた」へと改訂された． 
201 『原理』の言葉を用いれば，物品税とは，「商品に対する税 taxes on commodities」の
うちで「国内における生産に対して」賦課される税であり，関税とは，商品に対する税の
うちで「国内への輸入に対して」賦課される税である（CW, III, 838／訳(5), 93）． 
202 『原理』の第 3版において，「煉瓦」は削除された． 
203 『原理』の第 6版においては，「普通の食糧品」に対する税に次のような脚注が付され
ていた．すなわち，「表面的には登録 registrationのためのものであるとされており，ほと
んど負担と感じられていないところの，1クオーターに就き 1シリングの穀物関税 the 
shilling per quarter duty on cornを除く」と（CW, III, 871／訳(5), 159-60; cf. 本稿第 1












第 2章 保護貿易政策――幼稚産業保護政策を中心として 
 























nursery of seamen』を維持する必要性」から許容され得るものであった（CW, III, 916-17
／訳(5), 245）．『原理』によれば，航海法の施行は，「経済的には浪費的」（CW, III, 850／
訳(5), 118）であり，戦時に自国の海軍を増強することの困難を打破する限りにおいて「自
由貿易の一般原則に対する忌ま忌ましい例外 invidious exception to the general rule of 





には対抗できたという（CW, III, 850, 916-17／訳(5), 118, 245-46）205． 
                                                   














人類の最大量の善 the greatest amount of good to mankind on the whole」を目指すとすれ
ば，食糧不足時でさえも自由貿易政策――この下では，食糧不足時に自国民が不利益を被
り得る――が望ましいという（CW, III, 917-18／訳(5), 247-48206; cf. CW, III, 926-27／訳
(5), 265-67）．ただし，当時のブリテンが基本的には食糧輸入国であったとされることを踏
まえると，食糧不足時の自由貿易政策が実際には概してブリテンの利益でもあったという









者，CW, II, 149／訳(1), 280-81）． 
 また付言すれば，『原理』においてミルは，「国民の生活手段についての利益」（CW, III, 916
                                                                                                                                                     
自分が生きている時代においては航海法の施行を認めなかったという点で，ミルはスミス
とは見解を異にした（cf. Smith [1776] 1976, 463-65／訳(2), 316-20）．なお，1849年の航
海法廃止に伴って，『原理』の第 3版（1852年）の 2箇所で，時制が現在から過去へと変
更された（CW, III, 916-17）． 
206 『原理』のこの箇所においてミルは，「己が施されたいと願うことを他人に施すべきで
ある」（CW, III, 918／訳(5), 248）と述べている．この記述は，ミルの著書『功利主義』（初
出 1861年，第 1版 1863年，第 4版 1871年）における次のような記述と整合する．すな
わち，「ナザレのイエスの黄金律に，我々は功利性の倫理 the ethics of utilityの完全な精神
を読み取る．人にしてもらいたいと思うことを人にしなさいというのと，自分自身を愛す
るように隣人を愛しなさいというのとは，功利主義道徳 utilitarian moralityの理想的極致
である」（CW, X, 218／訳 279），と． 
207 当時のブリテンの人口に関する統計については，Mitchell（1988, 9-10, 12／訳 9-10, 12）
を参照されたい．例えば 1866年のブリテンの年央推計人口は，3,014万 8,000人であった








ちの利潤動機が自国への食糧供給の保証になるということであった（CW, III, 917／訳(5), 
246）． 
 
第 2節 『原理』の保護関税論 
第 1項 第 5版まで 
 『原理』の保護関税論には，第 1版から第 7 版までおおよそ一貫していた部分（CW, III, 
918-19／訳(5), 249-50）と，第 6版において新たに追加された部分（CW, III, 919-21／訳
(5), 250-54）とがある．そして前者は，第 7版において 2箇所改訂された208． 
最初に，『原理』の第 5版までの保護関税論について見てゆこう．これは，『原理』の保











850-56／訳(5), 118-29）――とは，「商品に対する税」――慣習的に「間接税 indirect taxes」
のみを意味する――209の一種であり，「国内への輸入」に対して，「生産者たちと消費のた
                                                   
208 より厳密に言えば，前者では他にも，第 3版において「厳密に strictly」という語句が






ら要求される税」であるという（CW, III, 825／訳(5), 66）．また，「商品に対する税」と
 120 
めの最終購買者たちとの間に介在する，運送業者たちまたは販売業者たち」に賦課される




けるほどの高い関税」と（CW, III, 853-56, 918／訳(5), 124-29, 248; CW, IV, 248-51／訳
234-38; cf. CW, III, 847-50／訳(5), 112-18; CW, IV, 231／訳 206-07）210．すなわち，ミル
において保護関税の賦課は，輸入品（外国製品）に対して高率の税を賦課することによっ
て，こうした輸入品を国内市場からすべて排除して自国製品で代替することを意味する（cf. 





発展途上の国 a young and rising nationにおいて，）それ自身としてはその国の諸事情に
完全に適している外国のある産業をその国に移植しようという期待を持って，保護関税




う」と主張した（CW, III, 919／訳(5), 249）． 
 それと同時にミルは，自国産業が外国産業に対して経験不足という点でのみ不利である
ことの重要性，そして保護関税の賦課の一時性が明確であることの重要性を，以下のよう








関税」（CW, III, 853／訳(5), 124; CW, IV, 248-49／訳 234）である．なお，『原理』におい
てミルは，非保護関税を「財政関税 revenue duties」とも表現している（CW, III, 854, 856








のである．（CW, III, 919／訳(5), 249-50） 
 
第 2項 第 6版における増補 
 次に，『原理』の第 6版における保護関税論の増補について見てゆこう． 

















                                                   
211 輸送費に関するミルの議論については，『原理』（CW, III, 600-01／訳(3), 287-89）――









を設けることを条件としてである．（CW, III, 920／訳(5), 251） 
 
 さらには，一時的な保護関税は，「特許 a patent」と同じ性質のものであり，それと同じ
条件を課されるべきであるという記述も追加された（CW, III, 920／訳(5), 251）．『原理』




第 3項 第 7版における 2つの改訂 


















































第 1項 アメリカ――第 6版での増補 
ブリテンの経済学者ケアンズ（John Elliot Cairnes, 1823-75）宛のミルの書簡によれば，
『原理』の第 6版（1865年）における保護関税論の増補は，ケアリーの著書『社会科学原
 124 
理 Principles of Social Science』（1858-59年）に対する批判を意図したものであるという．
すなわち，『社会科学原理』における「リカードウ経済学 the Ricardo political economyと
自由貿易とに対するケアリーの非難」の中には「新しくはないにしても少なくとも新しい
形で示されている」ものがあるため，「それらの簡潔な論駁を提示するのが良いと思われま
した」，と（Mill to John Elliot Cairnes, 1864/12/01, CW, XV, 968; cf. Mill to William 




American Protectionists」の代表として位置付けている（CW, III, 921／訳(5), 253）．ある




（Mill to William Fraser Rae, 1869/04/09, CW, XVII, 1589）． 
19世紀後半のアメリカにおいては，『原理』の保護関税論を根拠として，ミルがアメリカ
での保護関税の賦課を認めていると主張されていた．『原理』の第 6版が出版された翌年の
2月にミルは，『シカゴ・トリビューン The Chicago Tribune』のロンドン代表者 Frederick 
Milnes Edgeから書簡（1866年 2月 15日付）を受け取った．その書簡によれば，『原理』
の第 5版までの保護関税論（cf. CW, XVI, 1151）は，「自由貿易の一般原理をアメリカには
応用できないことを，経済学に関するイングランドの著述家［＝ミル――引用者］が証明
したものとして，アメリカの保護貿易論者たちによって利用されてきた」という（Mill to 





品およびペンシルベニアの鉄――であった（cf. Mill to the New York Liberal Club, 
1871/01/20, CW, XVII, 1804; CW, III, 921／訳(5), 254）．そしてミルによれば，これらの
製品は，高率の保護関税による恩恵を「少なくとも 2世代の間」享受してきたという（Mill 
 125 














ます．（Mill to Frederick Milnes Edge, 1866/02/26, CW, XVI, 1150） 
 
 ここで 4点補足しよう．第 1に，ミルは，おおよそ 50年にも及ぶアメリカでの保護関税
の賦課期間を到底認め得なかったと言える．一方で，『試論集』においてミルは，アメリカ
での保護関税の賦課は 1815年より後に始められたと述べている（CW, IV, 256／訳 245）．
したがって，ミルが言う「少なくとも 2世代の間」とは，具体的にはおおよそ 50年間であ
ったと考えられる．他方で，次項で詳述するが，保護関税が賦課される「非常に穏当な期
間」としてミルが具体的に示した年数は，長くても 20年であった（Mill to Henry Sode, 




言及されている（Mill to Charles Loring Brace, 1871/09/23, CW, XVII, 1837; Mill to 
James Keappoch Hamilton Willcox?, 1871/10/10, CW, XVII, 1841）． 
第 3に，綿製品および鉄（cf. Mill to Frederick Milnes Edge, 1866/02/26, CW, XVI, 1150; 




ろの，工業や他の産業の数多くの部門（例えば建築業）」の生産物である（Mill to the New 









小さいことを述べている（CW, IV, 260-61／訳 251-53）．あるいは『原理』においてもミル







税論の増補箇所を紹介している．すなわち，『原理』の保護関税論は，「民衆版 the People’s 
editionの 556-558頁［＝Mill（1865, 556-58）; CW, III, 919-21／訳(5), 250-54――引用
者］における，保護貿易論者の主張への追加の返答と共に，はるかに完全に述べられてい





                                                   
212 『原理』の民衆版の「序文 Preface」によれば，民衆版は，基本的には「第 6版の厳密








与っている一部のアメリカ人たちによる「略奪 pillage; the pillaging」であると述べている
（Mill to Charles Loring Brace, 1871/01/19, CW, XVII, 1798）．あるいはミルは，自由貿
易はアメリカの高賃金をヨーロッパ並みに低下させるという「通俗的な主張」――ケアリ
ーの『社会科学原理』（したがって『原理』）では取り上げられていない保護関税擁護論―
―（Mill to William Fraser Rae, 1869/04/09, CW, XVII, 1589-90）に対して，アメリカの
高賃金の原因は保護関税の賦課ではなく人口に比して豊富な土地の存在であると反論した
（Mill to the New York Liberal Club, 1871/01/20, CW, XVII, 1803-04）．なお，the New 
York Liberal Club宛のミルのこの書簡は，「アメリカにとっての自由貿易政策の望ましさ」
（CW, XVII, 1802）に関するミルの見解を記した長文のものであった（cf. Mill to James 
Keappoch Hamilton Willcox, 1871/01/20, CW, XVII, 1801）215． 
以上を踏まえると，「アメリカにおける保護 Protection in America」と題する新聞記事が
特異なものとして浮かび上がってくる．この記事は，LSEの図書館 the British Library of 
Political and Economic Scienceに所蔵するミル関連の諸史料の中に，詳細不明で収められ
ている（MILL-TAYLOR/45/39）．これは，1895年 12月 5日付の『タイムズ The Times』




                                                   
213 Edge宛のこの返信は，1866年 3月 18日付および 19日付の『シカゴ・トリビューン』
に掲載された（CW, XVI, 1150）． 
214 『原理』の停止状態論（第 4篇第 6章）は，第 1版および第 2版においては主に，そし
て第 3版以降の諸版においても短期的には，新聞に対する税の廃止（ないしこうした廃止
の維持）などを提言する際の根拠の 1つとして，現実的な意義を有していた（小沢 2013）． 
215 The New York Liberal Club宛のミルのこの書簡は，同 Clubの計らいで，1871年 2月
13日付の『ニューヨーク・トリビューン The New York Tribune』（p. 2）に掲載された．
そしてこれを契機として，同紙の編集者Horace Greeleyとミルとの間でお互いの批判が繰
































                                                   
216 管見の限りでは，これら計 2回の公表についての詳細は不明である． 
217 ミルの『自伝』（死後出版 1873年）によれば，1860年代の後半――ミルがブリテンの
下院議員に選出されたとき――以降は，ミルの書簡の多くを直接的に執筆したのは，ミル













行（同年 4月）後――に，ビクトリア在住のHenry Sodenから書簡（1865年 2月 25日付）
を受け取った．この書簡は，『原理』の第 5版までの保護関税論がオーストラリアにおいて
保護関税の賦課を擁護するために利用されていることを告げるものであり，この書簡には，





























ということであった（cf. Mill to George Kenyon Holden, 1868/07/05, CW, XVI, 1419-20）．
そしてこの返信においては，保護関税の賦課期間――「ある程度の限られた年数」――が，
「おおよそ 10年，もしくは長くて 20年」（Mill to Henry Soden, 1865/05/02, CW, XVI, 
1044）と具体的に示されている．この期間は，後年のミルの書簡において，延長の可能性
を認めつつも大まかに言って半減された．すなわち，「ごく短い年数（おおよそ 5年から 12
年ないし事情に応じてその前後）を超えない限られた期間」（Mill to Edward William 
Stafford, 1868/12/11, CW, XVI, 1520）と（cf. 本稿第 1部第 2編第 2章第 3節第 1項）． 
上述の Soden宛の返信の末尾には，「この書簡をあなたのお気に召す形で完全にご自由に
お使いください」（Mill to Henry Soden, 1865/05/02, CW, XVI, 1044）と添えられていた．
そして詳細は不明であるが，後年のミルの書簡によれば，この返信は 1868年 7月までの間
にオーストラリアのビクトリアの新聞に掲載されたという（Mill to George Kenyon Holden, 
1868/07/05, CW, XVI, 1419-20）．また同年の 4月下旬までには，ミルの下へ，同じくビク
トリアで保護貿易論者たちに反対するために『原理』の一部を再刊させてほしいという申
し込みが届いたという．ミルは，この申し込みを喜んで受け入れており，『原理』に関して
は第 6版から出版に携わっていたWilliam Longmanに再刊の許可を打診している（Mill to 


















いたし（Mill to Archibald Michie, 1868/12/07, CW, XVI, 1515-16），当時のオーストラリ
アの工業はアメリカの工業とは異なり経験不足であり得ることも認めていた（Mill to 













宛てた書簡においてミルは，「古い重商主義 the old Mercantile Systemという完全に最も
論破された戯言 nonsense」という強い表現を用いながら，オーストラリアの「ニュー・サ
ウス・ウェールズの政治的後進性」を指摘している（Mill to John Plummer, 1868/05/05, CW, 
XVI, 1396）．また，ニュー・サウス・ウェールズの州議会上院議員 George Kenyon Holden
宛の書簡の中でミルは，オーストラリアにおいて重商主義――「最も粗野で最も論破され
た誤謬 fallacies」――が復活していることや保護関税の賦課が恒久的なものとして提唱さ
れていることを述べている（Mill to George Kenyon Holden, 1868/07/05, CW, XVI, 
1419-20）218．あるいは，これら 2つの問題ないしそのうちの 1つは，その後のミルの書簡
においても繰り返し言及されている．すなわち，オーストラリアの法律家・政治家 Archibald 
                                                   
218 Holden宛のミルのこの書簡は，1868年 9月 16日付の『シドニー・モーニング・ヘラ
ルド Sydney Morning Herald』（p. 5）に掲載された（CW, XVI, 1419; cf. Mill to Edward 
William Stafford, 1868/12/11, CW, XVI, 1520）． 
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Michie宛，ニュージーランドの閣僚 Edward William Stafford宛，オーストラリア在住の
A. M. Francis宛のミルの書簡である（Mill to Archibald Michie, 1868/12/07, CW, XVI, 
1515-16; Mill to Edward William Stafford, 1868/12/11, CW, XVI, 1520-21; Mill to A. M. 
Francis, 1869/05/08, CW, XVII, 1598-99）．なお，本稿第 1部第 2編第 1章第 2節第 1項
で既に述べたように，『原理』においてミルは，重商主義――「アダム・スミスの時代以来，
重商主義 the Mercantile Systemの名をもって呼ばれている一連の諸学説」――については
蔑視とも言えるほど低い評価を下しており，重商主義の権威は 19世紀において完全に失墜












の交付金 an annual grantによってこの犠牲を払う方がより安全であると信じることに
傾いております．こうした交付金には，それがなくても大丈夫なくらいにまで成長して
こなかった産業を支えるために保護関税のように漠然と延長される見込みは全くありま




付金」（Mill to Edward William Stafford, 1868/12/11, CW, XVI, 1521），ないし「新しい産
業に対する公共的援助 public aidのある別の方式」――「それ自体ではより適切でないけ
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格のこうした上昇を，「実質的な税 a real tax」として捉えていた（CW, III, 847-50／訳(5), 
112-18; cf. CW, III, 927-28／訳(5), 267-69）．それゆえミルにとっては，保護関税の賦課は










                                                   
219 補助金に相当するものへのミルによる言及それ自体は，既述の Soden宛のミルの返信
（Mill to Henry Soden, 1865/05/02, CW, XVI, 1044），『原理』（CW, III, 915, 926／訳(5), 





220 『原理』の第 3版において，この引用箇所には細かな改訂が施された． 
 134 
税が実在していたというし（CW, III, 863／訳(5), 141），本稿第 1部第 1編第 1章第 3節第
1項や同編第 2章第 1節第 1項で既に見てきたように，ミルは間接税のみによって歳入をす
べて賄うことを推奨していなかったと言える（CW, III, 864-68／訳(5), 143-51; Mill to 
James Beal, 1865/04/17, CW, XVI, 1032）． 
 また，明示的な課税の必要性の有無という視点からは，一時的な保護関税の賦課が「犠
牲が払われ得る最善の形」（Mill to Archibald Michie, 1868/12/07, CW, XVI, 1516）である
――新産業に対する補助金の授与が「それ自体ではより適切でない」（Mill to A. M. Francis, 
1869/05/08, CW, XVII, 1598）――ことも説明され得る．第 1に，『原理』によれば，明示
的な課税は徴税費を必ず伴うという（CW, III, 806, 875, 876, 939／訳(5), 26-27, 165, 167, 
291）．そして第 2に，『原理』においてミルは，間接税と直接税との区別に関してではある
が，商品価格の上昇を通じた負担は，各人にとって都合が良いであろう時期と方法とにお














                                                   
221 一時的な保護関税の賦課は「犠牲が払われ得る最善の形」であることの説明として，「国











 本章では，ミルにおいて許容され得る 3つの保護貿易政策の中で（第 1節），①自国の幼
稚産業育成のための一時的な保護関税の賦課に着目し，『原理』の保護関税論に関する各版















第 2部 帝国内の属国との関係 
 

























                                                   





論によって，新たな見解 ideas と見解の新たな応用 applications とが数多く生み出され
てきた．そしてこれらの思索の結果を，経済学の最も優れた思想家たちがかつて打ち立
てた諸原理と合わせて調和させるためにだけでも，経済学の全分野を見直す理由はある





第 1節 属国の分類 
ミルの著書『代議制統治論』（第 1 版 1861 年，第 3 版 1865 年）によれば，「属国
dependencies」とは，「最高権力国 the paramount countryの立法部 legislatureにおいて
（いやしくも代表されるならば）平等に代表されることなく，最高権力国の側の主権
sovereign powerの行為に多かれ少なかれ服従する」ところの領土であるという（CW, XIX, 






の最も重要な例である223」（CW, XIX, 562／訳 406）と． 





った（CW, XIX, 562／訳 406）．こうした属国に関するミルの見解は，本稿第 2部補論にお
いて取り上げられる． 




territoriesは，2種類に分けられることがある．支配国 the ruling countryと類似した文
明を持つ人々から成り，代議制政体 representative government の能力を持ってそれに
                                                   
223 『セント・アンドルーズ大学就任演説 Inaugural Address Delivered to the University of 
St. Andrews』（第 1版 1867年，第 2版 1867年）においてもミルは，「多くの国々――我々
自身の国もその中の 1つです――は，世界の他の国々のいくつかに対する実際の権力 actual 




















議制政体が…全く許容されなくなるかについて考究しよう．（CW, XIX, 413／訳 99） 
 
以下では主として，第 2 および第 3 の属国――文明的な属国と非文明的な属国――に関
するミルの見解について見てゆこう． 
 
                                                   




限られた企図にとって適当でないであろう」（CW, XIX, 534／訳 350）と述べている．ある
いは『自伝』（死後出版 1873年）においてミルは，『代議制統治論』は「多年の思索によっ
て私が民衆的な国体 a popular constitutionの最善の形態と考えるようになったものを，順
序立てて説明したもの」であると記している．そして『自伝』によれば，『代議制統治論』
は，「政治の一般理論 the general theory of governmentのうちで，その実践のこの特定の
一部を支持するのに必要なだけ」を含んでいるという（CW, I, 265／訳 229）． 
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保護貿易論者の体系 the Protectionist schemeの一部で付言を要するものが，1つだけあ
る．すなわち，植民地 coloniesおよび海外の属国 foreign dependenciesに対するその政
策，言い換えれば，それらを強制して支配国 the dominant countryとだけ貿易させると












おける保護関税の防止であるという（cf. 本稿第 2部第 1編第 2章）．すなわち，「現在の弱
い結び付きは…少なくとも，様々な国の市場を相互に開いておき，敵対的な関税 hostile 
tariffsによる相互排除――人類の大きな社会のうちでイングランドを除けばどれもまだ完
全にはこうした相互排除を脱していない――を防止する」（CW, XIX, 565／訳 414）と．な
お，「完全には」という言葉は，『代議制統治論』の第 2版において挿入された． 
227 『原理』には，叢書版 Library Editionと民衆版 People’s Editionとがある．前者はミ
ルの生前に 7つの版を重ねた．各版の出版年はそれぞれ，1848年，49年，52年，57年，
62年，65年，71年である． 
228 さらに，ミルは究極的には，「全体としての人類の最大量の善 the greatest amount of 
good to mankind on the wholeが，国際行動の格言 the maximsにおいて目指される目標
である」と考えた（CW, III, 917／訳(5), 247; cf. CW, III, 853／訳(5), 124; CW, IV, 248／









こすから，全体として見れば世界の生産力にとって損失があり，本国 the mother country
は植民地に失わせるのと同じだけのものを得るわけではない．したがって，もし本国が
義務の何らかの相互性 any reciprocity of obligationを認めることを拒否すれば，本国は
植民地に，直接的方法よりもはるかに過酷で有害な間接的方法において，貢ぎ物を課す






しかし，もしより公平な精神 a more equitable spiritで，本国が植民地の利益のために，
対応する制限 corresponding restrictionsを甘受すれば，取引全体の結果は馬鹿げたもの，
すなわち，相手が少しのものを得るためにそれぞれの当事者が多くのものを失うという




政策――は，重商主義に基づいて実施されたと述べている．本稿第 1 部第 2 編第 1 章第 2
節第 1項で既に述べたように，『原理』によれば，「富は専ら貨幣から…成り立つ」（CW, II, 
4／訳(1), 33）と考えた重商主義は，「外国交易の利点は専ら国内に貨幣をもたらすことに存







点 the supposed advantageのために，植民地が建設された．そしてこのような制限の代
わりに，我々は入植者たち the colonistsの主要な生産物について，同等の義務を一般に











分を放棄して，しばらくの間，断念されてきた229．（CW, XIX, 562-63／訳 407-08）230 
 
                                                   
229 けれども，『代議制統治論』によれば，重商主義の政策的残滓によって，1837年の「カ
ナダの反乱」が引き起こされたという．すなわち，「植民地の内政 the internal government
に干渉するという悪習」――「カナダの反乱」の原因となったもの――は，「植民地政策
の誤った理論からの当然の系 a natural corollary」であった，と（CW, XIX, 562-63／訳
407-08）． 
230 『代議制統治論』の第 2版において，この引用箇所には細かな改訂が施された． 
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第 1編 文明的属国――植民地 
 
第 1章 植民地の形成および拡大――植民 
 
第 1節 植民による文明的属国の形成 
本稿第 2部序章第 1節で既に述べたように，ミルの著書『代議制統治論』（第 1版 1861
年，第 3版 1865年）によれば，属国は「征服」ないし「植民」によって形成されるという







という表現を用いており，「アメリカ連邦 the American Confederationのより古い地域か
ら新しい地方への移住[t]he migration」は「どの点から見ても植民である」と述べている
（CW, II, 194／訳(1), 361）．第 2に，同じく『原理』においてミルは，「植民の作業」を，
「地球の表面の込み合った地域 the overcrowded […] parts から未占有の地域 the 





入に関する小論」（初出 1859年，再録 1867年; 「不介入論」と略記する）においてミルは，
文明化した国による文明化した他国の征服を認めていなかった． 
 
征服戦争 wars of conquestという，あるいは合法の戦争 lawful warの結果としてすらの
                                                   





の領土 the dominionへのあらゆる文明化した人々civilized peopleの併合――という不道
徳 the immoralityを取り上げることは，読者に対する侮辱であろう．この点までは，誠






極めて遅々としているかのいずれかである」（CW, II, 12／訳(1), 47）と233．あるいは，「慣
例という足かせ the chain of routine」が「野蛮な国民 a rude peopleにおいて普通は非常
に強固である」，と（CW, II, 15-16／訳(1), 53）．このように，『原理』によれば，「ある国






の植民地」（CW, XIX, 563／訳 410）と表現している．あるいは『代議制統治論』によれば，
ブリテンの文明的属国の住民は，「イングランドの海外人口 outlying populationsのうちで，
イングランド自身の血統と言語とを持つような人々」と「そうでない若干の人々」とであ
るという（CW, XIX, 562／訳 407）235． 
                                                   
232 本稿第 1部第 1編第 1章第 1節第 1項の 1で既に述べたように，「不介入論」によれば，
文明化した国が文明化の遅れた国を自己防衛のために征服することは正当化されるという
（CW, XXI, 119）．この点については，本稿第 2部第 2編第 2章も参照されたい． 
233 ただし後述するように，ミルにおいては，文明化の遅れた国の進歩は，文明化した国に
支配されることによって助長され得た（cf. 本稿第 2部第 2編第 3章）． 
234 アメリカ――当時はブリテンの属国ではなかったが――について，ミルは『原理』の中
で，「ニューイングランドの親類 kinsfolk」（CW, II, 194／訳(1), 361）という表現を用い
ている．あるいは『原理』においては，「ヨーロッパ人の子孫が大西洋の彼岸に建設した大
きな社会」（CW, II, 18／訳(1), 58）という記述も見られる． 
235 他方で，非文明的属国について，ミルは『代議制統治論』の中で，「異なる国民 a 
dissimilar peopleが居住する遠隔の属国」（CW, XIX, 573／訳 432）という表現を用いてい
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よび「アイルランド」の 3つが並列されており（CW, III, 588／訳(3), 264），ここから，イ
ンド――ブリテンの非文明的属国――は植民地ではないというミルの認識が窺える（cf. 




ェィクフィールドの『南オーストラリアの新ブリテン領』Wakefield’s The New British 
Province of South Australia」（1834年 7月 20日付）においてミルは，「イングランドの植
民地はほとんど常に，設立以来長年の間，半ば未開な状態 a half-savage stateにとどまっ
てきた」（CW, XXIII, 739／訳 316）と述べている．1830年代のミルは，植民地において
すべての「開拓移民たち the settlers」が「独立した地主 independent proprietors」になる
こと――「文明化した人々civilized menがただの半文明状態 a state of but half-civilization
に陥る」こと――を危惧し（CW, XXIII, 741／訳 319-20; cf. Wakefield 1834, 89-91），こ





れた国に対して自国を防衛する場合を除いて，征服を正当化しなかった（CW, XXI, 118-24）． 
                                                                                                                                                     
る． 
236 1834年 7月 6日付の論説「新しい植民地 The New Colony」においてミルは，「最初の
移住者たち emigrantsが移住するまでは，如何なる植民地も存在しない」（CW, XXIII, 736
／訳 313-14）と述べている． 
237 例えば，「我が国のアメリカの植民地［＝カナダ――引用者］とオーストラリアの植民
地」（CW, XIX, 563／訳 410）といった表現が挙げられる． 
238 本稿は以下，文明的属国を基本的には植民地と表現する． 






interior of Canada」を，「これらの無人の大陸 those unpeopled continents」と表現してい
る（CW, II, 194／訳(1), 361）．あるいは『原理』によれば，「北アメリカ North America」
や「オーストラリア植民地 the Australian colonies」は，「文明化された生活の知識と技術，
および高い有効な蓄積欲が，未占有地の無限の広がり a boundless extent of unoccupied 
landと共存している国」であるという（CW, II, 343-44／訳(2), 289）．また『代議制統治論』
においてミルは，「我が国のアメリカの植民地［＝カナダ――引用者］とオーストラリアの
植民地との向こうにある諸地域における未使用地 the unappropriated lands」（CW, XIX, 
563-64／訳 410）に言及している．さらに『原理』の中では，植民先の土地に関して，「文
明化した人々によって植民された未占有の国々unoccupied countries colonized by a 
civilized people」（CW, III, 730／訳(4), 58），「地球の無人のまたは人口希薄な地域 the 
uninhabited or thinly peopled parts」（CW, III, 751／訳(4), 99），あるいは「地球の表面
の…未占有の地域」（CW, III, 963／訳(5), 339）といった表現が用いられている（cf. CW, II, 
187, 194／訳(1), 350-51, 361）．そして『原理』によれば，植民先の土地――「地球の未占
有の地域」――の「土壌や気候や位置は，勤労に対する大きな報酬をばかりでなく，古い
国々の市場に適した商品を生産することの大きな便宜をも約束することが，今日所有され
ている豊富な探検方法 the ample means of explorationによって判明している」という（CW, 
III, 711／訳(4), 20）． 
 もちろんミルは，例えばカナダ――当時のブリテンの植民地――に先住民がいることを
認識していた．『原理』においてミルは，「アメリカには狩猟社会[h]unting communitiesが
今なお存在する」（CW, II, 20／訳(1), 60）と述べている．この「狩猟社会」は恐らく，「北
アメリカ・インディアン the North American Indian」（CW, II, 103／訳(1), 205）の社会
を指すと考えられよう．「一般的文明の遅れた状態」にある「狩猟種族 a hunting tribe」の
一例として，『原理』の中でミルは次のように述べている240．すなわち，「セントローレン
ス川の川岸に，小さなインディアン村落 Indian villagesがいくつかある」と（CW, II, 164-65
                                                   
240 ここでミルは，レイ（John Rae, 1796-1872）の著書『経済学新原理 Statement of Some 
New Principles on the Subject of Political Economy』（1834年）から引用している． 
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／訳(1), 313; cf. Rae 1834, 136）241．そしてミルは，より具体的には「セントレジス St. Regis
のインディアン村落」（CW, II, 165／訳(1), 314; cf. Rae 1834, 136）に言及している．また
これに加えて，「より辺鄙な種族 the more remote tribesのいくつか」（CW, II, 166／訳(1), 









『原理』によれば，②に該当する社会は，その土地を「より安定した社会 more settled 







接する「共有地 the commons」（CW, II, 165／訳(1), 315; cf. Rae 1834, 137）は，放置され
ている，と．さらには，こうしたインディアンが村落の周囲の未墾地を開拓することもな
                                                   
241 『原理』においてミルは，「半ば農業化したインディアン the semi-agriculturized 
Indians」（CW, II, 168／訳(1), 319）という表現も用いている． 
242 あるいは『原理』においてミルは，「人間社会の主要な類型のすべてが，エスキモー人
the Esquimaux…のそれに至るまで，今なお現存している」（CW, II, 20／訳(1), 60-61）と
述べている．『原理』によれば，「惨めなエスキモー人 the miserable Esquimaux」は，「農
業を営むには寒過ぎる…国々」に住んでおり，「狩猟 hunting」または「漁労 fishing」で暮




なわち，「専ら野生の植物 the spontaneous produce of vegetationを食べて生活しているよ


























第 2節 植民の経済的利益 
                                                   
244 このインディアン村落に関連して，『原理』の中でミルは，「隣の開拓移民たち the 





利益――文明の進歩――ももたらすことを示唆している（cf. CW, II, 376／訳(2), 351-52）． 
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第 1項 本国における蓄積および生産の増加 
周知のように，『原理』においてミルは，いわゆる「停止状態 the stationary state」――
人々が資本および生産の増加を意図的に停止させる状態――を，人類の究極的な理想とし




















                                                   
246 『原理』における次のような記述も参照されたい．すなわち，「私は，富が急速に増加
していないような国民生活の状態 state of national existenceを望ましいものとは考えない
経済学者たちに，決して同調しないけれども，隣国が進歩し続けているときに，停止状態
へと早くに追い込まれることから独立国 an independent nationに生じる数多くの不利益
を，私は見逃すことができない」（CW, III, 883／訳(5), 181）と． 
247 本項の以下の記述については，小沢（2013, 79）も参照されたい． 
248 例えば馬渡（1997a, 323）は，『原理』の経済理論を「リカードウ＝ミル動態的分配モ
デル」として定式化している．なお，『原理』によれば，同書の第 4篇においては「経済学





のところにあり，したがってその国は停止状態 the stationary stateのすぐ真際にいると

















であろうということである．（圏点引用者，CW, III, 738-39／訳(4), 74）251 








なお，この引用箇所における「最低限」は，「事実上の最低限 a practical minimum」で
はなく，「真実の最低限 the actual minimum」ないし「究極の最低限 the ultimate […] 
minimum」である．換言すれば，「資本を海外へ送り出すところの点」ではなく，「蓄積
をやめさせるであろうところの率」である（CW, III, 746, 874／訳(4), 89-90, (5), 163）． 
250 『原理』においてミルは，こうした反作用的諸事情を，「その資本が隣国の資本よりも
速やかに増加しており，したがってその利潤が最低限へより接近している国における利潤


























な商品を入手する何らかの新しい力の獲得」（CW, III, 743／訳(4), 84），とりわけ「安価な








426; 1987, 230／訳 286; cf. Hollander 1987, 238／訳 297; 小沢 2013, 79）．他方で，当時
のヨーロッパの大国についてミルはさらなる蓄積の可能性を基本的には認めていなかった
とする見解（例えば Blaug 1958; Schwartz 1972; 前原（正）1998; 杉原 2003; 前原（直）
2010; 2011）もある． 
 152 









ると考えた（CW, III, 745／訳(4), 87）． 
 そこで，④資本の輸出という反作用的事情について見てみよう．『原理』の言葉を用いれ
ば，資本の輸出とは，「資本の移住 the emigration of capital」（CW, III, 745／訳(4), 88），
すなわち「国内で獲得され得るよりも高い利潤を捜し求めるための，植民地あるいは外国












                                                   





果は，それだけの量の食糧 foodと衣類 clothingと道具 toolsとが消費され，その国はその


























（CW, III, 758／訳(4), 112; cf. CW, III, 754-55／訳(4), 106-07; 小沢 2013, 83-84）255 
                                                   
253 『原理』によれば，「イングランド」は「自国のためばかりでなく世界の半分 half the 
worldのために資本を蓄積している」という（CW, III, 823-24／訳(5), 65）． 
254 『原理』の第 1版から第 3版においては，「時代の 2つの要求」ではなく「時代の真の
要求」であった． 
255 『原理』によれば，「繁栄 prosperity」とは，「富の急速な増加」ではなく「富の大規模


























（CW, II, 343／訳(2), 288-89） 
 
                                                   
256 『原理』においてミル自身は，賃金基金という言葉を積極的には用いなかった．すなわ
ち，「ある国の賃金基金 the wages-fund of a countryと呼ばれてきたもの［『原理』の草稿
から第 6版においては，『ある国の賃金基金と呼ばれることがあるもの』であった――引
用者］の合計を，1つのよく知られた術語によって表現する方法は，不運にも存在しない」




な事情を除けば，高賃金は人口の抑制 restraints on populationを含意する」（CW, II, 343
／訳(2), 288）と257．なぜなら，例えば文明化した古い国においては，基本的には，「産業




リア植民地」（CW, II, 343／訳(2), 289）のような「極めて特別な場合…を除けば260，人口
が賃金を下げることなく最大の率で増加することは不可能である」（CW, II, 345／訳(2), 
291）と主張した（cf. CW, II, 156／訳(1), 304; CW, III, 729-30／訳(4), 57-59）261． 
                                                   
257 『原理』においてミルは，「余りに多い人数の競争が労働階級の貧困の特有の原因であ
る」と述べている――草稿から第 5版においては，「特有の原因」ではなく「主要な原因」
であった――（CW, II, 371／訳(2), 339）．例えば『原理』の中でミルは，「人口過密の労
働市場 the crowded labour-market」（CW, III, 964／訳(5), 340），「ある地方で救貧税 the 
poor-rateの世話に既になっている，あるいはなりそうな余剰労働者たち surplus 
labourers」（CW, III, 964／訳(5), 341），「現存の失業した人々the existing unemployed 
population」（CW, III, 964／訳(5), 341）といった表現を用いている．そして『原理』によ
れば，当時のイングランドの人口は「1日に就き 1,000人の割合で」増加すると言われてい
たという（CW, III, 740／訳(4), 77-78; cf. CW, III, 742, 745／訳(4), 81, 87-88）．ただし
Mitchell（1988, 9／訳 9）によれば，1841年から 1851年までの 10年間――『原理』の第
1版が刊行されたのは 1848年である――で，イングランドおよびウェールズの人口は 201
万 3,000人だけ増加したという．単純計算をすれば，これは 1日に就きおおよそ 550人の
割合である． 




（CW, II, 186／訳(1), 348），と．そして『原理』によれば，イングランドを初めとする文
明化した古い国においては，19世紀には土地の不足によって生産の増加が制限され得たと
いう（CW, II, 187／訳(1), 350）．なお，イングランドを初めとする多くのヨーロッパ諸国
において 19世紀には蓄積欲が旺盛であったということについても，『原理』の生産論（CW, 
II, 170-72／訳(1), 323-26）を参照されたい． 
260 『原理』によれば，アメリカやオーストラリアは，「豊かで耕作されていない土壌に，
文明生活のアート the arts of civilized lifeが成熟して移転されたところの国々」（CW, II, 
192／訳(1), 357-58）であったという．当時のアメリカにおける「土地の豊富さ」と「労働
の高価」とについては，『原理』（CW, II, 175-76／訳(1), 331-33）やミルの書簡（Mill to the 
New York Liberal Club, 1871/01/20, CW, XVII, 1803-04; cf. Mill to William Fraser Rae, 
1869/04/09, CW, XVII, 1589-90; 本稿第 1部第 2編第 2章第 3節第 1項）を参照されたい． 
261 『原理』によれば，「豊かで勤勉な社会」における「貧困の原因」（CW, II, 173／訳(1), 
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 具体的には，『原理』においてミルは，古い国において賃金率を上げるために，「思慮
prudence」に基づく産児制限――「マルサス氏の予防的抑制 preventive check」262――（CW, 
II, 345／訳(2), 291）を主張した．換言すれば，『原理』の中でミルは，「労働階級によって
不可欠であると見なされているところの安楽の標準 the standard of comfort」（CW, II, 342
／訳(2), 285）263あるいは「労働者が結婚して子どもを生むことよりも不可欠であると見な
すであろうところの生活の基準 the scale of living」（CW, II, 342／訳(2), 285）を向上させ
ることによって，賃金率の「精神的最低限 a moral minimum」（CW, II, 341／訳(2), 284）
264を引き上げることを提唱した（cf. CW, II, 157-58, 159／訳(1), 300-01, 303-04）265．『原
                                                                                                                                                     
328）は，土地生産物に関する「収穫逓減の法則 the law of diminishing return」（CW, II, 
177／訳(1), 335）であるという．収穫逓減の法則とは，土地生産物の増加率は基本的には
生産要素投入量の増加率よりも小さいという法則――「土地の生産物は，他の事情が同じ
ならば cæteris paribus，使用される労働の増加に対して逓減する比率 a diminishing ratio
で増加する」（CW, II, 177／訳(1), 335）という法則――である（cf. CW, II, 174, 177, 185, 
187, 199／訳(1), 328-29, 335, 346-47, 350-51, (2), 13; CW, III, 712／訳(4), 22）．すなわち，
「社会の不正 the injustice of societyではなく自然の吝嗇[t]he niggardliness of natureが，
過剰人口over-populationに課せられる刑罰の原因である．…新しい口は古い口と同じだけ
の食糧を必要とし，［新しい――引用者］手は［古い手と――同］同じだけ［の食糧――
同］を生産しない」（CW, II, 188／訳(1), 351），と（cf. CW, II, 173／訳(1), 327）． 
262 『原理』によれば，マルサス（Thomas Robert Malthus, 1766-1834）の著書『人口論
An Essay on the Principle of Population』（第 1版 1798年，第 6版 1826年）――第 1版
には「認められた誤り the acknowledged errors」が含まれているけれども――の出版を契
機として，「労働の報酬を決定する積極的な力としての人口の原理 the principle of 
population」に注意が向けられるようになったという（CW, III, 753／訳(4), 103; cf. CW, II, 
154, 162／訳(1), 295, 309）．そして『自伝』（死後出版 1873年）においてミルは，マルサ
スの『人口論』を次のように解釈している．すなわち，「マルサスの人口原理は，…人事の




／訳 96-97; cf. CW, I, 109, 113, 185, 289／訳 98, 101, 158, 268-69）． 
263 柳田・諸泉・近藤編（2013）は，“the standard of comfort”という術語に着目しながら
マルサス，ミル，マーシャルの経済思想を論じている． 
264 『原理』によれば，「最低限の賃金率 a minimum rate of wages」には 2つのものがあ
り得るという．すなわち，「人口を維持することが物理的に可能であるところの最低のも
の」と，「人々が人口を維持することに決めるであろうところの最低のもの」とである．





は見解を異にしたという（CW, II, 340-41／訳(2), 283-84）． 








においても，動物的本能 the animal instinctsに対する闘争である．（CW, II, 367／訳(2), 






済学新原理 Nouveaux principes d’économie politique, ou de la richesse dans ses rapports 
avec la population』（1819年）におけるシスモンディ（Jean Charles Léonard Simonde de 
Sismondi, 1773-1842）の見解――「ヨーロッパ大陸の哲学者の意見」――と同じものであ
った（CW, II, 369-70／訳(2), 334-36; cf. CW, II, 371／訳(2), 339）． 
 
    2．産児制限の実現策 
 『原理』の中でミルは，古い国において思慮に基づく産児制限を実現するための手段と
して，(1)教育と(2)国内外の未墾地の大規模な開拓との 2 つを提示した．すなわち，「労働
者の習慣を向上させる 2側面の方法」（CW, II, 374, 376／訳(2), 344, 346）である． 
 
労働者たちの習慣を変えるために，労働者たちの知性と彼らの貧困とに同時に向けられ
た 2 側面の活動の必要性がある．労働階級の子どもたちの効果的な国民教育 national 
education が，必要な第 1 のものであり，そしてこれと同時に，（フランスにおいて革命
the Revolution［＝フランス革命――引用者］が為したように）1世代全体にわたって極
                                                                                                                                                     
る」という（CW, III, 729／訳(4), 56; cf. CW, III, 727, 758／訳(4), 53, 112）． 
266 『原理』の第 1版，第 3版および第 5版において，この引用箇所には細かな改訂がそれ
ぞれ施された． 
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端な貧困を消滅させる手段の制度．（CW, II, 374／訳(2), 344; cf. CW, II, 183, 342-43／





た教育」（CW, II, 375／訳(2), 345）と．あるいは，『原理』においてミルは，「大衆のため
のすべての知的訓練の目的は，常識を涵養すること，自分たちを取り巻いている事情の健
全な実践的判断を下す資格を民衆に与えることである」（CW, II, 375／訳(2), 345）と述べ













                                                   
267 初等教育を初めとする教育政策に関するミルの見解については，Hollander（1985, 
700-29）を参照されたい． 
268 『原理』のこの箇所では，教育の内容について具体的には触れられていない（CW, II, 
374-75／訳(2), 345）．他方で，例えば「所信表明」（1865年）においてミルは，選挙権が
認められるための条件の 1つとして，いわゆる読み書きそろばんの習得を挙げている（Mill 
to James Beal, 1865/4/17, CW, XVI, 1032）． 
269 『原理』によれば，「豊かで人口が多くかつ高度に耕作された国々では，不足している





いう（CW, II, 375／訳(2), 346）． 
他方で，(2)国内外の未墾地の大規模な開拓について言えば，『原理』においてミルは，具
体的には 2 つのものを提示した．1 つ目は，(2a)「植民の大規模な国家的手段」，すなわち
「若々しい農業の人々のかなりの部分を一斉に移動させて植民地に定住させるのに足りる
公金の交付」である．2つ目は，(2b)「今後開墾されるすべての共有地を，小所有者階級 a class 
of small proprietors272を育成することに充てるということ」である（CW, II, 376-77／訳(2), 











かまたは両方を実施することは，ほとんど役に立たないであろう．（CW, II, 378／訳(2), 





                                                                                                                                                     
る安楽の状態へ不意に引き上げ」であった． 
272 『原理』においてミルは，「雇用労働者の人々と彼らの雇主との中間の階級」（CW, II, 
377-78／訳(2), 349）という表現も用いている． 
273 『原理』においてミルは，(2a)を「国外の植民 foreign […] colonization」と，(2b)を「国




194／訳(1), 362; cf. CW, II, 376-77／訳(2), 351-52）． 
275 『原理』においてミルは，小規模な植民――「自由意志の原理に基づく移民[e]migration 
on the voluntary principle」――は，「古い国における人口の圧力を緩和する点でどんな
大きい影響も滅多に与えない」と述べている．なお，『原理』の第 1版および第 2版にお





の改善された基準 an improved scale of comfortにいつも慣れてきた世代が成長したとき
には，人口に関するこの新しい世代の習慣はより高い最低限に基づいて形成されるよう







 それでは最後に，(2a)植民について 1 点補足しよう．すなわち，『原理』の中でミルは，
植民によって，本国で労働者の雇用に充てられる資財に比して同国の雇用労働者の数が減
少すること，そして何よりも，植民によって本国の賃金率が上昇することを強調している． 









                                                   
276 貧困をなくすために未墾地を開拓するに当たっては，未墾地の有無という問題に加えて，
未墾地の所有という問題も生じ得る．ブリテン国外の未墾地の所有に関するミルの見解に
ついては，本稿第 2部第 1編第 1章第 1節を参照されたい． 
277 他方で，『原理』の停止状態論（第 4篇第 6章）においてミルは，すべての未墾地が開
拓されることには反対した．すなわち，「自然の自発的活動のために全く余地が残されてい
ない世界を想像することは，決して大きな満足を感じさせるものではない」（CW, III, 756




（CW, II, 376／訳(2), 347; cf. CW, III, 747-48／訳(4), 92） 
 
アイルランドの産業の更生のような，あるいは植民ないし公教育 public education の包
括的な手段のような，正義または慈善政策の何らかの偉大な目的…のどれかのために必
要であり得るだろう最大の経費は，十中八九，1人の労働者から雇用を奪うことはないで
あろうし，翌年の生産を毛織物 1 エルあるいは穀物 1 ブッシェルだけ減少させることは





751／訳(4), 99）278と結論した（cf. 本稿第 1部第 1編第 2章第 1節第 2項の 3）． 
第 2に，『原理』においては，よしんば植民が本国で労働者の雇用に充てられる資財を減
らすとしても，植民によって本国の賃金率は上昇するとされた．『原理』によれば，「労働
階級のための救済手段としての移民に反対する有り触れた主張の 1つ」（CW, III, 748／訳
(4), 94）は，次のようなものであったという．すなわち，「もし，費用を支払うために，そ
の国の人口から持ち去るのと同じくらいのものをその国の資本から持ち去らなければなら
ないとすれば，移民は労働者の役に立ち得ない」（CW, III, 748／訳(4), 94）と．そしてこ
うした主張に対してミルは，第 1 に，本国で労働者の雇用に充てられる資財が植民によっ
て減少する率は，同国の雇用労働者が植民によって減少する率よりも小さいということ，
第 2 に，よしんばこれら 2 つの減少率が等しいとしても，本国では人口の減少によって限
界地の生産性が上昇し（実質）賃金率が上昇するということ――「土地の肥沃度に対する






                                                   
278 『原理』の第 3版において，この引用箇所には細かな改訂が施された． 
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第 3項 植民地への労働供給 
 ミルにとって植民の経済的利益の 1つは，植民地への労働供給であった． 
『原理』によれば，植民地では労働が不足していたという．すなわち，「北アメリカ North 
America」や「オーストラリア植民地 the Australian colonies」などにおいては，「資本の
成長は，…十分な労働者の獲得が実行不可能であることによって主として妨げられる」，と
（CW, II, 343-44／訳(2), 289）．あるいは，「労働を必要とし，それを雇用するつもりであ
る植民地の資本家たち」（CW, III, 964／訳(5), 341）が存在する，と．そして『原理』の中
でミルは，たとえ小規模な植民であっても，「その限りではそれは疑いなく植民地にとって
の利益である」――他方で，前項で見てきたように，小規模な植民は本国における実質賃







されるであろう．（CW, II, 376／訳(2), 347; cf. CW, II, 155／訳(1), 296） 
 
『原理』によれば，植民は「ある労働市場を救済して別の労働市場を補充するという問






第 4項 世界的な生産の増加 






















963／訳(5), 340; cf. CW, III, 964-65／訳(5), 342） 
 
















（CW, III, 963／訳(5), 339）という視点ではなく，「人類の全体的な経済的利害」（CW, III, 
963／訳(5), 339）という視点から植民を考察すべきであると主張したのであろう． 
 しかし実践的には，世界的な生産の増加という植民の経済的利益は，本国の生産を減少





 では最後に，『原理』の貿易論（第 3篇の一部）と植民論との関連について 2点補足しよ









                                                   





第 3節 植民政策――理論と実践 
第 1項 植民に対する政府介入の正当化 
 本稿第 1部第 1編第 2章第 2節第 3項の 2で既に概観したように，『原理』の第 5篇第
11 章においてミルは，利害の比較に基づいて，政府が果たすべき役割とそうではない役割
とを理論的に区別した．まず，同章の前半においては，「政府の干渉の…弊害ないし不都合
な点」（CW, III, 937／訳(5), 287）が挙げられ，こうした「政府の介入に対する反対理由」
（CW, III, 937／訳(5), 289）に基づいて，「自由放任が一般原則である」（CW, III, 944／訳
(5), 302）と主張された．その上で，同章の後半においてミルは，「政府の干渉の利点」（CW, 
III, 937／訳(5), 287）に重心を置いて，政府が干渉すべき場合として「自由放任に対する数
多くの例外」（CW, III, 947／訳(5), 307）を提示した． 
そして『原理』の第 5 篇第 11 章の後半においてミルは，「自由放任に対する数多くの例
外」――ある事柄がそれに最も関心のある個人によってはより良く為されない場合――と
して，①「植民」（CW, III, 963／訳(5), 338）および②「植民地の土地の処分 disposal of 
colonial lands」（CW, III, 956／訳(5), 325）も取り上げている280．その理由は，それぞれ
以下の通りであった． 





第 5 に，諸個人は彼ら自身の利害についての最善の裁判官 judges であるという格言
maxim に基礎を置く政府干渉反対論は，政府が干渉すると主張する諸個人の行為281が，
これらの諸個人によって自分たち自身の利益のためにではなく他の人々の利益のために

















生み出す結果が，これらの個人を越えて，国民や後世の人々の利害 interests of the nation 
or of posterity――これらの利害に対しては，社会のみがその集団的能力をもって手当を
することができ，またしなければならない――にまで無限に及ぶという場合である．（CW, 





そのような場合の 1つは，植民の場合である．もし植民地の建設 the planting of colonies
が，最初の創設者たち the first foundersの私的利益のみを目的としてではなく，これら





強制する権力を持っている．（CW, III, 963／訳(5), 338-39; cf. CW, III, 940, 941, 947／
















法律から有効性 validity と制裁 sanction とを与えられない限り，有効ではあり得ない．











うことによって決まる．もし少数の人たちが，新たに定住した国 a newly-settled country
において広大な区域を占有し収用しようと企てるならば，あるいはもし各々の労働者が，







が各人の利益である」（CW, III, 959／訳(5), 331）とされた．そして『原理』によれば，「行
為の特定の筋道が全体的な利益であるという全員一致の意見でさえ，行為のこの筋道を固
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く守ることをいつも人々の個人的利益にするとは限らない283」（CW, III, 960／訳(5), 332）















proprietorship と結び付けられている感情とが，ほとんどすべての移住者 emigrant に，
彼が獲得する手段を持っているだけの土地を手に入れる気にさせ，またすべての労働者
に，直ちに地主 a proprietor になって，家族の助力以外の助力なしに自分自身の土地を








                                                   









第 2に，『原理』の中でミルは，植民地政府が「移住者たちの移動費 the passage money 











ものを利子と共に返金するのに十分であるわずかな部分 the fraction を取ることができ
る．植民地への移民の費用はその植民地によって負担されるべきであり，これは一般に，
その費用が植民地政府 the colonial governmentによって負担される場合に限り可能であ
る．（CW, III, 965／訳(5), 342） 
 
 それでは，植民地政府が上記の 2 つの役割を果たすための最善の制度とは，どのような
ものであろうか？ 『原理』においてミルが提唱したものは，植民地政府が植民先の未墾
地を販売して，その売上を次の移住者の渡航費に充てるという制度である．すなわち，「ウ
ェィクフィールドの植民制度 the Wakefield system of colonizationとして知られているも
の」（CW, III, 958／訳(5), 329）であった． 
 
                                                   




付けること――この売上は，本国 the mother country から移民労働者たち emigrant 
labourersを運ぶことに費やされることになっていた――によって，土地の早すぎる占有









（CW, III, 964／訳(5), 342）ということを重視していた． 
 『原理』によれば，ウェィクフィールドの植民制度の利点は 2つあるという．第 1に，「そ
れは，課税によって年々巨額のものを調達することに伴う困難と不満とを避ける」（CW, III, 
965／訳(5), 343）．第 2に，「それは，入植者 colonistsの人々の次のような傾向――未開生
活 savage life の趣味嗜好を身に付けて，商業の，市場の，職業の分離 separation of 
employmentsおよび労働の結合 combination of labourの，すべての利点を失うほど広範囲




                                                   









ることによって，未占有地 the unoccupied landsの既存の処分方法を修正することである」
（CW, III, 921／訳(5), 254），と． 
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ていた．『原理』の生産論（第 1篇）においてミルは，①「当時［＝19世紀の前半に――引











因」であるという（CW, II, 116-30／訳(1), 226-51）289． 
 






                                                   
287 『原理』によれば，ここで言う「都市人口」とは，「労働の結合のために概して都市ま










もたらすという点については，スミス（Adam Smith, 1723-90）の著書『国富論』（第 1版
1776年，第 5版 1789年）の第 1篇第 1章（Smith [1776] 1976, 13-24／訳(1), 23-36），な
らびにウェィクフィールドによる同章の注解（Wakefield 1843, 21-52）も参照されたい． 
 172 











overpopulation を救済するこの方法の影響が，余剰人口のはけ口 a vent for surplus 
population として，どのくらいまで何とかして及ぶであろうか，これを誰も完全には予見










本稿第 2部第 1編第 1章第 2節第 3項および第 4項）．それゆえ，植民の費用を植民地が
負担すべきであることに異論はなかろう．しかしながら，本国も植民によって，本国にお
ける資本と生産との増加および実質賃金率の上昇という経済的利益を享受する（cf. 本稿第




トラリアの植民地との向こうにある諸地域における未使用地 the unappropriated landsの
全体は，帝国のあらゆる地方からの将来の移住者たち emigrantsに最も有利に管理される
ように帝国政府 the Imperial Governmentの手中に不正なく保持されたであろうけれども，












稠密な人口 a crowded populationと支配下にある未占有の大陸 unoccupied continents
とを有する，我々自身の国のような国の政府には，植民地がそのときに収容し得るのと
同じくらい大量の移民がいつも移住者たち the emigrants 自身への費用なしに行われる
ことができるような規模で独立採算の植民制度 the self-supporting system of 
colonizationを設けるによって，母国 the mother countryからそれらの大陸への橋を，
植民地政府 the colonial governmentsと協力して291，言わば建設して開放しておく最も













要なだけであろう．（CW, III, 966-67／訳(5), 345） 
                                                   
291 『原理』の第 7版において，「植民地政府 the colonial governmentsと協力して」とい
う記述が加えられた（cf. Varouxakis 2013b, 135-40）． 
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 それでは，本国政府が上記のとりわけ 1 つ目の役割を果たすための財源――本国政府に
よる植民地政府への融資の財源――として，ミルは『原理』の中でどのようなものを考え
ていたのであろうか？ ここでは，ミルの生前のブリテンに焦点を絞って考察しよう． 
 第 1 に，ミルにとって最善の財源は，軍事費を初めとする既存の歳出の削減部分であっ







駄な歳出 useless expenditure から奪回され得るものは何でも，有用な歳出 useful 
[expenditure]のために至急必要とされる．（CW, III, 865-66／訳(5), 145-46） 
 




て許容したと考えられる．本稿第 2部第 1編第 1章第 2節第 2項の 2で既に述べたように，
『原理』によれば，ミルが考えていた規模の植民は，古くて豊かな本国で労働者の雇用に
充てられる資財や同国の生産を減らすことはないであろうという．それゆえ，本稿第 1 部





                                                   

















の国の資本のあらゆる適度な部分 any moderate portionを徴収し，それを歳入として費
やす295ことができる．（CW, III, 748／訳(4), 93; cf. CW, III, 739, 823／訳(4), 75, (5), 
63-64）296 
 
そして同じく本稿第 1部第 1編第 2章第 1節第 2項の 3で既に述べたように，長期国債の
発行によって国内の利子率が上がらない場合には，長期国債を発行するか否かという選択
は，国債の利払いのための長期的な少額の税――「負債 a debtの利子を支払うために課税
によって歳入を調達する過程に伴う不便」（CW, III, 748／訳(4), 94）――と，短期的な多





第 4項 ブリテン帝国における植民政策の実践と現実 
                                                   




分 half the worldのために資本を蓄積しているところの国は，その流出分 overflowingsか









／訳(5), 346）．この点については，Hollander（1985, 753-58）が詳しい． 
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第 2章 植民地の維持――植民地政策 
 
第 1節 植民地内の自治 
 それでは，植民によって形成され拡大した植民地は，どのように統治されるべきであろ
うか？ 
著書『代議制統治論』（第 1 版 1861年，第 3版 1865 年）においてミルは，植民地――
「代議政治 representative government に適応させられるのに足りるほど進歩した状態に
ある住民を持つ属国」（CW, XIX, 567／訳 419; cf. CW, XIX, 562／訳 406-07; 本稿第 2部




実現してきた」（CW, XIX, 562／訳 407）と．具体的には，以下の通りである． 
 
ヨーロッパの人種から成るグレート・ブリテンの植民地が，本国 the parent countryと
同様に，最大限の国内自治 internal self-governmentを持つということは，今では，理論
的に公言され実際に忠実に守られているところの，グレート・ブリテンの政策の確固た
る原理である．…それぞれの植民地は，高度に民主主義的な諸原理 highly democratic 
principles に基づいて構成された，それ自身の立法部 legislature と行政部 executive と
によって統治されている．国王 the Crown とブリテン議会 Parliamentとの拒否権は，
名目上は留保されているとは言え，特定の植民地だけにではなく帝国に関係する諸問題
について（しかも極めて稀に）行使されるに過ぎない．（CW, XIX, 563／訳 410） 
 
もちろん，ブリテン植民地の政府は課税権も所有していた．『代議制統治論』曰く，ブリ
テンの「すべての植民地」は，「母国 the mother countryから輸入される商品に，自由に望
み通り課税することさえできる」，と（CW, XIX, 564／訳 410-11; cf. CW, XIX, 558／訳












」（圏点引用者，CW, XIX, 566／訳 416-17）と． 
 また，上述の「国王とブリテン議会との拒否権」（CW, XIX, 563／訳 410）について，『代
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議制統治論』によれば，当時のブリテン帝国における「帝国の問題と植民地の問題との間






使用地 the unappropriated landsの全体は，帝国のあらゆる地方からの将来の移住者た
ち emigrantsに最も有利に管理されるように帝国政府 the Imperial Governmentの手中
に不正なく保持されたであろうけれども，植民地社会 the colonial communitiesの制御
されていない処理に委ねられてきた．（CW, XIX, 563-64／訳 410） 
 
さらに『代議制統治論』によれば，ブリテンの植民地が国内自治を認められるようにな
ったのは，「現在世代 the present generation」（CW, XIX, 562／訳 407）においてであった
という．具体的には，「諸国の植民地政策 the colonial policyの新時代は，ダラム卿の『報
告書』［1839年――引用者］と共に始まった」とされる．そしてこの報告書は，「ダラム卿
Lord Durham」（John George Lambton, 1st Earl of Durham, 1792-1840），「ウェィクフ
ィールド氏」（Edward Gibbon Wakefield, 1796-1862），ならびに「今は亡きチャールズ・
ブラーthe lamented Charles Buller」（1806-48）の手に成るものであった（CW, XIX, 563
／訳 408）297．ただし『代議制統治論』においてミルは，植民地に国内自治を認めるとい
う新しい植民地政策の「最も早い擁護者」は，「ローバック氏」（John Arthur Roebuck, 
1801-79）であったと記している（CW, XIX, 563／訳 409; cf. CW, I, 83, 99, 123-25／訳 77, 
89, 108-09）298． 
 
第 2節 植民地体制の不利益とその補償 
                                                   
297 「ダラム卿の『報告書』」は 1837年の「カナダの反乱」を受けて作成されたものであっ
たが，『代議制統治論』によれば，「植民地の内政 the internal governmentに干渉すると
いう悪習」がこの反乱を引き起こしたという（CW, XIX, 563／訳 408）．「カナダの反乱」
の原因については，本稿第 2部序章第 2節も参照されたい． 










類の連邦の結び付き the slightest kind of federal unionである，しかし厳密に平等な連
邦 a strictly equal federationではなく，本国 the mother countryは連邦政府 a Federal 
Government の権力を，実際には確かに最小限に弱められてはいるが，専有している．
この不平等はもちろん，その限りでは属国――対外政策 foreign policyについて発言権を
持たないが，上位の国 the superior countryの決定に拘束される――にとって不利なもの
である．属国は，戦争においてイングランドに加担することを，参戦に先立ってどんな











払わせる経費と，属国が必要とするところの，イングランドの陸海軍 naval and military 
force の拡散 the dissemination300――イングランドの陸海軍は，戦争のとき，あるいは
                                                   
299 『代議制統治論』においてミルは，「連邦政府の権威が必然的に完全であるのは，諸外
国とのかかわり transactions with foreign powersにおいてだけである」（CW, XIX, 558／
訳 399; cf. CW, XIX, 553, 560-61／訳 388, 402-05）と述べている．なお，ミルの連邦論に
ついては，本稿第 2部第 2編第 1章第 2節を参照されたい．． 
300 Cairnes（1871, 169; [1873] 2004, 202-03）によれば，当時のブリテンの紙面上の陸軍
兵士は計 11万 5,000人であり，その内訳はイングランドに 8万 2,000人と植民地やインド




とされるであろうものの 2 倍ないし 3 倍である必要がある――とによって，全く釣り合















次の 3 つであるという．すなわち，第 1 に，ブリテン帝国の内外における戦争を抑止する
ということ，第 2 に，ブリテン帝国内において保護貿易政策――「敵対的な関税 hostile 
tariffs」――を防ぐということ，第 3に，世界に対するブリテン――文明の最先進国――の
影響力を強めることによって，人類の文明的な進歩を促進するということである．そして







                                                   
301 この点については，『代議制統治論』（CW, XIX, 551／訳 385），ならびに本稿第 1部第
1編第 1章第 1節第 1項の 3を参照されたい． 
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 現在の弱い結び付きは…，その限りでは普遍的平和 universal peaceと諸国の間の全般的
な友好的協力とへの一歩である．それは，そうでなければ独立していた多数の社会
communities の間で戦争を不可能にするし，その上，それらのうちのどれかが外国 a 
foreign state に吸収されて，もっと専制的であるかもっと近くにいる何らかの対抗勢力
rival power――常にグレート・ブリテンと同じくらい野心がないか平和を好むとは限ら
ないかもしれない――への追加の攻撃力 aggressive strength の源泉になることを防ぐ．




 そしてブリテンの領地 the British possessionsの場合には，それ［＝「現在の弱い結び
付き」――引用者］は，次のような強国 the Power の道徳的影響力と世界的な協議 the 












                                                   




この連合 the unionは，それが継続する間は，不平等な連邦 an unequal federationを基
礎として継続し得るのみであるから，この少量の不平等が，相対的に低い地位を占める
社会［＝植民地――引用者］にとって煩わしいないし屈辱的であるのを，どんな手段に







 この場合に必然的に内在する唯一の劣っている点は，本国 the mother countryがその植
民地と本国自身との双方について，和戦の諸問題 questions of peace and warを決定する
ということである．代わりに植民地は，自分たちに向けられた攻撃 aggressionsを退ける
という本国の義務を得るが，小さな社会 the minor communityが非常に弱いのでもっと
強い国 a stronger powerの保護がその社会に不可欠であるという場合を除けば，義務の
相互性 reciprocity of obligationは，審議における発言の非承認と完全に同等なものでは
ない．（CW, XIX, 566／訳 415; cf. CW, XIX, 564／訳 411） 
 









 したがって，カフィル戦争やニュージーランド戦争 the Caffre or New Zealand warsの
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ような特定の植民地のために引き起こされる戦争を除いて，すべての戦争において入植
者たち the colonistsは，侵略 invasionに対する彼ら自身の港や岸や国境の明確な地方的




平時においてさえ植民地の軍事的防衛費のかなりの部分を，それが常備軍 a standing 
armyによって決まる限りではその全部を，本国が引き受けるということが正しい．（CW, 














 もし我々が，ある社会の指導的な人々が人類の総会 the general councils of mankindに
おけるその社会の首長や代表者として世界に登場するのを妨げるならば，我々は，彼ら
の正当な野心 legitimate ambitionとその社会の高潔な誇り the just prideとの双方に対
して，より強力で重要な国 a nation of greater power and importanceにおける同様の卓
















属国であり，「最高権力国の立法部」（CW, XIX, 562／訳 406-07）における「公平ないし平




ブリテン海峡 the British Channelの島々…は，カナダやニュー・サウス・ウェールズの
ようにそれらの国内の事柄 internal affairsとそれらの課税とに対する完全な統制を享受
すると同時に，国王 the Crownに授与する権利があるあらゆる官職 officeと位階 dignity
とは，ガーンジー島ないしジャージー島の出身者 the native of Guernsey or Jerseyに自
由に開放されている．それらの小さな島 insignificant islandsから，連合王国 the United 
Kingdomの陸軍大将[g]enerals，海軍大将 admirals，上院議員 peersが選ばれるし，内
閣総理大臣 prime ministersが選ばれることを妨げるものは何もない．同じ制度が，余り
に早く亡くなってしまった賢明な植民地大臣 Colonial Secretary ウィリアム・モールズ
ワース卿［Sir William Molesworth, 1810-55――引用者］によって，彼がカナダの指導
的政治家ヒンクス氏Mr. Hinckes［Sir Francis Hincks, 1807-85――同］を西インド諸島
の政府 a West Indian governmentに指名したとき［＝1855年――同］に，植民地一般
に関して開始された304．（CW, XIX, 566／訳 416-17） 
 







第 2編 非文明的属国 
 
第 1章 予備的考察 
 
第 1節 ミルの民族論 








彼らは民族を形成すると言えるであろう．（CW, XIX, 546／訳 374） 
 
『代議制統治論』においてミルは，民族を，「仲間意識 fellow-feeling」（CW, XIX, 547／訳
376）を持つ人々の集まりとも表現している．そしてミルは，こうした精神的結び付き――









 どのくらいであれ民族感情 the sentiment of nationalityが存在する場合には，その民族
の全成員を同一の政府，しかも彼らだけの別個の政府の下で結束させることに賛成する
一見して明らかな証拠 a primâ facie caseが存在する．これは，政治の問題は被統治者に
















その祖先たちすべての特別な適性や長所を受け継ぐ．（CW, XIX, 549-50／訳 381-82） 
 
なお，『代議制統治論』からのこの引用文には，著書『経済学原理』（『原理』と略記する）
305やとりわけ『自由論』（第 1版 1859年，第 4版 1869年）に見られるミルの見解――多
様性は人類の長期的な利益にとって不可欠である――が窺えよう．例えばミルの『自伝』（死
後出版 1873 年）によれば，『自由論』は「たった 1 つの真理を説いた哲学の教科書のよう
なもの」であり，その真理とは「性格の類型における様々な多様性 a large varietyの，そ
して無数の対立する方向に向かって広がってゆく完全な自由 full freedom を人間本性





                                                   







明化した少数民族が「野蛮な力 brute strengthに打ち負かされて従属 subjectionにおとし




ロッパの主要な国々のどれかの吸収」を想定していた306（CW, XIX, 550／訳 382-83; cf. 
Leslie [1867] 1879, 133; cf. 本稿第 1部第 1編第 1章第 1節第 1項の 2）． 















で文明化が遅れ勤勉の度が劣っている地域」（CW, II, 187／訳(1), 349），「今なお野蛮な
国々，あるいはロシアやトルコのようなようやく文明化し始めた国々」（CW, III, 588／訳
(3), 265），「半ば野蛮なロシア semi-barbarous Russia」（CW, III, 707／訳(4), 12; cf. CW, 
II, 352-53／訳(2), 304; CW, III, 708, 857／訳(4), 14, (5), 130），と（cf. CW, II, 17, 20／
訳(1), 56, 60-61）． 
他方で，上記の 2つ目の引用箇所（CW, III, 588／訳(3), 265）においてミルは，「フラ
ンス」，「ドイツ Germany」（cf. Mill to Charles Loring Brace, 1871/1/19, CW, XVII, 












的不利が相殺されて余り有るという場合であると考えられよう（cf. 本稿第 1部第 1編第 1
章第 1節第 1項の 3）．なお，こうした第 2の場合としてミルは，古代については「ギリシ
ア人の増援を得たマケドニア人がアジアを制覇した」場合を，そして現代については「イ
ングランド人がインドを制覇した」場合を，それぞれ例示している（CW, XIX, 550／訳 383）．
そして本稿第 2部第 2編で取り上げられる本国と非文明的属国との関係は，この第 2の場
合に該当する． 
 第 3 に，より文明化した多数民族が相対的に文明化の遅れた少数民族を征服する場合に
ついて，こうした征服が人類――そしてとりわけ後者の民族――の利益であるための主要




を例示している（CW, XIX, 550-51／訳 383-85）．そして恐らくは，フランス人と「フラン
スのナバラのバスク人 Basque of French Navarre」，あるいはイングランド人と「ウェール
ズ人」，「スコットランド高地人」も，これらの民族の例に含まれていたと考えられる（CW, 
XIX, 549／訳 381-82）307． 
 第 4 に，人口と文明化の度合いとがほとんど等しい諸民族が共通の政府の下に置かれる
場合について，こうした状況が人類の利益であるための主要な条件は 2 つ，すなわち，こ
れらの諸民族の文明化が大きく遅れていること――具体的には，「自由な政治 free 
governmentを熱望する時期」が到来しておらず，「専制的な政府 a despotic government」








調合に対する最大の実践的障害が存在する場合」であった（CW, XIX, 551-52／訳 385-87）
308． 
 
第 2節 ミルの連邦論 
ただし，上述の第 4の場合に関連してミルは，「自由な政治を熱望する時期」が到来した
後であっても，人口と文明化の度合いとがほとんど等しい諸民族が「連邦 a federation」を


















                                                   
308 管見の限りでは，CW, XIX, 551の 19行目と 20行目との間で，1行分の語句――“are 
nearly equal in numbers and in the other elements of power. In such”――が欠落してい
る． 






によってであれ，侵略的な政策 an aggressive 
policy に対する誘惑を弱める．この増加はもちろん，連邦 the Union を構成する諸国家
の間の戦争や外交上の不和 diplomatic quarrelsを，そして普通はそれらの間の通商制限








XIX, 559-60／訳 401-02） 
 






らないということ」である（CW, XIX, 553-54／訳 388-91）． 
連邦について 2点補足しよう．第 1に，連邦を構成する諸国家は完全な独立国ではない．
『代議制統治論』の言葉を用いれば，ある国家が「連邦の一員になる」ということは，そ
の国家が「完全な独立 complete independenceを捨て去る」ことを意味する（CW, XIX, 552
／訳 386）．例えば対外関係の一例である戦争について言えば，「連邦によって，その住民は
常に同じ側に立って戦わなければならない」（CW, XIX, 553／訳 388）．このように，連邦
の下では，「それぞれの国家が彼ら自身の行動の自由において犠牲にするもの」（CW, XIX, 








いうものである．『代議制統治論』によれば，第 1 の方法は，「ドイツのいわゆる連邦 the 
German so-called Confederation」，「1847年以前のスイス憲法」，および「独立戦争 the War 
of Independence直後の数年間」の「アメリカ」において，第 2の方法は，1848年以降の
「スイス連邦 the Swiss Confederacy」，および「合衆国 the United Statesの現行の憲法」








段よりもその原因になりそうである．（CW, XIX, 555／訳 392; cf. CW, XIX, 553, 559-60
／訳 388, 401-02） 
 






 各個別国のすべての国民が 2 つの政府，すなわち彼自身の国の政府と連邦の政府とに従
う義務があるという，連邦のより完全な方式の下で，明らかに必要なのは，それぞれの
                                                   
310 『代議制統治論』においてミルは，「連邦政府の権威が必然的に完全であるのは，諸外
国とのかかわり transactions with foreign powersにおいてだけである」と述べている（CW, 











 …裁判所 a Court of Justice，すなわち最高の連邦法廷 the highest federal tribunalが，
国家と連邦との様々な諸政府より上の最高位にあり，それは，これらの政府が制定した
あらゆる法律またはそれらが行ったあらゆる行為が，連邦憲法 the Federal Constitution
によってそれらに割り当てられた権力を越えており，その結果，法的効力を持たないと







                                                   
311 『代議制統治論』によれば，こうした体制は当時の「合衆国において実現されてい」た
という．他方で，当時の「アメリカ憲法 the American Constitution」が施行される前は，
こうした体制の適否が盛んに議論されていたという（CW, XIX, 556-57／訳 395-97）．そ
してこうした体制を擁護するために刊行されたものの 1つが，ハミルトン（Alexander 
Hamilton, 1755?-1804），マディソン（James Madison, 1751-1836），ジェイ（John Jay, 
1745-1829）の手に成る『ザ・フェデラリスト The Federalist』（1788年）であった．『代
議制統治論』においてミルは，――第 3版ではフリーマン（Edward Augustus Freeman, 
1823-92）の著書『連邦政府の歴史 History of Federal Government: From the Foundation 






XIX, 555／訳 393; cf. CW, XIX, 558／訳 399）． 
 193 
間の，あるいはある国家の国民と他の国家の政府との間の，すべての争いを解決する．
諸国 nations 間の通常の救済方法――戦争と外交 diplomacy――が連邦の結び付きによ
って排除されているので，裁判による救済方法 a judicial remedyがそれらに代わること
が必要である．連邦の最高裁判所は，国際法 international law312を施行し，現在，文明
社会 civilized societyで最も顕著に望まれていることの 1つであるもの――真の国際法廷
a real International Tribunal――の最初の偉大な実例 the first great exampleである．
（CW, XIX, 557-58／訳 397-98; cf. Mill to Charles Loring Brace, 1871/01/19, CW, XVII, 
1798-99; Mill to Charles Loring Brace, 1871/09/23, CW, XVII, 1838; CW, XIX, 547-48, 












American, African, and Australian confederation314の単なる一員に降格させられた場
合よりも威厳あると共に強力な地位を占めるであろう．（CW, XIX, 565／訳 413） 
                                                   








アメリカ人 British American」が 3分の 1を，「南アフリカ人 South African」と「オース
トラリア人 Australian」とが 3分の 1を，「イングランド人 English」，「アイルランド
人 Irish」および「スコットランド人 Scotch」が 3分の 1を，それぞれ占める「会合 an 




第 2章 非文明的属国の形成 
 
本稿第 2部序章第 1節で既に述べたように，ミルの著書『代議制統治論』（第 1版 1861
年，第 3版 1865年）によれば，属国は「征服」ないし「植民」によって形成されるという





 論文「不介入に関する小論」（初出 1859年，再録 1867年; 「不介入論」と略記する）に
おいてミルは，文明化した国が文明化した国に対して取るべき政策と，文明化した国が文
明化の遅れた国に対して取るべき政策とを区別した．すなわち，「同じ国際慣行
international customsと国際道徳 international moralityの同じ規則とが，ある文明化し











に対して負っている神聖な義務は，国民性と独立とが確かな害悪 a certain evilかよくて

























ころの遠隔の領地 distant and outlying possessionsに限られている」と（CW, III, 707／
訳(4), 13; cf. CW, II, 352-53／訳(2), 304; CW, III, 737, 754, 890／訳(4), 72, 106, (5), 195; 
CW, XXIX, 615-17）． 
 






第 3章 非文明的属国の維持 
 











なく，小自作農制度 the system of small holdingsを廃止しなくても，その土地は，現在
の住民数よりもはるかに多くの人々に，豊富な食糧 foodを産出させられるであろう．し
かしこれには，簡便で費用の掛からない交通手段によって農村地方 the rural districtsに









                                                   




たは大村落に集められるであろう非農業人口」（CW, II, 120／訳(1), 233）であるという． 
318 『原理』によれば，農業の「不完全な道具と不熟練な方法」は，「地上の大部分にわた

















たる欲望と欲求」――「都市の生産物の消費者」――（CW, II, 121-22／訳(1), 235-36）が
確立すれば，そのときミルは，インドにおける幼稚産業育成――さらなる工業化――のた
めの一時的な保護関税の賦課を認めた可能性があると考えられる（cf. 本稿第 1部第 2編第
2章）． 
当時のインドにおける工業について，『原理』の経済的発展段階論（「緒論 Preliminary 











「専ら野生の植物 the spontaneous produce of vegetationを食べて生活しているような国
民や社会は，恐らく今では存在しないであろう」（CW, II, 10／訳(1), 44-45）と． 
 199 






II, 12-15／訳(1), 47-52）． 
 なお付言すれば，当時のインドに関するミルの上述の現状分析と処方箋の提示とは，『原
理』の生産論（第 1篇）と貿易論（第 3篇の一部）とをそれぞれ踏まえていたと言えよう． 
当時のインドに関するミルの現状分析について言えば，本稿第 1部第 2編第 1章第 1節
第 2項および第 2部第 1編第 1章第 3節第 2項で既に述べたように，『原理』の生産論にお
いてミルは，「職業の分離」を初めとする「協業 co-operation」――「多数の人々の結合し
た行動」――が「優れた生産性をもたらす主因」であると主張した（CW, II, 116-30／訳(1), 
226-51）321．そして『原理』によれば，「職業の分離」が実現すると，「各生産者は，他の
多くの人々に 1 つの商品を供給し，彼が消費するものの大部分を他の多くの人々によって










は生産的な農業を滅多に持たないであろう．（CW, II, 120／訳(1), 232） 
                                                   
321 協業――『原理』においては，分業は協業の一部であるとされた――が優れた生産性を
もたらすという点については，スミス（Adam Smith, 1723-90）の著書『国富論』（第 1版
1776年，第 5版 1789年）の第 1篇第 1章（Smith [1776] 1976, 13-24／訳(1), 23-36），な
らびにウェィクフィールド（Edward Gibbon Wakefield, 1796-1862）による同章の注解
（Wakefield 1843, 21-52）も参照されたい． 
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当時のインドに関するミルの処方箋の提示について言えば，本稿第 1部第 2編第 1章第 1
節第 2項で既に述べたように，『原理』の貿易論においてミルは，貿易の第 2の間接的な経
済的利益として，文明化の遅れた国へ生産増加の新たな誘因を導入することによる同国の
生産の増加傾向を挙げた（CW, III, 593-94／訳(3), 275-76; cf. CW, II, 192-93／訳(1), 
357-59）． 
ところで，『原理』の上述の引用箇所においてミルは，「軍事的および財政的略奪による
財産の大きな不安定」（CW, II, 121／訳(1), 235）の問題点や，「優れた統治」（CW, II, 122
／訳(1), 236）の必要性も指摘している（cf. CW, II, 14／訳(1), 50-51）．そこで，当時のイ
ンドに象徴される非文明的属国の統治について，節を改めて考察しよう． 
 
第 2節 最善の統治形態 
第 1項 啓蒙的な専制政治の正当化 
それでは，征服によって形成された非文明的属国は，どのように統治されるべきであろ
























普通の諸理論 the common theories of government」――「幸運や不運を通じて，今では，
数世代のうちにヨーロッパ諸国における政治生活を再び覚醒させている統治の諸理論」―
―とは対象を異にするものであった（CW, XIX, 577／訳 440-41）．以下では，前者の理論
について概観しよう（cf. CW, XIX, 550／訳 383）． 
『代議制統治論』においてミルは，ある属国の文明化が大きく遅れている場合，あるい
は属国はある程度文明化しているがそこに住む人々が「自発的な改善の原動力」（CW, XIX, 
567／訳 419）を欠いている場合には，その属国に「自治 self-government」（CW, XIX, 562
／訳 407）を認めなかった（cf. CW, XIX, 560／訳 402-03）．すなわちミルは，本国がこう
した属国を，その属国の文明化を促進するような「専制政治 despotism」（CW, XIX, 567／
訳 419）の下に置くことを主張した．具体的には，長期的に安定しており，かつ文明的先進
国がこれまでに経験してきたことを活用するために啓蒙的であるところの専制政治である．
この専制政治は，「自生の専制政治 a native despotism」あるいは「野蛮な専制政治






大半は哲学的にと言うよりもむしろ経験的にであるけれども，現代の政治理論 the political 
theories of the present […] ageが前の時代 the last ageの政治理論――これにおいては，
代議制民主主義 representative democracyがベドウィン Bedouinsやマレー人Malaysに
とって唯一の相応しい統治形態であることを同様に証明したであろう主張によって，イン
グランドやフランスのために代議制民主主義を要求するのが通例であった――よりも卓越
している主要な点と見なされ得る」（CW, XIX, 393-94／訳 57），と． 
なお，著書『経済学原理』（第 1版 1848年，第 7版 1871年; 『原理』と略記する）にお
いてミルは，「人事 human affairsのすべての部門において，実践 Practiceは科学 Science
にはるかに先立つ」（CW, II, 3／訳(1), 31）と述べている．この点については，『原理』の
他の箇所（CW, II, 101-02／訳(1), 202）や『代議制統治論』（CW, XIX, 577／訳 441）も参
照されたい． 
 202 
barbarous despotisms」とは異なるものであった（CW, XIX, 567／訳 419）323．そしてミ
ルは，属国の文明化を促進するような専制政治を，「野蛮なまたは半ば野蛮な国民 a 




れ対応していたと言えよう（CW, XIX, 567／訳 419）． 
 
こうした状態［＝「代議政治に適応させられるのに足りるほど進歩した状態」――引用
者］に到達しておらず，いやしくも支配されるならば，支配国 the dominant countryに
よって，あるいは支配国によってその目的のために委任された人々によって，統治され
なければならないところの他の属国もある．もしこの統治方式が，属国民 the subject 
peopleの文明の現状において，彼らが改善の高次の段階 a higher stage of improvement
へ移行するのを最も促進するならば，それは他のあらゆるものと同じくらい正当である．
（CW, XIX, 567／訳 419; cf. CW, XIX, 550, 562／訳 383, 406-07） 
 
このように，非文明的属国の統治においても，目的とされるべきはあくまで「統治され
る人々の善 the good of the governed」（CW, XIX, 569／訳 423-24; cf. CW, XIX, 390／訳
51）――「原住民 the nativesの善」（CW, XIX, 569／訳 423）――であった．すなわち，
非文明的属国に対する本国の専制政治は，その属国の文明化を目的としたものであり，こ
の意味で本国は利他的な専制君主――「善良な専制君主 a good despot」（CW, XIX, 567／
訳 419）――であった．『代議制統治論』によれば，非文明的属国の文明化を促進するよう
な専制政治を本国がある程度実現することは，「1 国に委ねられ得る最高の道徳的責任 the 
highest moral trust」（CW, XIX, 568／訳 420）であるという．そしてもし本国がこうした
                                                   
323 『代議制統治論』によれば，「自生の専制政治の下では，善良な専制君主 a good despot
は稀で一時的な偶然である」（CW, XIX, 567／訳 419）という．すなわち，「並外れた才能
を持つ君主 a monarch of extraordinary geniusという稀な偶然」（CW, XIX, 419／訳 111）
と．具体的には，『代議制統治論』においては「シャルルマーニュ」（Charlemagne, 742?-814）
と「ピョートル 1世」（Peter the Great, 1672-1725）が高く評価され（CW, XIX, 419／訳
111），ミルの著書『自由論』（第 1版 1859年，第 4版 1869年）においてはシャルルマー
ニュと共に「アクバル」（Jalāl ud-Dīn Muhammad Akbar, 1542-1605）が高く評価されて
いる（CW, XVIII, 224／訳 225）． 
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専制政治を少なくとも意図するならば，その本国は「利己的な簒奪者 selfish usurpers」（CW, 













self-protectionだということである．すなわち，文明化した社会 a civilized community
の成員に対し，彼の意志に反して，正当に権力を行使し得る唯一の目的は，他人に対す






 私は，功利 utilityをすべての倫理的問題に関する究極的な要請 the ultimate appealと考
えるが，それは，進歩的な存在としての人類の恒久的な利害に基礎を置く，最も広い意
                                                   
324 例えばミルの『自伝』によれば，『自由論』は「たった 1つの真理を説いた哲学の教科
書のようなもの」であり，その真理とは「性格の類型における様々な多様性 a large variety
の，そして無数の対立する方向に向かって広がってゆく完全な自由 full freedomを人間本
性 human natureに与えることの，個人および社会にとっての重要性」であるという（CW, 
I, 259／訳 220）． 
325 「自分自身にだけ関係する部分」――「人間の自由の適切な領域」（CW, XVIII, 225／






























                                                   
326 『自由論』の言葉を用いれば，文明化した社会の成人とは，「諸能力が成熟した人間」
であり，文明化した社会の未成年者とは，「子どもたち」あるいは「法律が男女の成人年齢
として定めるであろう年齢より下の若い人々」である（CW, XVIII, 224／訳 225）． 
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[d]espotism は，もしその目的が野蛮人たち barbarians の改善にあり，その手段がこの
目的を実際に達成することによって正当化されるならば，彼らと接する際の正当な統治
様式である．（CW, XVIII, 224／訳 225） 
 













とは，2つの非常に異なったものである」という（圏点引用者，CW, XIX, 568／訳 421）．
そしてミルは，「統治される人々に対する責任は，優れた統治に対するすべての保証の中で
最も重要なものであるが，他の誰かに対する責任は，そのような傾向を持たないだけでな
く，善と同じくらい害悪を生みそうであるという…原理」（CW, XIX, 572／訳 430）327に注
意を促している．当時のブリテンに即して言えば，「ヒンドゥー人 the Hindoosの繁栄ない
し惨めさ，改善ないし退歩を決定する真の原因は，イングランド人の視野に入るにはあま




の善 the good of the governedが政府の適切な業務であるとすれば，ある国民が直接にそ
の業務に従事するということは全く不可能である．彼らが為し得る最大限は，彼らの最




discussionとを保証するという理由で，主として有用である」（CW, XIX, 572／訳 430-31）
と．あるいは，「直接の支配者たち the immediate rulersを被告席に着かせることができ














を持つ委任された機関 a delegated bodyによって統治し，国家の移ろいやすい政権 the 
changeable Administration of the Stateに対しては検査権 a right of inspectionと拒否





してこの大臣が，他のすべてのブリテンの大臣と同様にブリテン議会 the British 
Parliamentに対して責任を持つということ」を要求することは，「属国を統治しようと企て








（CW, XIX, 573／訳 431-32; cf. CW, XIX, 567-68, 568／訳 419-20, 421）329 
 






る「直接行政 a direct [administration]」に反対して，「中間の統治手段 intermediate 
instrument of government」ないし「中間機関 an intermediate body」による「委任行政







治する」場合に許されるのは，「専制政治の選択 a choice of despotisms」であると述べてい
る（CW, XIX, 568／訳 421）． 
 
真に優れた統治は，この場合の条件と両立しない．ただ不完全さの選択があるに過ぎな
い．問題は，統治機関 the governing bodyがその立場上の諸困難の下で，優れた統治に
出来るだけ多くの関心を，そして悪い統治に出来るだけ少ない関心を持つようにそれを













成功と自分たちが治める国の繁栄とに対して，代議制憲法 a representative constitution
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の下にある内閣の一員が，自分が仕える国以外のどんな国の優れた統治に対して何とか





…他のあらゆる部門においては，もし役人 the officer が能力を持たなければ，社会の一
般的な意見 the general opinion of the communityが，為すべきことについて彼をある程
度導くが，国民が自分たちの手で統制するのに適さない属国の行政官 the administrators
の立場においては，政府の性格は個々の職員 functionariesの道徳的および知的な適性に
専ら依存する．（CW, XIX, 574／訳 434） 
 
インドのような国ではすべてのことが統治に当たる人々the agents of governmentの個
人的な資質と能力とに依存するということは，いくら繰り返しても繰り返し過ぎること
はない．この真理は，インドの行政の主要な原理 the cardinal principle of Indian 
























であり，彼の後輩が彼を越えて昇進させられるべきである．（CW, XIX, 575／訳 436-37; cf. 











ドの副王[t]he Viceroy of British Indiaは，彼の偉大なる一般的な統治能力 great general 







ばインドの統治に際して「一般的な政治的手腕 general statesmanship における最も進ん
                                                   







第 3節 政府のより広範な実践的役割 
 『原理』においてミルは，前節で見てきたような形で統治されている属国においては，
政府が実践的に介入すべき事柄が，文明的先進国におけるよりも多くなると考えた． 





な点」（CW, III, 937／訳(5), 287）が挙げられ，こうした「政府の介入に対する反対理由」
（CW, III, 937／訳(5), 289）に基づいて，「自由放任が一般原則である」（CW, III, 944／訳
(5), 302）と主張された．その上で，同章の後半においてミルは，「政府の干渉の利点」（CW, 
III, 937／訳(5), 287）に重心を置いて，政府が干渉すべき場合として「自由放任に対する数
多くの例外」（CW, III, 947／訳(5), 307）を提示した． 







は限らない．一定の時代と国との特定の事情においては，一般的利益 the general interest
にとって真に重要な何かで，私的個人がそれを有効に実行し得ないからではなく，彼ら
がそれを実行しようとしないから，政府がそれを引き受けるということが，望ましくな













ある国々について，多かれ少なかれ当てはまる．（CW, III, 970／訳(5), 353; cf. CW, II, 13, 















                                                   












ることはあり得ない．もっとも彼らは，その地域だけの事柄の自由な取り扱い the free 
management of municipal affairsを含む，上記の制限と矛盾しないすべての自由と特権
とを認められるべきであり，統治国 the governing Stateの便宜のために局地的に犠牲に
されることの補償として，その帝国 the empireの他のすべての地方における，統治国の




る決議案の最初の 2つについての実践的批評 Practical Observations on the First Two of 












（圏点引用者，CW, XXX, 187-88） 
 
第 2に，ミルはブリテン議会の議員を務めていた 1868年 2月に，「ヘルゴラントの人々」
から何らかの「不満」を訴える書簡――「ヘルゴラントに関する…書簡」――を受け取り，
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を持つブリテン議会の議員がほとんどいないことも指摘している（Mill to Grant Duff, 
1868/2/4, CW, XXXII, 186-87; cf. 1868/2/15, CW, XXXII, 187; 1868/2/29, CW, XVI, 1368）．
そして恐らくはミルによる上記の仲介の結果として，同年の 4 月には，「Payens」，
「Heckens」，「Stoldt」の 3名から成る「ヘルゴラントからの代表団」がブリテンに到着し






軍事政策――とりわけ軍事関係の財政――（第 1部第 1編），②貿易政策（第 1部第 2編），
























                                                   
332 19世紀後半におけるブリテン中央政府の歳入額は，年におおよそ 5,000万ポンドから
7,000万ポンドであった（cf. 本稿第 1部第 1章第 2節第 1項）． 
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う点で「自由放任に対する数多くの例外」（CW, III, 947／訳(5), 307）の 1つとして，ブリ









年には実質的に，1860年には完全に，廃止されたということである（第 1部第 2編第 1章）． 












くまでもこだわったミルの姿を示していると言えよう（第 1部第 2編第 2章）． 
 ③について言えば，本稿ではまず，ミルにおける「属国 dependencies」という概念を概
観した．ミルによれば，属国は，「征服 conquest」ないし「植民」によって形成されるとい











































放任に対する数多くの例外」（CW, III, 947／訳(5), 307）には含まれない事柄に対する政府
介入も実践的には正当化され得るということが明らかにされた（第 2部第 2編）． 










めの石炭税の支持からは，「自由放任に対する数多くの例外」（CW, III, 947／訳(5), 307）
という『原理』の概念には，石炭という経済的に重要な財333に関する政府介入も含まれ得
たということ，それゆえミルが考えていた政府介入が実際には，「自由放任が一般原則であ
る」（CW, III, 944／訳(5), 302）という『原理』の抽象的な記述から想像されるであろうよ
りも大きな経済的影響力を持ち得たということが示されよう．あるいは，軍事訓練の義務
化を初めとするミルの軍事費削減策は，「暴力…に対する身体および財産の保護」（CW, III, 
                                                   
333 ジェヴォンズ（William Stanley Jevons, 1835-82）による「石炭の時代」（Jevons 1865, 
viii）という表現に象徴されるように，あるいはティンダル（John Tyndall, 1820-93）が石
炭をブリテンの「活力源 life blood」（Buxton 1888, vol. 2, 26）と表現したように，ミルが
生きた時代においてブリテンの圧倒的な経済力をもたらしたものは石炭であった（cf. 若林 
1985, i-iii, 3）． 
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936／訳(5), 287）334という政府機能や「歳出削減」（CW, III, 865／訳(5), 145）を果たすた
めに，『原理』のわずかな記述からは見落とされやすいけれど手の込んだ制度設計が必要と
され得るということを示唆しよう． 
 また，ミルの特徴の 1つとされる「人類サイズの功利主義」（馬渡 1997a, 402, 408; cf. 馬









たという（cf. 本稿第 1部第 2編第 2章第 3節）．また本稿では，『原理』の保護関税論が，









ら質へと目を転ずれば，本稿第 2部第 1編第 1章第 2節第 1項で見てきたように，植民は，
                                                   
334 『原理』によれば，「暴力…に対する身体および財産の保護」は，「政府の必然的諸機能
the necessary functions」の 1つであるという．政府の必然的諸機能とは，「政府という観
念から不可分であるか，あるいはすべての政府によって習慣的にかつ異議なしに行われて
いるかのどちらかであるところの諸機能」である（CW, III, 800／訳(5), 14-15）． 




考えられている」（杉原 1985, 86-87; 2003, 313）という見解を共有している． 
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安価な食糧の供給拠点としての植民地に基づくブリテンの工業のさらなる発展をもたらす
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